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ま| じ め に

昭和50年 以後顕著 にな って きた消費の多様化、個性化 は留ま るところを知 らず、加 えて最

近 は価格 に対す る消費者の要求が極めて厳 しくな り、製造業、流通業 ともにより一層 の合理化

効率化が求 め られてい ます。消費の多様化 や個性化が消費の高度化か あるい は消費者 のわが ま

まか、 ここで は問い ませんが、 とにか く各企業 と もこのよ うな消費傾向 に対応すべ く様 々な対

策を講 じて きて います。流通業では情報化 による徹底 した在庫管理を実施 し、激増 す る商品種

に対応す るとともに販売価格の引 き下 げに努力 して きた一方、製造業ではフ レシキ ブル生産 シ

ステムの確立 による多品種少量生産を実現す るとともに自動化の推進な どによ り製造 コス トの

引き下 げに努 力 して きま した。

しか し、近年 の円高 などの外的要因によるわが国経済への圧力 は、それ までの努力 を帳消 し

にす るほど厳 しい もので、 さ らに徹底 した合理化、効率化が必要 にな って きています。 これ に

対応 しよ うと して最後 に登場 した切 り札がEDI(ElectronicDataInterchange)で あ り、現

在で は、 もはやEDIは 企業活動 にとって必要不可欠の道具にな ってきています。EDIは 、

各企業の情報 システムを通信回線で結合 し、 日常の業務処理を電子的 に行 うとす るものです。

これ は、従来各企業独立 に存在 して いた情報 システムを有機的に結合 し、全体 と して効率 的に

機能す る情報 システムを構築す ることが、業務処理の効率化を支援す るシステ ムと して理想的

であるとい う考え方 か らきています。

この ことは、社会全体 の統一にっ なが る可能性を も秘めています。 しか し、歴史上悪意 に基

づ く社会の統一 が ことごとく失敗 したように、EDIも 特定の企業や業界 の利益のために構築

しよ うとすれば挫折 す ることは既にはっきり して います。EDIで は、個々の企業の 自主性を

最大限 に尊重 しなが ら、社会全体の公平な連携を進 めることが、 と らなければな らない道です。

この ことは、標準化 について も言えます。特定の企業や業界 に都合のよいや り方で はな く、個

々の企業、業界の 自主性 を最大限に尊重 しっっ、全体 レベルでの情報交換 を可能 に したのが、

CII標 準であ ります。各業界の 自主性を最大限 に尊重す るために、CII標 準 は各業界標準

の集合体 になってお り、 さらに、各業界標 準である標準メ ッセー ジは、各企業 の自主性を尊重

す るために可変長 フォーマ ッ トをベースに して、 自由度を増 しなが ら効率よ く構成 されて いま

す。そ して、全体 と しての連携を可能 にす るために、共通のCIIシ ンタ ックスルールが使わ

れています。 フ ォーマ ッ トの 自由度を拡大すれば特別 な工夫を盛 り込 まない限 り、標準化の意

図 と効果 を損 な う結 果 になります。CIIシ ンタ ックスル ールには、標準化の意図 と効果 を損

なうことな く自由度 の大 きい可変長 フォーマ ッ トを実現す る特別 な工夫があ ります。例 えば、

データエ レメ ン ト(デ ータ項 目)の 共通化を進めなが ら、業界単位 に標準 メ ッセー ジを開発で

きるよ うに、CIIシ ンタ ックスルールは構成 されています。 それ に加えて標 準化によ って全



体の連携を可能 に し、標準化のメ リッ トを最 大限にす る具体的な姿 と して、EDIネ ッ トワー

クの共通化があ ります。

従来の業界VANで あれば、 フォーマ ッ トの違いはその ままEDIネ ッ トワー クの違い と し

て、現実化 して きます。従来の業界VANは 、 アプ リケー ション(業 務処 理)レ ベ ルの フォー

マ ッ トと通信 レベルの フォーマ ッ トが一 体化 した固定 フォーマ ッ トを採用 してお り、 アプ リケ

ー ション毎(業 界毎)に 業界VAN(EDIネ ッ トワー ク)を 構築せ ざるを得ない構成 になっ

ていま した。 これに対 し、EDIは シンタ ックスルール とい う概念を導入す ることで、アプ リ

ケー シ ョンレベルの フォーマ ッ トと通信 レベルのフ ォーマ ッ トを分離 して通信 レベルの フォー

マ ッ トを共通化す ることで、いかな るアプ リケー ションについて も、同一 のEDIネ ッ トワー

クを活用 で きるようにな りま した。その シ ンタ ックスル ールの具体的な姿は、 昭和63年4月

に電子機器業界 でEIAJシ ンタ ックスルール と して発表 され、実用化 しま した。CIIシ ン

タ ックスルールは、 このEIAJシ ンタ ックスルールを拡張改造 した ア ッパー コンパ チブルな

シンタ ックスルール と して平成3年8月 に発表 され、翌平成4年7月 に実用化 した もので、既

に国内標準 と して定着 しっっあ ります。

CIIシ ンタ ックスルールは、全業界の メ ッセージを共通 のEDIネ ッ トワー クによ って交

換で きるよ う工夫 されてお り、その中には、EIAJ標 準のメ ッセー ジも含 まれ ます(CII

シ ンタ ックスル ールは、EIAJシ ンタ ックスルールを包含 してい る)。 このた めのEDIネ

ッ トワー クが、本書で紹介す るrCII-EDIサ ー ビス』であ ります。

㈲ 日本情報処理開発協会 産業情報化推 進セ ンターで は、CIIシ ンタ ックスルールの普及

増加 に伴 って増加 して きたEDIユ ーザーか らのEDIネ ッ トワーク(rCII-EDIサ ー

ビス』)の 概念確立要求に対 し、主要な産業界 と主要 なVAN事 業者か ら構成 され るEDIネ

ッ トワーク研究委員会を組織 し、平成5年9月 にrCII-EDIサ ー ビス』の共通運用 ガイ

ドライ ンを まとめま した。 このガイ ドライ ンによ って、ユーザーが要望 して きたrCII-E

DIサ ー ビス』構築 の準備がで きた訳で、実 際の構築 も既に開始 されてい ます。

rCII-EDIサ ー ビス』 は特定業界 に限定 しないすべての業界のためのイ ンフラ情報ネ

ッ トワー クとして位置づ けることがで き、VAN事 業者 にとって も特定の企業や特定 の業界で

はない全企業 の公平な負担 によるネ ッ トワー クと して構築す ることがで きます。 もちろん実際

は、税金を とる形で構築す るのではな く、受益者負担 の原則で構築す る ことにな りますが、特

定の限 られた利用者を前提 に構築す るので はな く、広範 な業界の多数 の企業 の負担で構築運営

される ことを前提 に構築す るので、個 々の利用者 はスケールメ リッ トの恩恵に浴 し、安価にネ

ッ トワークを利用で きることにな ります。 この ことはEDIの 利用 と普 及に とって重要です。

今後、EDIは 益 々広範に普及す ることが予測 されてお り、大企業や中堅企業 だけでな く中

小企業 に も普及す ることが予想 され ます。EDIが 便利であ る以上、EDIに 対応 で きるか ど



うかが、受注条件 の一つ のになることが 、米国の状況 を見 るか ぎり十分予想で きます。現在の

わが国で は、 この ような条件 は、 ある状況下 では禁止 されていますが、実 際には受注を とるた

めに必要 な条件 になって きてい ると、現場の担当者 は語 っています。今後の企業活動ではED

Iは 必要不可欠 とな りEDIで 発注 して いる企業か らの注文は必然的にEDIを 実施 してい る

企業へ行 われ る ことにな ります。言い換えれば、EDIを 実施 していないがために受注で きな

いケースが、必ず発生す る と考えな ければな りません。EDIが なければ ビジネ スはで きない

という時代が、 もうす ぐ確実 に くると思わなければな りません。

大企業であれば、 自前 でEDIネ ッ トワー クを構築す ることは難 しくない と思 います。 しか

し中小企業で は事実上 困難です。 これを救済す るたあ に一 時的 に業界VANが 注 目されま した

が 、実際 に構築 された業界VANの 業界 とは名 ばか りで、実体 は仲良 し企業によるグループネ

ッ トワーク(必 ず しも企業 グループではない)が 大半であ り、期待外 れの もので した。一 つの

業界 に複数の閉 じた業界VANが あ るのが現実であ り、 中小企業が このよ うな業界VANに 加

入 して も、狭 い範囲でのEDIし かで きないうえに コス トも高 く、む しろ特定の大手企業の下

請 けに組み込 まれ るよ うな逆効果が 目立 って きてい るのが現状です。

『CII-EDIサ ー ビス』 は、 このよ うな問題を解決 します。 また、業界単位ではあ りま

すが、公開 され た業界標準 とCIIシ ンタ ックスルールの組み合わせで、従来 に比べれば遙 に

広範で汎用的 に 日常の取 引活動 に活用で きます。 この ことは、CII-EDIの 先駆 とな った

電子業界 のEIAJ-EDIに おいて実証 されて います。 『CII-EDIサ ー ビス』は、 こ

れか らの ビジネス環境 にと って極 めて重要 な道具 にな ります。既 に、CIIシ ンタ ックスルー

ルをベース とす る業界標準 の整備が進んでお り、EDI構 築 の最低条件が整備 されっつあ りま

す。そ して、rCII-EDIサ ー ビス』があ り、ネ ッ トワー クとい うEDI構 築 の物理的問

題 も解決 します ので、す べての企業のEDI参 加への機会を飛躍的に増加 させ ます。 中小企業

で も、僅かな努 力で、EDIの 導入が可能 とな り、EDIが ないがために受注で きないな どと

い う状況を解消 します。 もちろん、わが国の産業活動全体の効率 もア ップす ることにな ります。

『CII-EDIサ ー ビス』 は、 これか らの企業経営 にとって極めて重要 なイ ンフラです。

企業がCII-EDIを 導入 ・利用 して い く際に、個 々の企業内で中心的役割を務 めるの は、

実 際の利用部門であ る営 業 ・購買関係者 と、イ ンフラ面を支え る情報 システム部門の関係者で

す。 これ らの人 々の参考 にすべ く本書 では、 この重要 なイ ンフラの概要 や仕組みそ して使 い方

などを まとめ ま した。本 書を熟読 し、 これ までEDIの 導入 を躊躇 していた企業がrCII-

EDIサ ー ビス』 によ るEDIの 導入 を積極的に行 うことを期待 します。

最後 に、本書の まとめに ご協力をいただ いた委員並 びに関係各位 に対 し、敬意を表 します。

平成6年3月

EDIネ ッ トワー ク研究委員会

委員長 窪 田 芳 夫
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第1章EDIと 業 界VAN

1.1EDIと は

わが国で は、平 成元年の頃か ら業務処理 関係者の間で、EDIと い う言葉がよ く使われ

るよ うになってい ます。それまで、オ ンライ ン取 引と呼ばれていた手法 と極めて類似 した

ものですが、EDIは オ ンライ ン取引 よりも一歩進んだ概念 と して定着 して きています。

取 引先か ら製品を購入す る際には、取引先に製品購入の意志を伝え る必要が ありますが 、

従来 は発注書を取引先に送付す ることで伝えていま した。 もちろん、電話で連絡す ること

もごく一般的 に行われていま したが、電話による注文で も、受注側で は受注書(注 文書 と

同 じ)を 起票 してお り、最終的 には書類 による業務処理が実施 されて いま した。つ まり、

取引には書類がっ き もので したが、 この書類の輸送に変 えて、取 引先 に設置 した端末(プ

リンター)ま では注文書を電子 データの形で通信回線で伝 送 し、プ リンターで注文書を打

ち出 した ものがオ ンライ ン取 引 と呼ばれて きた ものです。

情報処理技術が進 んだ今 日では、 ホス トコ ンピュータと端末 とい うよ うな集 中型の シス

テムで はな く、 コ ンピュータ とコンピュータ とをネ ッ トワークで結び、電子 データの形の

注文書の交換を行 い、オ ンライ ン取引を 自動処理やペ ーパ ー レス処理 まで発展 させ得 るシ

ステムが 出現 して きました。 これが、今 日的意味でのEDI(も しくはEDI取 引)の 概

念 になって います。

EDIはElectronicDataInterchangeの 略で、1970年 代後半 に米国で開発 された

システムですが、 当時のEDIと 現代 のEDIで はかな り内容が変化 しています。開発当

時のEDIは 、 テ レックスのバ ージ ョンア ップ版 として位 置付 け られ、伝達 には通信回線

が使 われま したが、記録 は紙 に行われま した。その後、 この システムは、 コンピュータ シ

ステム と結合 され、記録 自体 も電子化 されて今 日の形態 にな っています。現在で は、ED

Iは 以下 のよ うに定義 されます。

r異 な る企業 間で、商取引のためのデ ータを通信回線を介 して、 コ ンピュータ(端 末を

含む)間 で交換す ること。その際、 当事者 間で必要 となる各種の取 決めが、可能 な限 り広

く合意 された標準 的な規約であ ること。』

この定義の各種 の取決めの意味 や標準の解釈 の方法で、様 々なEDIの 形態に分類 され

ます。現在実用化 されているEDIは 、当事者 間で必要 とな る各種 取決めを、基本契約の

ように、すべて事前 に固定的に決 めてお き、標準につ いて も単一 の標準を用い るシステム
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です。標準には、業界 レベル ・国内 レベル ・国際 レベル などの種類が あ り、一つ にすべ き

だ という意見 と使い分 けすべ きだ とい う意見に別れて います。実際 には、複数 の標準に加

えて、 プライベー トフ ォーマ ッ トと呼ばれ るプロプライアタ リーな規格 も使われて います。

一方で、事前に決 めるべ き取 決めをで きるだけ少 な くしてお き、実 際に取引を行 う時に

必要なネゴ シエ ーション(各 種取決 め)を ダイナ ミックに行 い、完全 なスポ ッ ト取引で も

EDIで 行えるよ うな方法 も研 究されてお り、Open-ediと 呼ばれます。 しか し、

Open-ediは その概念を構築 して いる段階で、実用化 はかな り先 にな ります。

本ガイ ドライ ンでは、以下、CII標 準に よるEDIを 運用す る場合 の手法につ いて述

べ ます。

前述 したよ うに、現状のEDIで は複数の標準を用 いるのが普通です。産業情報化推進

セ ンターでは、国内EDIと 国際EDIで は業務運用が大 き く異な るとい う状況を考慮 し、

CII標 準は主 と して国内EDIに 用 いる ことと し、国際EDIに はEDIFACTを 用

い ることとして います。単一の標準を用 いる方が理論的に はシステ ム効率が高 くな ります

が、CII標 準の中身 は業界標準 とい う複数 の標準の集合体にな って お り、共通 なの は、

CIIシ ンタックスル ールだけになっています。 この形が従来の標準 と異な る部分で、柔

軟な構造 にな って います。現実の取引が極 めて多岐 に富んでいて例外が多 く、単一のモデ

ルに基づ く単一標準で は現実的で はないか らです。国内EDIと いえ ど も、すべての(全

産業界の)取 引を処理可能 な単一標準を構築 す ることは現段階では不可能であ り、業界毎

の標準の集合体 として標準を確立す ることが 現実的です。EDIの 目的は業務処理(ビ ジ

ネス)に 役立て ることで、 コンピュータを効 率的に動かす ことではあ りません。業務処理

に役立 たな い標準 は使 い ものにな りません。

CII標 準

CII標 準 メ ッ セ ー ジ 群

EIAJ標 準

(標 準 メッセージ)

A業 界 標 準

(標 準 メヲセージ)

B業 界 標 準

(標 準 メッセージ)

C業 界 標 準

(標 準 メヲセージ)

共 通 音B分
・ ・ ■ ■. ・.

iElAJi

iシ ンタプクスルー」レ CIIシ ン タ ッ ク ス ル ー ル

図1-1CII標 準 の構 成
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業界標準の複合体 という中で、唯一全業界共通 な もの としてCIIシ ンタ ックスル ール

があ ります。 そ して、CIIシ ンタ ックスルールによる共通化が可能 にな ったので、業界

毎の標準 が共通 のネ ッ トワークによ って運用可能 にな り、CII-EDIサ ービスが実現

で きるよ うにな りま した。CII-EDIサ ー ビスは規模のメ リッ トを追求す ることで、

低価格化で きる可能性があ ります。

この ように、EDIに とって標準化 は、 システム構築 コス トを引 き下 げるた めに極めて

重要 な要素 になっています。EDIユ ーザ ーは、CIIシ ンタ ックスル ールを使 うことで、

業界毎の メ ッセージ(標 準 メ ッセ ージ)で あ りなが ら、CII-EDIサ ービス とい う共

通のネ ッ トワークを使 うことがで き、ネ ッ トワーク構築 コス トを引 き下げ ることがで きる

と同時に、業界標準の導入 によりEDI対 応社 内アプ リケーシ ョンにっ いて も、パ ッケー

ジ化などによ り構築 コス トを引き下げ ること力河 能 とな ります。

CII-EDIサ ー ビスを用 いて安価 にEDIを 構築 し導入する ことは、今後の企業活

動 にとって必須にな ります。なぜ な ら、EDIで なければ取 引がで きな くなる時代が もう

す ぐ来 るか らです。

1.2EDlと 業界VAN

共通ネ ッ トワークによ るデータ交換 と言 えば、業界VANが あ ります。業界VAN内 の

交換情報の大半 は受発 注情報ですか ら、業務処理上か ら見れば、EDIも 業界VANも 大

きな違 いはあ りません。 しか し、業界VANは 通常EDIと は言いません。EDIと 業界

VANの 最大 の違 いは、その適用領域の違いにあ ります。CII標 準 では、少 な くともC

IIシ ンタ ックスルール とネ ッ トワーク(CII-EDIサ ービス)は 、全業界共通 にな

って います 。 しか し、業界VANで は今だ に全 業界共通の フt－ マ ッ トやネ ッ トワー クと

い うの はな く、業界VANご との共通化が一般的であ り、多 くは、大手 同業者数社 を核 と

す る集中型ネ ッ トワークになっています。

比較的規模の小 さい業界VANが 多数 あるの と、単一 のCII-EDIサ ービス とで は、

規模 のメ リッ トの違 いか ら、必要 コス トが大 き く違 って きます。 もちろん、特定 の企業か

ら見 た時の取引先のカバ ー率 も大 きく違 って きます。業界VANで は規模が小 さいだ けに、

木 目の細か いサ ー ビスが で きそうですが、近年業界VANが それぞれの仕様 で多数構築 さ

れ るよ うにな るにつれて コス ト高 とな り、思 いの ほか木 目の細かいサー ビスはで きな くな

っているのが実状です。
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C業

業界VANは 、一般的に特定の業界 の特定 の業務のために構築 され ますので 、新 しい業

界のためあ るいは新 しい業務のために新 たなサー ビスを追加 しよ うとすれば、 また新 しい

業界VANを 構i築しなければな りません。業界VANは 汎用を 目的 とは していませんか ら

当然の理屈にな ります。 もし汎用的業界VANが あるな らば、それ はEDIサ ー ビスとい

うべ きです。一方、CII-EDIサ ー ビスは汎用的であ り、新 たに参加す る新 しい業界

が 出現 して も新 しい業務(取 引関連業務)が 出現 して も、新たにEDIネ ッ トワー クを構

築す る必要 はな く、単 に量的拡大をす るだけで対応で きます。今 日では、機能 の変更 に比

べて量的拡大 は極 めて簡単 であ り、CII-EDIサ ー ビスは安価 なEDIネ ッ トワーク

にで きます。

既 に、共通のCIIシ ンタ ックスル ール と業界毎の標準メ ッセ ージによる標準化(CI

I標 準)は 確立 しています。CII標 準 を使 う限 り、共通のCII-EDIサ ー ビスでE

DIを 構築で きますので、 もはや新規の業界VANを 構築す る必要性 はな いと言え るで し

ょう。

〆

←

業界VANは 専用に構築される

EDIサ ー'

EDI

サービス

EDIサービスは、全業界共通 の汎
用サー ビス として構築 され る

EDI

サービス

EDIサ ービス

図1-2業 界VANとEDlサ ー ビス
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1.3CIl-EDlサ ー ビス

標準化 されたEDIの 大 きな特徴 は、一本化 されたネ ッ トワークで、 このネ ッ トワー ク

は 、標 準 化 され たEDI専 用 で あ り、EDIネ ッ トワ ー クと呼 び ます 。米 国 で は、

1980年 代 に、 このEDIネ ッ トワークのVAN事 業者 によ るサポー トが発展 し、ED

Iサ ー ビス と呼ばれるようにな りま した。CII-EDIサ ー ビス とは、CII標 準をサ

ポ ー トす るVAN事 業者のサー ビスの総称であ り、CIIシ ンタックスルールに従 って構

成 されたメ ッセージを交換す るネ ッ トワークサー ビスです 。

EDIサ ー ビスは複数のVAN事 業者 によってサ ー ビス されて も、VAN間 接続 によ っ

て、ネ ッ トワークが実質的 に一本化 されているところが、業界VANと の大 きな違 いにな

ります。 このため、EDIユ ーザーはネ ッ トワー クの カバ ー領域(業 界)と は無関係 に、

導入す るEDIサ ー ビスを選択可能にな ります。但 し、EDIサ ー ビスは、EDIの 規格

ごとに構築 されるのが原則ですか ら、例えば、ANSIX.12とEDIFACTは 別 々

のEDIサ ー ビスにな ります。 この2っ のEDIサ ー ビスが別 々の器であ る通信ネ ッ トワ

ーク上 に構築 され るのが常識的ですが、物理的な面では同一 の通信回線上に展開す ること

もで きます。原理的 には、VAN事 業者か らEDIユ ーザ ーへ 引き込 まれた一本の通信回

線上 に、ANSIX.12,EDIFACTそ して電子 メールの3っ のサー ビスを載せ

ること も可能です。

わが国で は、EDI標 準 として、国 内用にCII標 準,国 際用 にEDIFACTを 用い

るのが現実的で合理的です。従 って、将来のわが国のVANサ ー ビスで は、CII-ED

Iサ ー ビス,EDIFACTサ ー ビスそ して電子 メール ・サー ビス等を一本の通信回線で

サ ポー トす るのが一般的にな ると思わ れます。

このよ うな複合サー ビスやEDIサ ー ビスの一本化が可能 なのは、 それ ぞれが標準化 さ

れ たサー ビスにな っているか らであ り、 この 内CII-EDIサ ー ビスは標準規格で あ る

CIIシ ンタ ックスルールをベース としています。

図1-3は 、CIIシ ンタ ックスルールの全体構成です。 ユーザーの メ ッセー ジ群(業

務処理 における伝票 に相 当)の 前後 にヘ ッダー と トレー ラがあ りますが、 図1-4は 、ヘ

ッダーの一部を拡大 した図です。

先ず先頭の 「OC」 は、CII標 準の データであることを表 してお り、 もしこれがUN

/EDIFACTで あれば、rUN」 にな ります。ヘ ッダーの中には、発信セ ンターコー

ド,受 信セ ンター コー ドがあ り、表1-1の ように統一 された定義が成 されています。 こ
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れが統一 されて いるため に、サポー トす るVAN事 業者が 何社 あ って も、 ユーザーのメ ッ

セ ージについて、共通 な正 しい認識 をす ることがで き、VAN間 接続によ りネ ッ トワー ク

を実質的に一本化で きるよ うにな っています。

フ ァイル交換i接 続 ファイル1フ ァイル2フ ァイルn切 断

フ ァイル メ ッセー ジグループ1メ ッセー ジグル ープ2メ ッセー ジグル ープn

メヲセージグループ

図1-3

可変長 可変長

メ・壷 コ メ・や蓬]… …

Cllシ ンタ ックスルール全体 構成

メッセージグルーア.ト レーラ

信 センターコード

C10

属V信 セ'

Nコ ード ーコード

信
コ ー ド

信 センターコード

属V信 セ'

Nコ ード ーコード

信
コー ド ● ● ● ● ● ● ● ● ●

図1-4メ ッセ ー ジグル ー プ ・ヘ ッダ ー(一 部)

表1-1発 信 セ ンタ ー コー ド ・受 信 セ ンタ ー コ ー ド等 の 解 釈

項 目 意 味

発 信

センター

コード

A

所 属VANコ ード 発信者が加入 しているVAN会 社 の コー ド(下 図の③)

発 信 センターコード 発 信 者 の セ ンタ ー(コ ンピュータセンター)を 表す コー ド(下 図 の②)

発信者 コー ド アプリケーション上 の発信者を表すコード(VAN事 業 者は通常関知 しない)(下 図の①)

受 信

センター

コード

所 属VANコ ード 受信者が加入 して いるVAN会 社の コー ド(下 図の④)

受 信 センターコード 受 信 者 の セ ンタ ー(コ ンビ仁 タセンター)を 表 す コー ド(下 図 の ⑤)

受信者 コー ド アプリケーション上の受信者を表す コード(VAN事 業者 は通常関知 しない)(下 図の⑥)

① 発儲 ② 発信セン

コード ターコード

一ーー一 → 〉 メ ッセ ー ジの転 送 方 向

③ 発信側 ④ 受信側

所属VANコード 所属VANコード

⑤ 受信セン ⑥ 受諾

ターコード コード
一葵 一

信

一吉 一

一 ・〈)

発信側
セ ンター

、〆熱
1>

'腿 夕

.■ 一 ≡,一

〈〉橿
受 信 側L…

セ ンタ ーVANIVAN2
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㈱ 日本情報処理 開発協会 産業情報化推進 セ ンターで は、従来、CIIシ ンタ ックスル

ールをベースとす るCII標 準の採用を推奨 し、通信ネ ッ トワー クについては、ユ ーザ ー

の判断による既存の システムの転用で、普及振興を図 って きま した。 しか し、CIIシ ン

タ ックスルールを使 うのであれば、通信ネ ッ トワークを一本化で きるので、具体的な一本

化の方法につ いて、EDIネ ッ トワーク研究委員会を設置 して1992年10月 よ り検討

を開始 しま した。 この検討 の結果、1993年9月 にrCII-EDIサ ー ビス運用ガイ

ドライ ン』が発行 され、CII標 準 をサポー トす るEDIサ ー ビスrCII-EDIサ ー

ビス』の共通サポー ト内容が決定 しま した。 このサポー ト内容に したが ってVAN事 業者

がCII-EDIサ ー ビスをサ ポー トす ることで、EDIユ ーザーは、VAN事 業者 間で

相互運用性が保証 され たEDIサ ー ビスを活用す ることが可能にな りま した。

rCII-EDIサ ー ビス』 は、電子機器業界で既にサ ー ビスされてい るEIAJ-E

DIサ ー ビスの拡張版 と して も位置づけることがで きます。実際に、CIIシ ンタ ックス

ルールがEIAJシ ンタ ックスルールのア ッパ ーバ ージ ョンとして開発 されたの と同 じよ

うに、rCII-EDIサ ー ビス』 はEIAJ-EDIサ ー ビスを包含す るア ッパ ーバ ー

ジ ョンとして構築 されています。 したが って、電子機器業界のEDIユ ーザーは 自動的 に

rCII-EDIサ ー ビス』のEDIユ ーザーになることがで きます。VAN事 業者 は、

EIAJ-EDIサ ー ビスを含 むすべての業 界向けの汎用 ネ ッ トワー クとしてrCII-

EDIサ ー ビス』 を構築 します。 こうい うことで、rCII-EDIサ ー ビス』 とい う新

種のサー ビスが出現 して も、電子機器業界のEDIユ ーザ ーは特 に心配す る必要はあ りま

せん。

当推進セ ンターでは、今後、条件 によっては既存のネ ッ トワークよ り安価 にEDIを 構

築可能 なrCII-EDIサ ー ビス』の活用 をEDIユ ーザ ーに推奨 して い くことに して

います。

1.4EDl導 入によるメ リッ ト

EDI導 入によるメ リッ トを数字で表すのは難 しいのですが、メ リッ トのあ った事例を

紹介す ることはい くらで もで きます。数多 くの事例について、共通的 に言え ることは、

① 事務処理 コス トの削減

② リー ドタイムの短縮

③ 各種在庫の削減
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④ 経営戦略の適正化

などです。 メ リッ トの値 は、業種や個 々の企業の条件によ って異 な ります。 とはい うも

のの製造 コス トや販売 コス トの削減率が50%を 越え るとい うわけで はあ りません。 たか

だか10%程 度の コス ト削減が結果 として得 られ る程度です。 もともと合理化 とは数パ ー

セ ン ト程度の削減要素を多数集積 して10%代 の削減を達成す る性質の ものですか ら、 そ

れで も無視で きない値 にな ります。

で きるだ け合理化効果を大 き くしよ うとす るな らば、EDIそ の ものの構築費 は少 しで

も安価 にす る必要があ ります。EDIを カスタム仕様で構築す る費用は決 して安価ではな

いので、構築の方法如何で は、折角の メ リッ トを帳消 しにす る可能性 もあ ります。

EDI構 築 コス トは極力押 さえ る必 要があるとともに、運用 コス トにつ いて も考慮 す る

必要 があ ります。生産 ライ ンにロボ ッ トを導入す る場合の よ うに、イニ シャルコス トを除

けば運用費用は電気代 だけ とい うわけに はいきません。 自前のEDIネ ッ トワークを構築

す れば、ネ ッ トワー クの運用管理費だけで もかな りの金額 にな ります。

ここで、CII-EDIサ ー ビスの利用が クローズア ップされて きます。CII-ED

Iサ ー ビスを利用す ることで、 当然ネ ッ トワーク構築 費を少 な くで きますが、さ らに、 ネ

ッ トワークの運用管理費 も、ゼロで はな いに して も(VAN加 入 の固定費が必要 になる)、

節約 できます。特 にネ ッ トワー クの規模が大 き くな ると顕著にな り、馬鹿 にな らない値 に

な ります。

EDIの 最小のネ ッ トワー ク構成 は、1対1で すが、 この場 合 は公衆 回線(電 話線)で

接続 するのが もっと も安価 だ と思われす。 しか し、取引先100カ 所以上 との接続であれ

ば、一般的 にはCII-EDIサ ー ビスの方が有利 にな ります。取引先側の事情 に もより

ます。当方の接続先が一 カ所(電 話線 でよい)で も、取 引先側がCII-EDIサ ー ビス

を利用す るのであれば、 当方 もCII-EDIサ ー ビスを利用 しなければな りません。

常にCII-EDIサ ー ビスの利 用が有利だ とは言 いませんが、考慮すべ き有力 な選択

肢であ ることは明 らかです。EDI導 入効果を高め るために、CII-EDIサ ー ビスの

利用を考慮すべ きだ と思 います。
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第2章EDl導 入 準 備

本章で は、CII-EDIサ ー ビスを導入す る際 の各種準備 事項 について述べ ます。

2.1EDlの 具体像

EDIの 最大の利点は、一度入力 した各種 データを再利用す ることにあ り、 また システ

ム的 には公開の標準を利用す ることにより、 システム変更へ も柔軟 に対応 で きるとい うこ

とです。 さらには将来的な取 引先の拡大 において も容易 に対応で きるとい うメ リッ トが あ

ります。つま り従来の様に、一度入 力 したデータをプ リン トアウ トし、 さらに転記す る と

い った作業を無 くす ことが で きるわけです。 したが って現在のオ ンライ ン取 引にみ られ る

よ うに、交換 データを単純 にプ リンタ出力す ることを改善 し、 データ活用す ることによ り

合理化 を図 る必要が あ ります。

以下 に示すEDIの 具体像 の通 り、EDI導 入においてはそのデータを有効活用す るた

めには、 アプ リケー ションプ ログラムの整備が重要 とな ります。

経営情報システム 経 営情報 システム1

会計情報システム 会計情報 システム

人事情報システム EDI取 引 人事情報 システム

受注管理 システム 受注管理 システム

口一(鵬 一口
資材管理 システム EDI

データ

㌃/資 材管理システム
→

ll ll

」L
データ

生産管理 システム
山

生産管理 システム1

物流管理 システム 物流管理システム

顧客管理 システム 顧客管理 システム

関連会社 システム 関連会社シ⇒

図2-1EDl取 引 に よ る具 体 像
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また以下 に実際のデータ活用 の流れ について示 します。一度入力され たデータは、発注

者 ・受注者双方にて活用 されます。 これか らもアプ リケー ション整備 の重要性が理解 でき

ます。

引合い
〈発注側 〉

智
〈受注側 〉

岱

11見 積依頼情報

引合い物件に対する見積依頼の情報

見積内容検討
1

21見 積回答

見積依頼された物件に付いて金額、納期条
件等を回答する情報31確 定注文情報

見積回答情報を もとに検討の上正式発注す
る情報

社内計上

1
41注 文請け情報

確定注文情報に対 し、その注文内容を検討
の上受諾の確認を示す情報51納 期確認情報

確定注文 した物件について正式納期の確認
を行う情報 L社 内処理

社内手配
61納 期 回答情報

納期確認依頼された物件に対 して回答を行
う情報

1
81検 収 情報 71出 荷情報
納入された注文品が発注者側の買掛
金に計上されたことを示す情報

確定注文された物件について発送事実及び
数量を示す情報(分 納の場合有 り)

91入 荷情報
注文物件に対 して納入数量の受領を
確認 したことを示す情報

1い 返品情報
物件の検収を行なった納入物に不具
合があり返品する場合の情報

一

買掛確認

1川 売掛明細情報
発注者に対する売掛明細を提示 し確認する
情報

121買 掛 明細情報

受注者に対する買掛明細を指示し確認する
情報 売掛確認

131請 求情報
該当物件にっいて支払の請求金額を示す情
報

14支 払情報

請求情報に基づき内容確認のうえ支払金額
、方法について通知する情報

1

入 金 確 認
社内経理処理

図2-2EDlデ ー タ活 用の 流 れ(例)
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2.2ED|導 入 におけるシステム間の取 り決め

EDIを 実施す るためには、広 く合意 された標準規約を作成す る必要が あ り、その項 目

は以下 の4っ が あ ります。

表2-1 EDl標 準化項 目

NO 標 準 規 約 内 容 備 考

4 取引基本規約

・EDI取 引に関す る契約事項の

取決め

・業界標準

・VANと の利用契約

3 業務運用規約

・業務運用方式 ・業界標準

・例外処理方式 ・業界標準/CII-EDI

サー ビス運用 ガイ ドライ ン準

拠・障害時処理方式

・VAN運 用方式

等

・CII-EDIサ ー ビス運用

ガ イ ドライ ン準 拠

2 情報表現規約

・標 準 メ ッセ ー ジ ・業界標準(CII準 拠)

・デ ー タ コ ー ド

企業 コー ド ・標 準 企 業 コ ー ド ー

業 務 コー ド ・業界標準(CII準 拠)

データ項 目 ・業界標準(CII準 拠)

・シ ンタ ックスル ール ・CIIシ ンタ ッ クスル ール

1 情報伝達規約 ・異なる企業間で通信する場合の

通信手順

・全銀手順/F手 順

等

CII-EDIサ ー ビスでは、(財)日 本情報処理開発協会 産業情報化推進 セ ンター

が普 及 ・推進す るrCIIシ ンタ ックスルール」をベ ース とす るrCII標 準」を採用 し

てい ます。

各業界の業界標 準作成 においては、 このrCII標 準」を基 に標準化作業 を実施 してい

ます。

その ため、CII-EDIサ ー ビス利 用においては、上記の ように既に標 準化作業が終

了 して いるので、煩雑な標準化作業を行 うことな しに容易に導入す ることがで きます。

尚CII-EDIサ ー ビス利用 において は、CIIシ ンタ ックスルールをハ ン ドリング

す る 「トラ ンス レー ター」が必要 とな ります。

CII-EDIサ ー ビスとネ ッ トワー クの概念図 は以下 の通 りです。
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A 社

通

信
シ

ス

テ
ム

ト

ラ

ン

ス

レ

ー

タ

ー

ア

プ

リ

ケ

ー

シ

ョ

ン

CII-EDIサ ー ビ ス

B 社

ト ア

通 ラ プ
信 ン リ
、

ソ ス ケ
ス レ |

テ | シ

ム 夕 ヨ

| ン

通信 システム

トラ ンス レー タ ー

ア プ リケ ー シ ョン

C社

図2-3CIl-EDIサ ー ビス に お け るネ ッ トワー ク
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2.3Cll-EDlサ ー ビス導 入 準備 事 項

以 下 に 「CII-EDIサ ー ビス」導 入 に お け る、 具 体 的 な 準 備 事 項 にっ い て述 べ ます 。

尚 、 全 体 的 な作 業項 目及 び ス ケ ジ ュ ール フ ロー につ いて は図2-4及 び 図2-5の 通 りで

す 。

社内関連 剤 トシ・ン関川 通信関連 取 引 先 コード/契約 費 用 テ ス ト

:1:1:

1体 制の検討1
1:,1

1 構築スケジュールの立案1

経営者へ
の提案

全社 システム
の見直 し

標準企業 コー

ド登録

関連部署
への説明
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図2-4ス ケ ジ ュ ー ル フ ロ 一
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スケ ジュー ル

項 目

ス ケ ジ ュ ー ル

備 考
1か 月 2か 月 3か 月 4か 月 5か 月 6か 月 7か 月

体 制

中日程計画表

詳細日程緬表

体制の検討 00

構築スケジゴルの立案 0-0

社内関連

業務マニュアル

経営者への提案 00

関連部署への説明 0-0

業務方式の説明 0-一 一〇

システム・オペレーション教 育 0-一 一 〇

ア プ リケ ー シ ョン

運用基轄

全社 システムの見直 し 0-0

アプリケーションの 見 直 し 0-0

業務 ・項 目の決定 00

アプリケーションの 開 発 0 0

運用ルールの決定 0--0

通信関連

接続形態の決定 H
ハ ー ド ・ソ フ トの手 配 0 0

通信回線の手配 0 0

トラ ンス レー タの手 配 00

コー ド関係

企業コード

登録書

標準企業 コー ド登録 H

部門 コー ドの設定 0」0

契約 ・費用関連

費用負担の決定 H

EDI取 引契約書の作成 H

EDI取 引契約 の締結 ト '← 一 一 一]

取引先

説明会資料

取引先の意向調査 H

分析 ・対応方法の検討 0 0

優先順位の決定 00

説明会資料の作成 00

説明会の実施 0 0

申込み受付 0 0

図2-5ス ケ ジ ュ ー ル チ ャ ー ト
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2.3.1社 内調整

EDIを 実 際に導入す るに当た っては、まず社内において経 営者 の決済を得 る必要が

あ ります。そのためには、各社の規定に従 いその手続 きを行 うわけですが、 ここで は一

般的な例を もとにその作業 にっいて説明 します。

まず検討を開始す るに当た って は、社内 にて検討 チームを設置 して下 さい。 この こと

によ って社内関係部署の理解 を得やす くな り、作業 を容易 にかっ効率的 に進め ることが

で きます。

以下 に検討 チームの具体的な構成 メンバ ーにっいての例を示 します。尚 この メ ンバー

については、専任者 と兼任者が混在 して も構 いませんが、実作業を行 う専任者 を最低1

名程度設定 して下 さい。

EDI導 入推進責任者

経理部

その他(資 材部

図2-6検 討 チーム構成 メ ンバー例

検討 チームの構成 メ ンバ ー数 は5名 程度を限度 として、あま り多 くな らないよ うに して

下 さい。

(1)導 入計画 の立案

EDIは コ ンピュータや通信の技術ではな く、商取 引いわゆる ビジネスの一形態 で

す。そのためEDI導 入 に当た っては、中長期的 な経営戦 略の一部 と して考 え る必要

があ ります。 そ こでEDI検 討の担 当者は、以下の ような事項 につ いて調 査 ・分析 し

導入計画を立案 して下さい。
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① 全社 の中長期的経営方針 との位置付 け

全社 の中長期的 な経営方針 との位置付 けを明確にす ることが重要です。その会社

の業界 における位 置や、業績 、取 扱商品や取 引先による特色等 によ り、EDIを ど

の ように有効活用 す るか検討 します。

② 業界全体の動向

業界全体 の動 きを敏感 に察知す ることも重要 です。業界 と してEDIを どのよ う

に活用 しようと してい るのか、 また標準化 の動 きはどのよ うにな って いるのかを把

握す る必要が あ ります。業界全体 としてEDIを 検討 し導入 しよ うと してい る場合

は、 自社 と して も乗 り遅れな いよ うに対応す る必要があ ります。

また、同時に関係業界の動 きにっ いて も注 目 して下 さい。 これは、物流業者等 と

の業 際EDIが 進行 してお り、対応 の必要性がでて くることが予想 され るか らです。

③ 競合他社の動 向

業界全体の動 きもさることなが ら、競合他社の動 きにつ いて も充分把握す る必要

があ ります。先に も述べたよ うにEDIは ビジネスであ り、取引先へのサー ビス向

上の一面 も持ち合わせて います。 そのため、競合他社がEDIを どの よ うに活用 し

て いるのか把握す る必要があ ります。

ただ し、競合他社がEDIを 導入 していない場合 は導 入検 討を中断せず、他社に

先 だ ってEDIを 実施す る ことによ り、 ビジネ スチ ャンス と捉えて検討 を実施 して

下 さい。

④ 取 引先の動 向

a.自 社 にてEDIを 導入 しようとい う場合

EDIは ビジネスの一形態なので、相手 の合意がなければ実施で きないことに

な ります。そのたあEDI導 入計画立案において は、取 引先の意 向調査 も必要で

す。具体的 にはア ンケー ト等 にて意向を調 査するのが一 般的です。

特に重要 な ことは、取 引先におけるコ ンピュータ設備(パ ソコ ン等 ハー ドウェ

ア とソフ トウェア)が 整 ってい るか どうか とい うことです。 もし設備が無い場合

には、取引先の導入計画 も考慮 して計画 を立案す る必要が あ ります。

b.取 引先か らの導入依頼の場合

また取 引先の多 くが既 にEDIを 導入 しているのであれば、 自分 の会社 として

もEDI取 引に早期に対 応 しなければな りません。
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取引上 にお いて、特 に重要 な取引先よ りEDIで の取引を要望 された場合には、

対応せざ るを得ない ことが多 いので、動 向について は注意が必要です 。

⑤EDI導 入費用 ・効果

社内的にEDI導 入 の決済を得 るためには、経営者への提案が必要 です。その際、

経営者か ら必ず 「投資金額 と期待効果」につ いての数値 を求 あ られ ます。

基本的にEDIの 効果金額 は波及的な効果 も大 きく、 明確 に算 出す ることは不可

能です。 しか し概算額 として算出す る場合 につ いて、以下の項 目を参考 として算出

して下 さい。

(初 期費)

a.通 信 システム

b.処 理 プログラム開発

c.通 信 回線設置

d.通 信 機器

e.教 育 費用

f.VAN加 入費(CII-EDIサ ー ビス加入費)

(経 常費)

a.通 信 費(通 信 ア クセスポイ ン トまでの料金)

b.VAN料 金(CII-EDIサ ー ビス料金)

c.運 用 費(現 行 の運用費よ りも少な くなる場 合 もあ る)

(効 果)

a.人 件 費の節減

b.伝 票用紙代

c.郵 送 費

期待効果にっいては現時点 での効果 は少な くて も、将来的 にEDIで の取引先が

増え業際EDIが 進展すれば、効果は飛躍的に増加す ることを考慮す る必要があ り

ます。

尚、EDIの 効果 と しては定量的な効果以外に、以下 に示すよ うな定 性的な効果

が あ ります。経 営者への説 明において は、金額的 な期待 効果 ばか りではな く、 この

定性的な効果 につ いて も充分説明 して下 さい。

a.伝 票やフ ロッピーの受 け渡 しに較べて納期短縮が 図れ る。
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b.伝 票や フロ ッピーを受け取 りにい く必要がな く、営業活動 に専念で きる。

c.遠 くの取引先に も、オ ンライ ンにて即座 にかつ大量のデー タの伝送が可能 とな

る。

d.ペ ーパー レスの促進によ り転記 ミス、計算 ミス等単純な間違いが防止で きる。

e.受 注データ等 のEDIデ ータが直接社内 システムに伝送 されて くるた め、従来

の様に帳票か らの再入力の手 間が省け、同時 に ミスが防止で きる。

f.迅 速かっ計 画的なEDIデ ータの伝送 によ り、在庫 の圧縮等が可能 とな る。

g.物 流、施工 、その他業務 の システムが整備 され、電算化が促進できる。

⑥ 導入 スケ ジュール

計画立案においては前項 の状況を考慮 した上で、 いつか ら導入す るか スケ ジュー

ルを明確 にす る必要があ ります。 またEDIに っいて は、全取 引先 と一斉 に実施で

きるわけで はあ りません。そのため対応可能 な取引先を もとに段階的な展 開計画 を

立てて下 さい。

② 経営者への提案 ・予算化

立案 したrEDI導 入計画書」を もって、経営者への提案を行 う必要があ ります。

ここで重要な ことは、経営者の方 にEDIを 導入 した場合の金額効果ばか り追求す る

ので はな く、導入 しなか った場合の危機的状況 を充分説明す ることです。

さ らにEDIの 導入 において は、初期費用 と運用費用が必要 とな ります。そのため

経営者の認可 とともに、経理上の予算化措置が必要 とな ります。

(3)関 係部署への説 明

EDIを 導入す るに当た って は、 システ ム部は もちろんの こと、営業部 ・経理部等

関連部署へ説 明す る必要が あ ります。

EDIを 導入 した場合、各種 データはオ ンライ ンにて伝送 され、従来の業務処理方

式が変更 される こととな ります。そのため各関連部署 へ事前 に説明 し理解を得 る必要

があ ります。

2.3.2取 引先 との調整

EDI導 入において は、社内の調整 と同時に取引先 との調 整 も重要 とな ります。以下

にその検討及び調整項 目について述べ ます。
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(1)対 応意 向の事前確認

EDIを 行 うため には相手の合意 と協力が必要です。そのため、事前 に取引先へ の

協力依頼を行 います。 その上で、第一次展開で何社がEDI取 引に応 じて くれ るのか

等、今後の スケ ジュール もあわせて リス トア ップ します。

また、EDI取 引す る企業数を 自社で設定 し、対応が困難 な取 引先 については社 内

システムを開発す るなど、何 らか の支援をす ることも考慮す る必要が あ ります。 これ

によ り、EDI取 引を実施す る企業が増加 し、効果が大 きくな ります。

② 取 引先説 明会 の実施

具体 的にEDI実 施を決定 した場合、共通的な項 目にっいて は 「CII-EDI運

用ガイ ドライ ン」 にて示 してありますが、取 引先 とデータフ ォーマ ッ ト、運用方式等

について最終 的な確認をす る必要があ ります。基本的 にデ ータフ ォーマ ッ ト、運用方

式等のEDIに 必要 な取 り決めは、各業界発行の規格書 に示 されて います(参 考資料

参照)。 しか しデータをや り取 りす るタイ ミング、その他例外事項等 につ いては各企

業の業務特性 によ るため、当事者間で決める必要があ ります。

最終的なEDIの 各種取 り決めは、各業界標準を もとに、 自社 にてEDI運 用基準

を作成 し、取引先を集 めてrEDI導 入取 引先説明会」を実施す るのが一般的な方法

です。 ここで取引先よ り出された各要望にっ いて検討 し、最終 的なEDI運 用基準 を

作 成の上、実 際の運用へ移行 します。各取引先毎 の要求 を受 けて 、ベ ース とな った

rCII標 準」の規定 や解釈を変え た りしないことが重要 です。

(3)申 込受付/契 約

EDIを 具体的に実施す るに当た って は、取 引先か らのEDI取 引申込の受付及び

契約の作業が あ ります。 契約 においては、各業界 にて発行 してい る業界標準等 を参考

として 自社の事情を加 味 し契約書 を作成 します。

尚、取引先 との 申込受付 ・契約等各種作業にっ いて は、対応窓 口を一本化 してお く

ことが重要 とな ります。

2.3.3シ ステム上の準備事項

EDIを 実施す るため には、 システム上 において も準備 しな ければな らな いことがい

くっかあ ります。 これ は自社ばか りで な く、相手先 も同様です。以 下にその準備作業に

ついて述べ ます。 これ らの作業 については、必要 に応 じて専門 コンサ ルテー シ ョン業者
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を利用す ることによって、比較的容易 に導入す ることがで きます。

またEDI導 入 につ いて は、標準 を利用す ることによ り、接続先の第2次 展開時等必

要工数を低減す ることがで きます。

(1)標 準企業 コー ドの取得

EDIを 行 うたあには、 自社 や取 引先 を識別す る企業 コー ドが必要 とな ります。

CII-EDIサ ー ビスでは、EDIを 行 うための企業 コー ドとして、働 日本情報

処理開発協会 産業情報化推進 セ ンターが発行 ・管理 して いる 「標準企業 コー ド」 を

使用 して います。そのため企業 コー ドで ある 「標準企業 コー ド」は、各業界EDI推

進機 関及 び産業情報化推進セ ンターの登録窓 口にて、各社が それぞれ取得す る必要が

あ ります。

詳細 にっ いては、産業情報化推進 セ ンターへ照会 して下 さい。

(2)業 界標準の入手

CII-EDIサ ー ビスは、 「業界標準」に基づ いて運 用 されます。

そのため、CII-EDIサ ー ビスを実施す るためには、 この 「業界標準」を入手

する必要があ ります。 これに基づいて、 システムの整備 も行 うわけです。

各業界標 準の入手先につ いて は、参考資料2を 参照 して下 さい。

(3)社 内 システムの整備

EDIに よ る最大のメ リッ トは、一度入力 されたデータが請求 ・支払 といった最終

の処理 システムまで利用 され ることによ り、データの再入力や入力 ミスの防止を図 り、

事務の合理 化を行 うことにあ ります。そのためEDIを 実施す るにあた って は、標準

メ ッセー ジをスムーズに社 内 システ ムへ展開す るために、社 内システムを整備す る必

要があ ります。

これにっ いては各社の システムを再整理 し、 「業界標準」で規定 しているデータを、

どの ように社内 システムへ入力 し活用す るか良 く検討 して下 さい。

(4)VAN事 業者 との契約

EDIの 実施で は、VAN事 業者 との 間で 「CII-EDIサ ー ビス」利用 に関す

る利用 申込及び契約を し、準備す る必要が あ ります。

各利用 申込書及 び契約書について は、VAN事 業者か ら説 明資料を入手 し検討 しま

す。
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(5)通 信環境の準備

EDIは オ ンライ ンで実施 す るので、当然 コ ンピュー タに搭載す る 「通信 システ

ム」が必要 とな ります。また通信回線を持 って いない企業 につ いては、必要 に応 じて

NTT等 第一種通信事業者 と通信回線の契約を し、準備す る必要があ ります。

(6)ト ランス レーターの準備

CII-EDIサ ー ビスでは、rCIIシ ンタ ックスルール」を採用 してい るため、

「CIIト ラ ンス レーター」を準備す る必要があ ります。

CIIト ラ ンス レーターについては、各ベ ンダーか ら提供 されています。

(7)運 用 マニ ュアルの整備

システム部で は、 「CII-EDIサ ー ビス」を利用 したオ ンライ ン処理業務が追

加 され ることにな ります。そのため、以下 の事項について システム運用 マニュアルを

整備 し、教育、運用のスケ ジュー リングをす る必要があ ります。

① オ ンライ ン正常確認

日々のオ ンライ ン業務処理が、正常終 了 したか否かを確認 します。

② データ内容 のチェ ック

各取 引先か らのデータにっいて、その内容 につ いて確認 します。

③ データ保存/破 棄

EDIに て受信 したデータを ファイル に保存 し、社内 システムへ入力 し処理 しま

す。また取 引先か ら、データ内容に誤 りがあ り取消依頼があ った場合 には、 データ

を破棄 し、 フ ァイルをク リア します。

④ デー タの再 受信

自社でのデ ータ破棄や、オ ンライ ン障害、取引先 か らのデータ取消依頼等 の場合 、

データの再受信を行います。

⑤ 出力帳票保存

税務監査上取引結果につ いては、保存 す る必要があ ります。関係部署 と調 整の う

え保存方法、担 当等社内基準を明確に して運用 します。

(8)シ ステム運用教育

新 しい システム運用処理方式 にっいて、マニ ュアルを基 に教育す る必要 があ ります。

具体的には、教育 と同時に実際 に運用テス トを実施す る必要があ ります。
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図2-7ト ラ ンス レーターの システム上 の位置付け

(9)テ ス トの実施

通信 システム及び社内 システムにつ いては、それぞれ単体 テス ト、組合わせ テス ト、

総合テス トを実施 します。

またVAN事 業者 との通信 につ いては、以 下の手順でテ ス トを実施 します。

① 疎通テス ト

・実際のデータは使 わないで、各通信 システ ムにてVAN事 業者 と正常 に通信 可能

か否かをテス トします。 また疎通テス トは、 自社 と取 引先が それぞれ別 々にVAN

事業者 と実施 し、正常確認で きた段階で連動 テス トへ移行 します。

② 連動テス ト

取引先 よ りVAN事 業者へ本番 と同様 なデ ータを送信 し、 自社にてVAN事 業者

か らデータを受信す る連動テ ス トを行います。 これによ り、全体 と してデータが正

常 に交換できることを確認 します。

③ 総合テス ト

最終的には、社内 システム との総合テス トを実施 します。

④ 並行運用

テス ト終了後 につ いて も、一 定期間の並行 運用を実施 して確認 します。

2.3.4業 務上の準備事項

EDIを 導入す るとい うことは、新 しい ビジネス形態を導入す るとい うことです。そ

のため、社内の業務形 態 もそれ に合わせて変え る必要があ ります。

以下 に業務上の準備事項 につ いて述べ ます。
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(1)業 務運用規 定の作成

EDI導 入 における、新 しい業務運用規定を作成す る必要が あ ります。従 来伝 票等

にて処理 して いた各種業務が、EDIを 利用 しオ ンライ ンで処理 され ることにな りま

す。 その ため、変更 した処理方式 については、必ず業務運用規定 と してマニ ュアル化

し教育す る必要が あ ります。 この際、社内の業務処理方式にっ いて も再度 見直 し、よ

り効率的 な処理方式 とす ることが重要です。

EDIを 契 機 と して、社内 システムを見直 しEDIと 連動 して如 何に効率的 な シス

テ ム運用 とす るか検討 し、改善す ること もEDI導 入 の大 きな効果です。

② 社内教 育

EDI導 入 にあたって は、現在 の業務処理方式が大 き く変更 されます。例えば、従

来伝票で処理 していた ものが、オ ンライ ン.に変更 され伝票が無 くな ることもあ りえ ま

す。 この よ うに業務処理方式が大 き く変更 され る場合 には、実際 にその作業 に携わ る

人は もちろん の こと、関連部署等 も含め しっか りと した社 内教育を行 う必要が あ りま

す。

具体 的には以下 に示す2っ の項 目にっいて、教育を実施す る必要があ ります。

① 業務処 理方式

まず一 つ は、EDI導 入 に伴 い処理方式や流 れが、変更 にな った業務 につ いての

教育です。 これ は事務ルー ト等の全体 内容について、理解 させ るために行 います。

② システム操作

EDI導 入 に伴 って、社内システムが変更にな る場合が多 くあ ります。 これは、

システ ム部の運用処理で はな く、実際に各種EDI業 務 を行 う営業部 ・経 理部等社

内 システ ムを さ します。 これ らの社内 システムの変更につ いて は、必 ず利用者マニ

ュアルを作成 し、操作教育を実施す る必要があ ります。
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第3章CII-EDIサ ー ビ ス の 概 要
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第3章Cll-EDlサ ー ビ ス の 概 要

EDIを 導入す るためには、第2章 で述べたよ うに、様 々な準備が必要 にな り、 これ らの

準備を終えたところで実際のEDIの 構築 にな ります。以下で は、EDIを 構築す るために

必要 となるネ ッ トワークと して、rCII-EDIサ ー ビス』を選択 されたEDIユ ーザー

のために、rCII-EDIサ ー ビス』の実際の仕組 みにつ いて、解説 します。

3.1Cll-EDlサ ー ビスのネ ッ トワーク構成

(1)CII-EDIサ ー ビスのネ ッ トワー ク

『CII-EDIサ ー ビス』は、VAN事 業者が所有 してい る通信ネ ッ トワークを使

ってEDIユ ーザーの コンピュータ ・メ ッセージ(電 子デー タ)の 交換を行 うサー ビス

で、通常 そのサ ー ビスエ リアは全国 に及んでお り、国 内の任意の場所か ら別の任意 の場

所ヘメ ッセ ージを送 ることがで きます。 さ らに条件次第で、海外 とのデータ交換 も可能

になりますが、 これにつ いて は第3.3項 を参照 して下 さい。

VAN事 業者が所有 している通信 回線 にっいて もう少 し詳 しく解説す る と次のよ うに

な ります。一般的 なVAN事 業者の通信 ネ ッ トワー クは、通常基幹回線 と交換セ ンター

それ にア クセスポイ ン トな どで構成 されてお り、そのイメー ジは図3-1の よ うにな っ

ています。

アクセス ポイ ン ト

図3-1VAN事 業者の通信 回線構成 イメージ
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① 基幹回線

交換セ ンター間を結ぶ高速大容 量の専用回線であ り、交換セ ンター間の中継 メ ッセ

ー ジは、 ここを通 ります。

② 交換セ ンター

メ ッセージの行先を コ ン トロールす る通信ネ ッ トワークの中枢であ り、通常 メール

ボ ックス もここにあ ります。

③ アクセスポイ ン ト

ユーザーのコ ンピュータシステム とVAN事 業者の通信 ネ ッ トワー クとの接続点 で

あ り、ユーザーとVAN事 業者 間のメ ッセージは、 ここを通 して交換 されます。

イ 〆 一∨ 驚N－ β

VAN－ α
'^''"、

'・㍉

" '＼

交換
ンタ ー

交換

ンター

交換
ンター

換
タ

交

ン

交 換

ンター

交換
センター

一 基幹回線

Oア クセスポイント

図3-2VAN間 接続(イ メ ー ジ)
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さて、 『CII-EDIサ ー ビス』 も上記の構成による通信 ネ ッ トワーク上 に構築 さ

れて お り、全国隈な く配置されたア クセスポイ ン トを使用 して、国内の あるゆ る地点間

のデータ交換が可能になっています。 さらに、rCII-EDIサ ー ビス』で はVAN

間接続 という手法が使 われています。図3-1に は、VAN事 業者1社 の通信ネ ッ トワ

ー クの構成を示 しま したが、実際は複数のVAN事 業者がrCII-EDIサ ー ビス』

をサ ー ビス して お り、例 え ば2社 の場合 に は図3-2の よ うな構 成 とな り、同 図の

『イ』の部分でVAN間 接続が行われます。2っ のVAN事 業者 にまたが って中継 され

るメ ッセー ジは、rイ 』の部分を通 して交換 されることにな ります。 この結果、ア クセ

スポイ ン トはさ らに密 に配置 され ることにな り、ユーザーの利便性が増加 しています。

(2)ア クセスポイ ン トまでの通信回線

『CII-EDIサ ー ビス』の入 口(出 口で もあ る)は ア クセ スポイ ン トであ り、E

DIユ ーザーの コンピュータ システムとア クセ スポイ ン ト間の通信回線は、第1種 通信

事業者 と呼ばれ る回線業者の通信回線を使 って結びます。電話回線,ISDN回 線(交

換回線)そ して専用 回線の3種 が あ り、データ量や通信頻度 に応 じて使い分け る必要が

あ ります。 しか し、線 だけっなげばメ ッセー ジを交換で きるわけで はな く、 さ らに通信

システムや運用 に関す る取決めが、VAN事 業者 とEDIユ ーザーの間で必要にな りま

す。 これ らの取 決めをユ ーザーイ ンタフェースと呼びます。

尚、例外的で はあ りますが、極 めて データ量が多い場合、VAN事 業者のセ ンターと

EDIユ ーザーの コ ンピュータシステム間を直接専用回線 で結 び特別 なイ ンターフェー

スで運用す ること もあ ります。

tt◆

EDIユ ー ザ ー ノ

/癬 ス
までの回縣

ポイ

線

ン ト

,'

萎'VAN

ξ 1交 換
壁織 ◎ ・センタ_

回線1
＼
＼
＼＼

交換回線が専用
が使われる

1ア セ ス/

i、 イ ン ト//
/:

/
/1

〆!t

,//'

、
＼

＼＼

、、 工

例外的 には この ような直結 もあ る

図3-3ア クセスポイ ン トまでの回線
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(3)メ ールボ ックスの役割

rCII-EDIサ ー ビス』 にとって メールボ ックスは極 めて重要 な要素になってい

ます。 メールボ ックスは、EDIユ ーザ ーの コ ンピュータシステム とVAN事 業者の交

換 セ ンター との唯一 の接続イ ンターフェースであ り、EDIユ ーザー とVAN事 業者間

のデータ交換 はすべて ここを通 して行われ ます。メールボ ックスには、

① 送信用メール ボ ックス

EDIユ ーザーか らVAN事 業 者へ送 るメ ッセ ー ジをEDIユ ーザーが投入す る

(郵便 における私設専用ポス トに相 当)。

② 受信用メール ボ ックス

VAN事 業者か らEDIユ ーザーが受取 るメ ッセー ジがVAN事 業者 によって投入

され る(郵 便 におけ る私書箱に相 当)。

の2種 類があ り、両方 ともVAN事 業者 によ って管理 され、EDIユ ーザーには、ルー

ル化 されたアクセ ス方法 によ る送信用 メールボ ックスへの書込 と、受信用メール ボ ック

スか らの読出のみが許 されています。

EDIユ ーザ ーが メールボ ックスヘア クセスす る時 には、誤 ったア クセスを しないよ

うに十分注意す る必要があ ります。例 えば、送信用 メールボ ックスへ書込んだメ ッセー

ジは、一般的に訂正す ることがで きないので、不用意 に誤 ったメ ッセー ジを書込 まない

ように しなければ な りません。

EDIユ ーザーrA社 』VAN事 業者

「VAN－ α』

コ ンピュータ システ ム

・メイ ンフ レーム

・オ フコン

・パ ソコン

図3-4メ ー ルボ ック ス とア ク セ ス
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(4)CIIシ ンタ ッ クスル ー ル とCII-EDIサ ー ビス

メ ー ル ボ ックス に投 入 され た メ ッセ ー ジがEDIユ ー ザ ー独 自の フ ォー マ ッ トで構 成

され て いれ ば、VAN事 業 者 は ど うい う意 味 を持 った メ ッセ ー ジで あ るか 理解 で きず 困

った こ とにな ります 。 で す か ら、EDIユ ーザ ー は あ らか じめVAN事 業 者 と取 決 め た

フ ォー マ ッ トの メ ッセ ー ジを メ ール ボ ックス に投 入 しな け れ ば な りません 。

CII-EDIサ ー ビス で は、CIIシ ンタ ックス ル ー ル に よ って構 成 され た メ ッセ

ー ジの み を取 扱 い ます 。逆 に 、CIIシ ンタ ックス ル ー ル に よ って 構 成 され た メ ッセ ー

ジの み を取 扱 うの で、CII-EDIサ ー ビス と呼 ぶ と考 えて もよ いで しょう。 次項 で

説 明 す るよ うに 、CIIシ ンタ ッ クスル ー ル に よ って構 成 され て な い メ ッセ ー ジが メ ー

ル ボ ッ クス に投 入 され た場 合 、VAN事 業者 は この メ ッセ ー ジを イ レギ ュラ ーメ ッセ ー

ジ と して破 棄 します 。

尚 、業 界 標準 メ ッセ ー ジをCIIシ ンタ ックス ル ー ル で組 み 立 て たEDIメ ッセ ー ジ

の規 格 をCII標 準 と呼 び ます 。CII-EDIサ ー ビス はCII標 準 の たあ の サ ー ビ

ス で す。

3.2Cll-EDlサ ー ビスの メ カ ニ ズム

こ こで は、EDIメ ッセ ー ジが どの よ うにrCII-EDIサ ー ビス』 で交 換 され るの

か 、 そ の メ カニ ズ ム を説 明 します 。 この メ カニ ズム の 中 で 、最 も重 要 なキ ー とな るの は 、

メ ッセ ー ジグル ー プ ・ヘ ッダ ー 内 の宛 先 に関 す るデ ー タで す。 この なか に は、図3-6の

よ うに6っ の行 き先 を決 め る情 報 が あ ります 。

発 信 者 コー ドと受 信 者 コー ドは、 ア プ リケ ー シ ョン(業 務 処 理)上 の行 き先 を決 め る情

報 で あ り、rCII-EDIサ ー ビス』 が 言及 す る情 報 で は あ りませ ん 。rCII-ED

Iサ ー ビス』 に と って 重 要 なの は 、発 信 セ ンタ ー コー ド(2種)と 受 信 セ ンタ ー コー ド

(2種)で す。 説 明 の ため に 、 図3-5に 示 す よ うに 、rA社 』 か らVAN事 業 者rVA

N－ α』 とVAN事 業 者rVAN－ β』 を 通 してrB社 』へ 、EDIメ ッセ ー ジrメ ッセ

ー ジX』 を 送 る と仮 定 します
。 この 時 、 図3-6に 示 す よ うに、 発 信 セ ンター コー ド内 の

所 属VANコ ー ドはrVAN－ α』 、 発 信 セ ンタ ー コー ドはrA社 』 、 受信 セ ンタ ー コー

ド内の 所 属VANコ ー ドはrVAN－ β』 、受 信 セ ンタ ー コー ドはrB社 』 に な ります 。

尚 、 本 項 で は、CIIシ ンタ ック スル ー ル で い うrメ ッセ ー ジ グル ー プ』 をrメ ッセ ー

ジ』 と略 記 します の で注 意 して 下 さい。
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『A社 』 『VAN－ α 』 『VAN－ β』 'rB社 』

一
『メ ッセ ー ジX』 ● 一 ●

図3-5『A社 』 か ら 『B社 』 へ の メ ッセ ー ジ通 過 ル ー ト

ファイル交換i接 続 フ ァイ ル1 フ ァイ ル2 ● ● ● ■ ■ ● ● フ ァイ ルn 切断

フ ァ イ ル

メヲセージグループ

一
メ ッセ ー ジグル ー プ1 メ ッセ ー ジグル ー プ2 ● ● ● ● メ ッセ ー ジグル ー プn

メ・蕊1メ ・豪i]… … メヲセづ グループ・トレう

ド
● ◆ ● ● ● ● ● ● ●

＼

発信者
回還v借 宅ンコ ー ド聴 講 緩 緩灼 コー

0 C 1 VANαA社 XXXX VANβB社YYYY
[

＼ デ ー タ値(XXX)CYYYYは 、

AP上 の発信者,受 信者)

図3-6メ ッセ ー ジグ ル ープ ・ヘ ッダ ーの 行 き先 を決 め る部 分

(1)メ ール ボ ック スへ の投 函

rA社 』 の 送 信 用 メ ー ル ボ ッ クスは 、 『VAN－ α』 の交 換 セ ンター に 設 置 して あ り

ます。CII-EDIサ ー ビス に よ るメ ッセ ー ジの 交 換 は 、rA社 』 の コ ン ピュー タ 内

の フ ァイ ル に あ るrメ ッセ ー ジX』 を 、 この送 信 用 メー ル ボ ッ クスへ 投 入 す る こ とか ら

始 ま り ます 。 具 体 的 に は、 フ ァイ ル 転 送 の 通 信 シス テ ム を用 い てrメ ッセ ー ジX』 を

rA社 』 の コ ン ピュ ー タ内 の フ ァイル か らrVAN－ α』 にあ るメ ール ボ ック スに送 り

込 み ます。 この処 理 は、 通常rA社 』 の 責 任 と主 導(フ ァイル 転 送上 の起 動 者)で 行 い

ます。 通信 回線 の面 で 見 れ ば 、 ア クセ ス ポ イ ン トを経 由 して 送 信 され ます(図3-7)。

一30一



『A社 』 「VAN－ α 』
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rメ ッセー ジX」

へ
十 →1

■』 プ

図3-7『A社 』 か ら 『VAN－ α』へ の メ ッセ ー ジの 投入

(2)rVAN－ α』 の 交換 セ ンターで の処 理

rVAN－ α』 の 交換 セ ンターで は、rA社 』用 の送 信 用 メー ル ボ ックス に メ ッセ ー

ジが 投入 され た か ど うか を常 に監視 して お り、 メ ッセ ー ジが 投 入 され れ ば 交 換 処 理 を行

い ます 。 メ ッセ ー ジが 投入 され れ ば 直ち に交 換 処 理 を 行 うケ ース と暫 くの 後 に行 うケ ー

スが あ り、VAN事 業 者 に よ って異 な って い ます 。 交 換処 理 で は以 下 に示 す よ うな チ ェ

ックや 処 理 が 行 わ れ ます 。

① メ ッセ ー ジグル ー プ ・ヘ ッダ ーの チ ェ ッ ク

rVAN－ α』 は最 初 に 、 メ ッセ ー ジ グル ー プ ・ヘ ッダー の検 査 を 行 い ま す 。 この

時rCII-EDIサ ー ビス』 で は、rメ ッセ ー ジX』 がCIIシ ンタ ックス ル ール

に したが って構 成 さ れて い る とい う前 提 で メ ッセ ー ジグル ープ ・ヘ ッダー を 解 析 しま

す。 そ の た め、rメ ッセ ー ジX』 がCIIシ ンタ ッ クス ル ール に合 って いな い時 は 、

この 時点 でrメ ッセ ー ジX』 は破 棄 され て しまい ます 。 です か ら、rCII-EDI

サ ー ビス 』 で は 、必 らずCIIシ ンタ ック スル ー ル に合 わせ て 、 メ ッセ ー ジを 構 成 し

な け れ ば な りま せ ん 。

② 宛 先 の 確 認(パ ー トナ ー チ ェ ッ ク)

rVAN－ α』 で は、 メ ッセ ー ジグル ー プ ・ヘ ッダ ー内 の発 信 セ ンタ ー コ ー ド(2

種 あ る)と 受 信 セ ンタ ー コー ド(2種 あ る)に つ い て 、 さ らに詳 し く検 査 を 行 い ます 。

CII-EDIサ ー ビスで は あ らか じめ設 定 され た 交 換 先(取 引 先)と のみ メ ッセ ー

ジを 交 換 で き る よ うな仕組 み と な って お り、 この 場 合 もあ らか じめrA社 』 は 、rV

AN－ β』 を 通 してrB社 』 へEDIメ ッセ ー ジを 送 る と い う こ とを 、rVAN－

α』 に届 けて お か な けれ ば な りません 。rVAN－ α』 は、受 信 セ ンタ ー コー ド内 の

所 属VANコ ー ド(図3-8の ロがrVAN－ β』 に な って い る)と 同 じく受 信 セ ン
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夕ー コー ド内の受信セ ンターコー ド(図3-8の ハがrB社 』になってい る)が 、あ

らか じめ送信先(受 信者)と して届 け出されてい るか どうかを検査 します。検査の結

果OKで あれば、次の交換処理へ進 みます。

「メッセージX』

団
↓

「メ ッセー ジグル ープ』

メッセー ジ

グル ープ ・

ヘ ッダー

・

ラ

ジ

ブ

一

一

ー
レ

セ

ル

ト

ツ
グ

メ

↓
「メ ッセ ー ジ グ ル ー プ ・ヘ ッダ ー 』

発信 セ ンターコー ド 発信者

コー ド

受信 セ ンター コー ド

所 属VANコ ード 発 信 センター]一ド 所 属VANコ ード 受 信 センターコード

VAN－ αA社 セ ンター OX VAN－ βB社 セ ンター

、イ 文目 ℃ 、

図3-8メ ッセ ー ジグ ル ー プ ・ヘ ッダ ーの チ ェ ック

③ 交 換 処理(rVAN－ α』 で の処 理)

rB社 』へ のEDIメ ッセ ー ジはrVAN－ β』経 由 で送 る よ うにな って い るの で 、

直 ち にrメ ッセ ー ジX』 をrVAN－ β』へ 送 る準 備 を行 い ます 。 具 体 的 に はrVA

N－ α』 内 にrVAN－ β』へ 中継 す る メ ッセ ー ジを 溜 め る フ ァイ ル(メ ー ル ボ ック

ス で は な い)が あ り、rメ ッセ ー ジX』 はそ こへ 投 入 され ます 。

rVAN－ α』

図3-9VAN間 用 フ ァイルへの投入
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(3)VAN間 接 続

rVAN－ α』 か らrVAN－ β』へ の 中継 は、VAN間 接 続 に よ って行 わ れ ます 。

rVAN－ α』 内 に あ る 『VAN－ β』 向 けの メ ッセ ー ジが 蓄 積 され て い る フ ァイル

(rメ ッセ ー ジX』 も蓄 積 され て い る)は 、rVAN－ α』 の責 任 と主 導(rVAN－

α』が 起 動 者 と な る)で 、rVAN－ β』 へ 送 られ ます。

「VAN－ α』 「VAN－ β』

へ
交換セ ンター

プ へ
VAN間 接続

交換セ ンター
プ

E
、

〔〕

一

プ
膚

へ＼ ミ け・一 ・プ

VAN間 用ファイル

VAN間 用 メー ルボ ックス

図3-10VAN間 接 続

この 時 のVAN間 接 続 イ ンタ フ ェー ス は、rCII-EDIサ ー ビス 運用 ガ イ ドラ イ

ン』 に よ って共 通 ル ール 化 されて い るため 、rVAN－ α』 とrVAN－ β』 間 だ け で

な く、 他 の あ らゆ るVAN間 接 続 にお いて も同 等 の処 理 が 行 われ 、 同 等 の結 果 を得 る こ

とが で き るよ うに な って い ます 。 したが って 、rCII-EDIサ ー ビス』が 多 数 のV

AN事 業 者 に よ って サ ポー トされ て い て も、 ユ ー ザ ーか らは 、 あ たか も単一 のEDIネ

ッ トワ ー クに よ って 交換 が 行 われ て い るよ うに見 え ます 。

ただ し、単 一 のEDIネ ッ トワー クの よ うに見 え るの は、EDIメ ッセ ー ジの 交 換 と

い うデ ー タ通 信上 の動 作 だ けで あ り、 交換 料 金 にっ い て は単一 の ネ ッ トワ ー ク と同 等 に

は な らな い こ とに 注 意 して 下 さい。

(4)最 終 目的 とな る メー ル ボ ックスへ の 投入(rVAN－ β』 で の処 理)

rVAN－ β』 で は、rVAN－ α』か らrメ ッセ ー ジX』 を受 取 る と、 再 度rメ ッ

セ ー ジX』 の メ ッセ ー ジ グル ー プ ・ヘ ッダ ー の 検 査 を します 。 こ こで もrメ ッセ ー ジ

X』 がCIIシ ン タ ックスル ー ルで 構 成 され て い る こ とを前 提 に検 査 を します の で 、C

IIシ ンタ ックス ル ー ルで 構成 され て い な い メ ッセ ー ジは、 破 棄 されて しま い ます 。

ま たrVAN－ β』 で も、rVAN－ α』 で 行 わ れ た の と同 じよ うなパ ー トナ ーチ ェ

ックの 検 査 を行 い ます 。 具体 的 に は、発 信 セ ンタ ー コー ド内 の発 信 セ ンタ ー コー ド(図
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3-8の イが 『A社 』になってい る)が 、あ らか じめ発信元 と して届 け出されて いるか

どうか を検査 します。検査の結 果OKで あれば、rB社 』の受信用 メールボ ックスへ こ

のrメ ッセージX』 を投入 します。

rVAN－ β」

交換 セ ンター プ
VAN間 用B社 用 受信

メールポ,クス メールポ7クス

へ
rメ ッセー ジX」

i

図3-11VAN－ βで の処 理

(5)rB社 』の処理

rVAN－ β』のrB社 』受信 用メールボ ックスへ投入 されたrメ ッセー ジX』 は、

『B社 』が受取 りに行か ない限 り、 メール ボ ックスに滞留 した ままにな ります 。rB

社』が受取 り}ご行 って初めてrA社 』か らrB社 』への メ ッセー ジの送信が完了 します。

rVAN－ β』のメーーール ボックスか らrB社 』へ 自動的 にrメ ッセー ジX』 を送 る方法

も可能で、実 際にそのような例 もあ りますが、 これは例外であ り、技術上 ・運用上の理

由か らEDIユ ーザーがVAN事 業者内の受信用 メールボ ックスへ受取 に行 く方法を基

本 と しています。

rメ ッセー ジX』 を受取 る際は、rB社 』の コ ンピュータとrVAN－ β』の交換 セ

ンターとをアクセ スポイ ン ト経 由で接続 し、rB社 』の責任 と主導(rB社 』が起動者

となる)で 引き取 り処理を行い ます(通 常 、読取型 ファイル転送(照 会モー ドあ るいは

READモ ー ド)を 用 いる)。

rVAN－ β』 rB社 』

＼
交換センター

プ
アクセスポイ ント

B社 用 受 信

メールポ ァクス

淋 一■」

=一

⑱
〔]

'
＼.○

プ

(
、-6

)

rメ ッセ ー ジX」

へ 圖

図3-12B社 で のVAN－ βか らのメ ッセ ー ジXの 引 取 り
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(6)標 準交換所要 時間

『A社 』のrメ ッセージX』 は、以上の ように してrB社 』 に送 られ ますが、 この よ

うに説明す ると、交換のためにかな りの時間が必要な ように見え ます。 しか し、 メ ッセ

ージを検査す る際の コンピュータ処理 はマイクロセ コ ン ドのオ ーダーで行われ ます し、

VAN事 業者 の基幹回線 は超高速 なので、実際には短時間で済 み ます 。 しか し、rA

社 』が 『メ ッセ ー ジX』 を メール ボ ックスへ投 入す る時 には、ISDN回 線(64

KBPS)が フル に稼働 して も1Mバ イ トのメ ッセー ジの場合約3分 必要です し、 さ らに、

『B社 』が メールボ ックスか らrメ ッセー ジX』 を受 け取 らなければ いっまでた って も

rB社 』 にrメ ッセー ジX』 は届 きません。

そ こで、 この よ うなユ ーザーイ ンタフェースに伴 う不確 定要素 を排 した交換 時間を

『CII-EDIサ ー ビス運用ガイ ドライ ン』でr標 準交換所要時 間』 と して定 めて い

ます。1993年9月 バ ー ジョンでは、rA社 』がrVAN－ α』 のメールボ ックスへ

rメ ッセー ジX』 を投入 し終わ った時刻か らrVAN－ β』がrB社 』のメールボ ック

スへrメ ッセー ジX』 を投入 し終わ った時刻までの所要時間をr標 準交換所要時間』 と

定義 し、その 目標 は2時 間になっています。す なわ ち、rA社 』が10:00にrメ ッ

セー ジX』 をrVAN－ α』の メールボ ックスへ投入 し終わ った とす れば、rB社 』 は

12:00以 後 になればrVAN－ β』の メール ボ ックスか らrメ ッセージX』 を受 け

取 ることが可能 になるとい うことを意 味 します。

尚、 この2時 間とい う値は標準的な数値 と考えて下 さい。 もっと早 く引き取れ ること

もあれば、 もっと時間がかか ることもあ ります。多 くのケースでは、2時 間以内 とい う

意味 にな っています。

『A社 』 「VAN－ α』 「VAN－ β』rB社 』

『交換センター』 『交換センター』

o儂鷲 懸鯵o

この時間は

含まない

標準交換所要 時間'''"一 ←曙
この時間は

含まない

図3-13標 準交換所要 時間
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(7)単 －VAN経 由の交換

EDIメ ッセー ジの中 には、2っ のVANを 経 由 しない場合 もあ ります。例 えば、

『メ ッセー ジX』 のメ ッセー ジグル ープ ・ヘ ッダー内の受信 セ ンター コー ド内の所属V

ANコ ー ドが 『VAN－ α』にな って いれば、 同一のVAN内 に発信者 と受信者が接続

されているので、前述②の処理の あと直ちに 目的の受信用 メールボ ックスに投入 され ま

す。

3.3付 加サー ビスと主 な 『Cll-EDIサ ー ビス』サポー トVAN事 業者

CII-EDIサ ー ビスのメールボ ックスにメ ッセー ジを投入す る時 には、CIIシ ン

タ ックスルールに したが ったメ ッセー ジに しなければな りません。逆 に、 メ ッセージを受

取 る時は、CIIシ ンタ ックスルールに したが ったメ ッセー ジを入手す る ことにな ります。

しか し、EDIユ ーザーの状況によ り、 この条件 が守れない時があ り、VAN事 業者によ

っては、 こうい う時に便利な付加サ ー ビスを実施 している場 合があ ります。主 な付加 サー

ビスを以下 に紹介 します。

尚、 これ らの付加 サー ビスはいつれ もメ ッセー ジの交換料 とは別途の費用が必要 にな る

有料サー ビスです。

(1)変 換サ ー ビス

EDIユ ーザーの希望するローカル フォーマ ッ トとCIIシ ンタ ックスル ールによ る

標準 フォーマ ッ ト間の変換 は、通常、CIIト ラ ンス レーターを用 いて、EDIユ ーザ

ー側で実施 す るのが原則ですが
、 この変換 をEDIユ ーザーに成 り代わ ってVAN事 業

者側で実施 す る付加サー ビスです。

この付加 サー ビスを使 えば、ユーザー側 のEDI参 加 の負担 は軽減 しますが、当然有

料サー ビスになるので、十分 コス ト負担 を比較 して活用す る必要があ ります。

(2)デ ィ レク トリーサー ビス

この言葉 はわが国ではあま り一般的ではな く、付加サー ビス としての実施例 はまだあ

りませんが 、米国のEDIサ ー ビスで は既 に一般化 したサー ビスにな って います。CI

I-EDIサ ー ビスに参加 して いる企業 リス トのデ ータベース ・サ ー ビスです。企 業名、

企業 コー ド、適用 メ ッセー ジな どが検索で きる主 な情報です。新規の取 引先 とEDIを

実施す る時な どに、便 利に活用で きます。

前述 したように、現在(1994.4.1)、 サー ビス中のVAN事 業者 はあ りませんが、い
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つれサ ー ビス され るよ うにな ると思われます。

(3)国 際EDI変 換 サー ビス

CIIシ ンタ ックスルールのメ ッセー ジをEDIFACTの メ ッセー ジに変換 し(あ

るいは逆の場合 もある)、CII-EDIサ ー ビスと国際EDIを 連携 させ る付加サ ー

ビスです。

現在(1994.4.1)サ ー ビス中のVAN事 業者はあ りませんが、EDIユ ーザーが希望

すれ ば受 け られ る付加サー ビスです。

(4)コ ンサルテー シ ョン ・サー ビス

EDIユ ーザーがEDIシ ステムを構築す る時に、EDIベ ンダーが各種のア ドバ イ

スを行 う付加 サー ビスです。 このサー ビスは、VAN事 業者 だけで な く通常の ソフ トウ

ェア業者 も行 っていますが、VAN事 業者 はEDIの 専門業者であ り、CII-EDI

サ ー ビスを活用 す る場合には、 もっとも安心 して任せ られ る業者 と言え ます。 トラ ンス

レー ターの導入指導か ら社 内のEDI対 応 システムの構築まで、幅広 い分野で コンサル

テー シ ョンが受 け られ ます。

(5)主 なrCII-EDIサ ー ビス』サポー トVAN事 業者

本章で説 明 した便利なrCII-EDIサ ー ビス』 は、わが国の主要 なVAN事 業者

によ ってサー ビスされています。主 なサ ポー トVAN事 業者 とサー ビス内容 を参考資料

1-IVに 示 します。詳細につ いては、 直接VAN事 業者 の窓 口へ問い合 わせて下 さい。

また、VAN事 業者 は、 トラ ンス レーターの開発販売、EDI対 応社内 システム用パ

ッケー ジの開発販売等様々な関連 サー ビスを実施 してい ます。 これ らの詳細につ いて も、

参考 資料1-IVな どを参考 に直接関係窓 口へ問い合わせて下 さい。
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CII-EDIサ ー ビ ス に

よ る ネ ッ ト ワ ー ク の 構 築

第4章





第4章Cll-EDIサ ー ビ ス に よ る ネ ッ トワー ク の 構 築

4.1Cll-EDlサ ー ビスによるネ ッ トワークの構築

EDIを 行 う場 合 には、ネ ッ トワー クの構築 が必要 にな ります。ネ ッ トワー クの構築方

法 として は、大 き く分 けて下記の2通 りの方法があ ります。

(1)第1種 電気通信事業者か ら回線 を借 りて、 自前で構築す る。

(2)VAN事 業者(第2種 電気通信事業者)を 利用す る。

(a)

(b)

VANサ ー ビスを利用 して専用網 を構築す る。

①

『CII-EDIサ ー ビス』 を利 用 す る。

②

③

近年の傾向 として業界 ・業際EDIで はVANを 利用す る傾向にあ ります。 これは、VA

Nの

・ 蓄積交換機能(メ ールボ ックス機能)

・ プロ トコル変換機能(通 信手順変換機能、通信速度変換機能)

等 のサ ー ビスを利用す ることにより、相手先の利用環境 を意識せず にデータ交換が行え る

ことと、 データ交換相手先の増加 によ るネ ッ トワー ク管理 の負荷が軽減 され るた めです。

適用領域 と利用上の考慮点 として は、以下 のよ うにな ります。

① 自 前 で 構 築 … 一ーー
一〉②VANを 利用 した専 用網 …

CII-

EDI

サービス

CII-

EDI

サービス

… 一〉 ③CII-EDIサ ービスを 利 用 し た ネットワーク

図4-1EDlネ ッ トワー ク の構 築 方 法
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① 自前で構築する場合は、特定の相手先(せ いぜい数社)と 大量データの交換 を行 う場

合 に効果 的です。相手先の数が増 えて くると、ネ ッ トワー クの運用管理 や障害対応 に要

す るワー クロー ドが幾何級数的 に増 えて くる問題点があ ります。 また、最 適なネ ッ トワ

ーク構成 にす るためにたびたび再構築 の必要性 に迫 られます。

②VANサ ー ビスを利用 して専用網 を構築す る場合 は、多数 の相手先 と比較的少量 のデ

ータを多頻度 に交換をす る場合 に効 果的です。 しか し、運用 ルール にっ いて は利用す る

VAN事 業者のサー ビス機能の範 囲内で独 自に取 り決め、運用す る必要が あ ります。 ま

た、1っ のVAN事 業者ではす べての取 引先 をカバーで きないため、複数のVANに 接

続す る必要が生 じ、VAN事 業 者 によるサー ビス内容の相違 か ら、複数の運用ル ールを

設 けざるを得 ない必要性に迫 られ ます。 この結果、相手先の拡大 につ れて運用が複雑化

し柔軟性 が徐 々にな くなり、VANサ ー ビス利用のメ リッ トが亭受 で きな くな って きま

す。

③ 『CII-EDIサ ー ビス』 を利用す る場合 は、多数の相 手先 と比較 的少量 のデータ

を多頻度 にデータ交換 を行 う場 合 に効果的な点 は② と同様ですが、提供 内容 や運用ルー

ルについてはrCII-EDIサ ー ビス運用 ガイ ドライ ン』 と して標準化 されています。

したが つて、②が抱 える問題点 はほ とん ど解 消 され ます。

『CII-EDIサ ー ビス』を利用 してEDIネ ッ トワー クを構築す るメ リッ トを以

下 に示 します。

(a)今 までEDIを 開始す るにあ た り、相手先 と運用ルール等 にっ いて個別 に取 り決め

ていた作業が無 くな ります。 この結果、短期間で確実、容易 にデータ交換が開始で き

ます。

(b)VAN事 業者の提供 サー ビス内容、運用ル ールおよびVAN間 接続 について も標準

化 されて いるため、 どのVAN事 業者 を利用す る相手先 と も自由に確実 にデータ交換

が実施で きます。 また、1っ のVAN事 業者 と接続す るだ けですべての相手先のデー

タ交換 も行え ます。

(c)拡 張性 が確保 されているため、将来、 あ らゆ る業界、業 際の相手先 とのデータ交換

を行 う場合に も早期にかつ容易 に実施で きます(現 在検討 中の多 くの業界EDIで は

CII標 準が採用 される予定 にな っています)。

『CII-EDIサ ー ビス』 を利用 する ことで例えば、電話に加入 す る感覚 でEDI

ネ ッ トワークの構築がで きます。極 言すれば、EDIの 開始 にあた って特別な考慮な し
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に実施 で き、 また、将来の拡張性が保証 されたEDIネ ッ トワークを、安価 に容易 に確

実 に構築で きます。

次 節では、rCII-EDIサ ー ビス』を用いた実際のEDIネ ッ トワー クの構築 に

つ いての考慮点 につ いて言及 します。

4.2実 際のネ ッ トワークの構築

『CII-EDIサ ー ビス』で は、以下の事項 にっいての標準規約が ガイ ドライ ンと し

て規定 されています(個 々の詳細 について は、第5章 を参照 して下 さい。)。

① 交換一般則

② ユ ーザー接続 イ ンタフェース

③VAN間 接続 イ ンタ フェース

④ 物理的交換 ルール

⑤ 障害管理対策

⑥ セキ ュ リテ ィ対策

⑦ 運用

⑧ その他

これ らの規定は、複数の企業がEDI取 引を 円滑かっ確実 に実施す るうえで、VAN事

業者お よびそのEDIユ ーザーが遵守すべき基本的事項であ り、EDI取 引にまつわ るす

べての取 り決めを網 羅 しているわ けで はあ りません。 また、rCII-EDIサ ー ビス』

は複数のVAN事 業者か ら提供 されてお り、 ガイ ドライ ンで規定 され たサー ビス以外に種

々の付加機能が提供 されています。

ここで は、rCII-EDIサ ー ビス』を利用 した実際のネ ッ トワー ク構築上考慮すべ

き下記の項 目にっ いて言及 します。

①VAN事 業者の選定(VAN事 業者によ るサー ビス内容の違 い)

② 効果的 なネ ッ トワーク構築

・単－VAN接 続(VAN間 接続)か 複数VAN接 続か

・回線種別の選択

③ 自社 システ ム(社 内 システム)の 形態

④ 業界 による違 い

⑤ 将来の展開上の考慮点
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(1)VAN事 業者の選定

『CII-EDIサ ー ビス』 は、複数のVAN事 業者か ら提供 されてお り 『CII-

EDIサ ー ビス運用 ガイ ドライ ン』 と して規定 された基本項 目につ いては、共通にサ ポ

ー トされますが、付加機能、使 用料金、契約形態、サ ポー ト体制等 についてはVAN事

業者毎 に異な り、種 々のサ ー ビスが提供 されています。EDIユ ーザ ーは、付加サー ビ

スを活用す ることによ り、 よ り使 い易 いネ ッ トワー クが構築 で きます。選定上の考慮点

を以下 に述べ ます。EDIユ ーザ ーはこれを参考 に し、 自社 の業務 ニーズ等か ら判断 し

て最適 なVAN事 業者を選定 され るとよいで しょう。

① 振分処理形態

振分処理形態 と して は、大 き く分 けてa.即 時振分 けb.定 時/定 間隔振分 けに分

類 されます。業務ニーズか ら くる標準交換所要 時間等を考慮 して選定す る必要があ り

ます。

a.即 時振分 け 送信側 メール ボ ックスに入 った時点 で即時に振分

処理を行 い、受信側 のメール ボ ックスに入れます。

b.定 時/定 間隔振分け ・……… 定時刻 または定時間間隔で送信側メールボ ックス

の振分処理を行 い、受信側 のメールボ ックスに入

れ ます。

② 転送可能データ量および最大 メ ッセ ージ長

VAN事 業者 によって は、1回 また は1日 に転送可能な最 大データ量お よび取 り扱

え るメッセ ージ長 の上限が設定 されて いますので注意を要 します。

③ 付加サー ビス

a.VAN内 での トラ ンス レー シ ョンサ ー ビス

VANの 中でのユ ーザ ー形式 とCII標 準形式 との相互変換サー ビス

b.メ ディナ変換サー ビス

FAX出 力サー ビス、伝票 印刷 サー ビス等

c.コ ンサ ルテーシ ョン ・サー ビス

EDIシ ステム構 築支援 、導入 支援等

④ 契約形態および使用料金

契約形態 として は、拘束条件(期 間、最低料金等)付 きと拘 束条件無 しの形態があ

ります。また、使用料金に は初期料金 と月額料金が あ り、後者 は固定費用 と変動費用

一42一



で構 成 されて います。EDIユ ーザーは利用条件を考慮 して有利 になる契約形態を選

定す るとよいで しょう。

⑤ サ ー ビス提供地域 およびサポー ト通信手順

VAN事 業者 が提供す るア クセ スポイ ン トまではEDIユ ーザーの負担で接続す る

のが一般的です。また、 アクセスポイ ン トによっては特定の通信手順 しかサ ポー トさ

れていない こと もあ りますので注意 して下 さい。

⑥ 相手 先 との整合性

相手先が利用す るVAN事 業者を利用す るか、 自社 の利用が最適 になるVAN事 業

者 を選定す るかでVAN間 接続 にな る可能性があ ります。次項の 「単一一一・VAN接 続

(VAN間 接続)か 複数VAN接 続か」 とあわせて検 討す る必要があ ります。

(2)効 果的 なネ ッ トワー ク構築

効果 的なネ ッ トワーク構築 を行 うためには、下記の2点 が特に重要 にな ります。

① 単－VAN接 続(VAN間 接続)か 複数VAN接 続かの選定

② ア クセスポイ ン トまでの接続回線種別の選択

① 単－VAN接 続(VAN間 接続)か 複数VAN接 続かの選定

相手先のすべてが、同一のVANに 接続 され るケース はまれで、 ほとん どのケース

は複数VANの 利用にな ります。 この場合 、EDIユ ーザーは単－VANに 接続 し自

分が接続 して いるVAN以 外 とはVAN間 接続 でデータ交換を行 う方法 と、相手 先が

接続 して いるすべてのVANに 接続 しデー タ交換を行 う方法(VAN間 接続 は行わ な

い)が あ ります。 どち らが有利かは、接続すべ きVANの 数 とデータ量 で左右 され ま

す。参考 までに表4-1に 判断基準を示 します。

表4-1VAN接 続の判断基準

接続すべきVANの 数

少ない 多 い

デー蝿

少ない 単 一 単 一

多 い 複 数 単 一

単一:単 －VAN接 続

(VAN間 接続)

複数:複 数VAN接 続

② ア クセスポイ ン トまでの接続回線種別の選択

ア クセスポイ ン トまでの接続費用 は一般 的にはEDIユ ーザーの負担で接続 します。

接続回線種別 はア クセ スポイ ン トの設備によ りますが、公衆回線 と専用回線のいず れ

一43一



で も接続で きる場合が あ ります。 この場合の選定基準 として は回線費用 と業務ニーズ

か ら選定す ることにな ります。

・ 回線費用 ・一……一 日当た りの接続時間で選択す ることにな ります
。 アクセスポ

イ ン トまでの距離 によ りますが、一般的 に一 日当た りの接続 時

間が2～4時 間以上 の場合 は専用回線を利用す るほ うが有利 に

な ります。

・ 業務ニーズ'一…短時間でデータ転送をす る必要が ある場合 は
、費用面で は不利

ですが専用回線を利用す る必要が あります。

上記 は、アナログ回線を前提 に選定 基準を示 しま した。ISDN等 の利用の場合は別

途検討の必要があ ります。

(3)自 社 システム(社 内 システム)の 形 態

『CII-EDIサ ー ビス』を利用 した 自社 システムの形態 は、大 き く分 けて2つ の

パ ター ンがあ ります。EDIユ ーザーは 自社の環境を考慮 して最適な システム形態を選

定す る必要が あります。尚、考慮点 と しては社内ネ ッ トワークと社外ネ ッ トワークを含

めて、業務ニ ーズ、運用管理面 、障害対応面、費用面 、将来の拡張性等の広 い見地か ら

判断すべ きです。VAN事 業者の コンサルテーシ ョン ・サー ビスの活用 も考 え られ ます。
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(ケ ー ス1-1)集 中型(1)

トランスレーター

業所 ・営業所 本 社 /
1・ ト＼

癬
=

VANlol

I・ 飾

(ケ ー ス1-2)集 中 型(2)

}ランスレ一夕ー VANのFEP的 存 在

畿劃
本 社/

loiiiiiiiiiiil

回 …………………………臨

VAN

(ケ ー ス2)完 全 分 散 型

トランスレーター

事 業 所 ・営 業 所

通 信 処 理 集 中

変 換(ト ランスレーション) 集 中

業 務 処 理 集中/分 散

VANと の接続:1拠 点

通 信 処 理 集 中

変 換(ト ランスレーション) 分 散

業 務 処 理 分 散

VANと の接続:1拠 点

通 信 処 理 分 散

変 換Gラ ンスレーション) 分 散

業 務 処 理 分 散

VANと の接続:複 数拠点

図4-2自 社 システムの構成例

(4)業 界による違 い

各業界が定 めた標準規約(特 に、業務運用規約)と 『CII-EDIサ ー ビス運用 ガ

イ ドライ ン』が完全 に一致 しない ことがあ ります。 この場合 、独 自の判断で対応す ると

今後 の展開拡大 時に問題が発生す る場合があ ります。所属業界のEDI推 進セ ンター等

に相談 され ることをお奨 め します。
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A業 界規約

{

奪i'i'-Si)…i'サ ー董ごス ξi'i'一 藝i}¶サービ:ス

B業 界規約 口 ・A業界規約ill]・B業 界規約

好 ま しくない関係 好 ま しい関係

図4-3『Cll-EDlサ ー ビス運用 ガイ ドライン』 と業界規約 との関係

(5)将 来展開との兼ね合 い

EDIネ ッ トワー クの構築 においては、将来(4～5年 先)の あるべ き姿を描 きそれ

に対応できるネ ッ トワー ク構築を行 うべ きです。将来 自社 の取 り巻 く環境 、経営戦略 の

変更等の不確定 な要素 はあ りますが下記の観点か ら考慮す るとよいで しょう。

① 業務の広が り

EDIは 取 り組みが比較的容易 で導入効果の高い業務 か ら着手 し、段 階を追 って業

務を拡大 して行 くケ ースが一般 的です。た とえば、受発注 とその関連業務か ら開始 し、

決済業務、計画業務へ と拡大 され、それに応 じて必要 な機能 も増加 して行 きます。

rCII-EDIサ ー ビス』で は、機能の拡 張性 は保証 され ますが、 それ に対応 して

自社 システムの変 更 も必要 にな ります。将 来の業務の広が りを考慮 したネ ッ トワー ク

構成、 システム構成 を行 ってお く必要が あ ります。

② 相手先の拡大

相手先の拡大 は大別す ると、業界 内の相手先 と業界外(業 際)相 手先があ ります。

rCII-EDIサ ー ビス』の利用 を前提 にすれば業界/業 際に関係な く容易 に相手

先の拡大が可能です。ただ し、相手先が増加す ることによ り、VANと の接続 回線や

業務処理 コンピュータの負荷 が増大 し、業務要件を満足で きな くな ることも考え られ

ますので注意 して下 さい。
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4.3利 用手続方法

『CII-EDIサ ー ビス』 はオープ ンなサー ビスであ り、すべての企業が 『CII-

EDIサ ー ビス運用 ガイ ドライ ン』を遵守す ることを条件 に自由に利用 できるサ ー ビスで

す。利 用にあた って は、標準企業 コー ドの取得 とVAN事 業者 との契約 を行 うことで相 手

先 とデータ交換が開始で きます。以下では、利用にあたり考慮すべ き項 目について言及 し

ます。

4.3.1利 用条件

『CII-EDIサ ー ビス』 は、 「標 準企業 コー ドの取得 」 とrVAN事 業者 との利

用契約」を行 うだけで利用できます。

① 標準企業 コー ドの取得

『CII-EDIサ ー ビス』 はCIIシ ンタ ックスルールの使用が前提 になってお

り、発信者、受信者等を識別す るために働 日本情報処理開発協会 産業情報化推進 セ

ンターの 「標 準企業 コー ド」を利用す ることにな って います。未取得 の場合 は、産業

情報化推進セ ンターまたは所属す る業界の代行セ ンターか ら取得 して下 さい。(参 考

資料1-V.を 参照)

②VAN事 業者 とのrCII-EDIサ ー ビス』利用契約の締結

前節のrVAN事 業者の選定」 および 「効果的なネ ッ トワー ク構 築」を参考 にVA

N事 業者を選定 し、利用契約を締結 して下 さい。複数VANに 接続す る場合 は、個 々

のVAN事 業者 と契約を締 結する必要があ ります。

4.3.2VAN事 業者 との接続方法

VAN事 業者 との接続 は、VAN事 業者の提供す る最寄 りの アクセ スポイ ン トへ接続

し、その回線費用はEDIユ ーザーが負担す ることが原則 にな ります。ただ し、アクセ

スポイ ン トの許容能力、サ ポー ト手順、回線 スピー ド等が満足で きないために他の アク

セ スポイ ン トまたはVANの 交換セ ンターに接続す るケース も起 こりえ ます。 この場合

の費用負担 にっいては別途VAN事 業者 と協議す ることにな ります。 また、VAN事 業

者の契約形態 と してEDIユ ーザー とアクセ スポイ ン ト間の回線費用が包括 され る場合

もあ ります。
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4.3.3接 続 インタフ ェース

接続イ ンタ フェースにつ いては、rCII-EDIサ ー ビス運用 ガイ ドライ ン』に詳

述されて います。 ここでは主 な ものを示 します。

(1)通 信関連

① 通信手順

・ 全銀手順 透過 モー ド 固定長(可 変長 はオプ ション)

・F手 順(た だ し、製品化後のサポー ト)

② フ ァイル アクセス方式

送受信の場合の起動 は、原則EDIユ ーザー側 か ら行います。

③ 通信手順の ファイル名 によって送受信す るデー タを決定 します。

・ 全銀手順 ファイル名=機 関 コー ド(BPID上4桁)+XXXX+0100

(サイクル番号1に 固定)

・F手 順 ファイル名 二機 関 コー ド(BPID上4桁)+XXXX+0000+nnnn

(サイクル番号)

上記 は原則であ り、VAN事 業者 によ って はその他 の方式が提供 される ことが あ り

ます。 たとえば、通信手順 と してメーカー固有の通信手順が考え られます。利用 にあ

た っての考慮点 と しては、相手先か ら見 てrCII-EDIサ ー ビス運用 ガイ ドライ

ン』 と等価であ る必要があ ります。

② 運用 関連

第5章 で詳述す る基本的 な運用方法 、稼働 日、メ ッセー ジの保存、運用 サポー ト窓

口、障害管理対策 、セキ ュ リテ ィ対 策等 にっ いて は共通 の基本事項 と して 『CII-

EDIサ ー ビス運用 ガイ ドライ ン』 に規定 されて いますが、運用 に関す るすべての事

項 を網羅 してい るわけで はありませ ん。規定外の事項 について はVAN事 業者 によ り

異 な ります。 また、利用契約 とも関連 しますので契約時に確認す る必要があ ります。

例えば、

・ 新規相手先の登録手続 き(VAN事 業者 による登録/ユ ーザーによる登録)

・ 未配信 メ ッセー ジの督促サ ー ビス(有 無、手段、有料/無 料)

・ 障害検知方法(VAN事 業者か らの連絡/ユ ーザ ー自身 によ る確認)

等です。
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4.3.4必 要事項 の届 出

『CII-EDIサ ー ビス』を利用するEDIユ ーザ ーは、相 手先お よびVAN事 業

者 に下記事項 を届 出な ければな りません。

(1)相 手 先(取 引先)関 連

届 出事 項 …一…

入手 事 項 …… ・

■

●

所属VANコ ー ド

セ ンターコー ド

受発信者 コー ド(必 要な場合 のみ)

シ ンタ ックスルール ・オプ シ ョン(注)

(分割モー ド/透 過モー ド/文 字 コー ド変換等)

所属VANコ ー ド

セ ンターコー ド

受発信者 コー ド(必 要 な場合 のみ)

シ ンタ ックスルール ・オプ シ ョン(注)

(分割 モー ド/透 過モー ド/文 字 コー ド変換等)

(注)自 社,相 手先で一致す る必要が あ ります。

(2)VAN事 業者関連

・ ユーザー自身のセ ンターコー ド(複 数部門が利用す る場合 は該 当部門すべ て)

・ 相手先(す べて)の セ ンターコー ドお よび所属VANコ ー ド

なお、所属VANコ ー ド、セ ンターコー ド、受発信者 コー ドはすべて、産業情報化

推進 セ ンターの 「標準企業 コー ド」を利用 します。
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第5章 CII-EDIサ ー ビ ス

に よ るEDIの 運 用





第5章Cll-EDlサ ー ビス に よ るEDlの 運 用

本章ではEDIを 構築す るために必要 となる通信ネ ッ トワー クとしてrCII-EDIサ

ー ビス」を採用 したEDIユ ーザーのための運用 に関す る事項を説 明 します。

EDIの 実施 においては、第2章 で述べた とお り4レ ベルの規約に準拠す ることが必要 と

な ります。第1レ ベルの情報伝達規約 と第2レ ベルの情報表現規約 は情報(EDIメ ッセ ー

ジ)を 正 しく伝 え、理解す るための規約であ り、本章で 述べ る第3レ ベルの業務 運用規約 は

正 しい相手 と確実 に情報(EDIメ ッセ ージ)を 交換す るための規約 です。 これ らはどれが

欠 けて もEDIの 実施 に支 障をきたす こととな るので、情報伝達規約および情報表現規約 と

同様 に、本章で説明す る業務運用規約を守 るよ う心掛 けて下 さい。

業務運用規約 には通信ネ ッ トワーク運用 に関する もの と、取 引当事者間あ るいは業界 内で

取 り決 めるべ き業務処理のや り方(運 用)に 関す るものがあ ります。rCII-EDIサ ー

ビス」を採用 した場合、通信ネ ッ トワークの運用 に関 して は、標準的な規約 と運用をrCI

I-EDIサ ー ビス」が提供 しますが、利用者 はその規約 と運用を理解 し、更 に本章で説 明

す るい くつかの注意 ・留意すべ き事項を適切に運用 して下 さい。

EDIの 実施 にあた って、rCII-EDIサ ー ビス」を採 用せず、 自営 システムでED

Iを 構築す る場合であ って も、相手方か らみてrCII-EDIサ ー ビス」が提供す る標準

的な規約 と運用(具 体的 には、rCII-EDIサ ー ビス」が有す る機能 ・イ ンタフェース

・ネ ッ トワー クの運用 など)を 実現 して下 さい。 さ もないと、取 引相手に とって他の 「CI

I-EDIサ ー ビス」 を利用 してEDIを 実施 している取 引先 とEDIネ ッ トワー クの機能

・イ ンタフェー ス ・ネ ッ トワー ク運用等 に差異が 生 じることとな ります。 これは、EDIネ

ッ トワークに関 して 自社の都合 によって、従来言われてい る多 端末現象の如 き弊害 ・迷 惑を

相手 に与え ることにな り、その会社の良識 を疑われ ることに もな りかねません。

5.1基 本的な運 用方式 と運用上の注意事項総論

(1)「CII-EDIサ ー ビス」の基本機能

「CII-EDIサ ー ビス」 は蓄積交換方 式によ りファイルの伝送を行 っています 。

この時、EDIメ ッセー ジを蓄積 ・保持 し、VANとEDIユ ーザ ーとの受渡場所 の機

能を果たすのが 「メールボ ックス」であ り、実際に通信を行 うために接続(電 話をかけ

る等)す る設備が アクセスポイ ン トです。
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(2)標 準交換所要時間

蓄積 交換 における振分処理 を実行す るタイ ミングは、夜 間バ ッチ ・定 時振分 ・即 時振

分があ り、この順 に交換所要時間(rCII-EDIサ ー ビス」 に送信 し終えたEDI

メ ッセー ジが、振分処理されて受信者の メールボ ックスに入 り受信可能 になるまでの時

間)は 短 くなります。 「CII-EDIサ ー ビス」では、VAN間 接続 による情報交換

も含めて標準交換所要 時間の 目標値を2時 間 としています。

EDIに 関連す る業務の タイム スケ ジュールを計画す る際には、 この時間および この

時間が変動 して長 くかか った場 合や、短 くなった場合を考慮 にいれて スケジュールを作

って下 さい。

実際上 は即時振分 を行 ってい るVANも 多 く、単－VAN内 であれ ば交換所要 時間は

数分程度 の ことが多 く、 リアルタイム処理 に近い業務 に もEDIを 利用で きる可能性が

あ ります。 さ らに、VAN間 接続 を した場合で も両方のVANが 即 時振分を してお り、

伝送す るEDIメ ッセー ジの量が通常の受発注程度であれば、交換 所要時間は10数 分

程度の ことが多 く、 リアルタイム処理 に近い業務 にもEDIを 利用 で きる可能性があ り

ます。

(3)EDIメ ッセージの保存

「CII-EDIサ ー ビス」の メールボ ックス等には、5.3項 で説 明す る期間の間、

EDIメ ッセージが保存 されて います。 これによって、通常考 え られ る休 日を はさんで

のEDIメ ッセー ジの交換 は支障な く行えるはずです。

この通信ネ ッ トワークと しての機能を果 たすためのEDIメ ッセ ー ジの保持 とは別 に、

業務上必要 なEDIメ ッセー ジの保存 は、EDIユ ーザー 自身で行 って下 さい。(→ 詳

細は5.3項 の説 明を参照願 います。)

(4)日 々の運用

rCII-EDIサ ー ビス」の利用 にあたっては、送信 はEDIユ ーザ ー側 か らの発

呼 ・接続 ・送信(全 銀協手順 の連 絡モー ド相 当)、 受信 はEDIユ ーザ ー側か らの発 呼

・接続 ・受信(全 銀協手順 の照 会モー ド相 当)で 行 うことを基本 と して下 さい
。

運用 スケジュール(送 信 時刻 ・受信 時刻)の 決定 は、 自社お よび取 引相手先の業務上

の必要 時刻 とそれぞれの社 内 システムの運用 スケ ジュール、 さ らにrCII-EDIサ

ービス」の提供者(VAN事 業者)に 届 けておいて下 さい
。
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(5)必 要事項の届 出

「CII-EDIサ ー ビス」において は、正 しくEDIメ ッセー ジの交換 を行 うため

のチ ェックを して います。従 って、チ ェックの もとになる情 報およびVAN間 接続を含

めたEDIメ ッセージの交換を行 うために必要 とな る情報を、予めrCII-EDIサ

ー ビス」 の提供者(VAN事 業者)に 届 けておいて下 さい
。

(6)「CII-EDIサ ー ビス」 とのイ ンタフェース取 り決あ

通信 ネ ッ トワークの運用 に関 しては、標準的な規約 と運用をrCII-EDIサ ー ビ

ス」が提供 していますが、各VAN事 業者 は更なる利便性 を得 られ る付加サー ビスを も

提供 してい る場合が多 くあ ります。rCII-EDIサ ー ビス」を利用す るに当た って

は、VAN事 業者 との間で必要な確認 ・取 り決あを しておいて下 さい(→ 詳細は参考資

料1-1.の 説 明を参 照願 います)。

(7)取 引相手先 とのイ ンタ フェース取 り決め

EDIを 実施す るにあた って は、個々の取引先 との間で必要 な確認 ・取 り決めを して

おいて下 さい(→ 詳細 は参考資料1一 皿.の 説明を参照願 います)。

(8)シ ステム運用 メ ッセー ジ

EDIユ ーザ ーは、 自分宛 に送付 され るシステム運用 メ ッセー ジは必 ず引 き取 って

(受信 して)下 さい。 この システム運用 メ ッセー ジを受信 した場合 は、 それぞれに対応

した必要 な処理 を行 って下 さい。

現在 の ところ、 システム運用 メッセー ジとしては、受信確認 メ ッセ ー ジ、0件 メ ッセ

ー ジ及 びエ ラー情報メ ッセー ジの3種 類が あ ります
。

受信確認 メ ッセージは、 メ ッセー ジの物理的な伝達完了を通知す る もので あ り、発信

者がエ ン ドツーエ ン ドで送信済 メッセー ジの送達管理を行 うための ものです。 この作成

・送信 および受信時の扱 いは、5.5項 の② に従 って処理 して下 さい。

0件 メ ッセー ジは受信す る相手に対 して、その 日に渡すメ ッセー ジが ない ことを明示

す るために生成 し、送信す る ものです。 これによって、受信者 は送信者側 の処理遅れ等

によ りメ ッセー ジが こない場合 との区別が 明確にな り、受信側の運用 を先 に進 めること

がで きます。0件 メッセー ジは、 このよ うに継続 してEDIメ ッセ ー ジの交換を行 って

い る場合 に役立っ一方 、両社間で継続取 引を行 ってい る証拠 に もな ります。0件 メ ッセ

ー ジを運用す るか否か は、 これ らの点 をよ く勘案 して両社 の間で決定 して ください。

なお、エ ラー情報メ ッセー ジにつ いて は,5.5頁(2).③ の説明を参照願 います。
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(9)サ ー ビス ・運用の違いにつ いて

「CII-EDIサ ー ビス」 はEDIユ ーザーに均一 なサー ビス と運用を提供す る も

のですが、実際面で は、提供す るVAN事 業 者毎 に様 々な 「CII-EDIサ ー ビス」

の基準を上回 る機能 ・運用 ・付加機能 も提供 されます。 また、EDIユ ーザー側で も業

界 によ る業務 ・データの特性 の違 い、或い は自社固有の事情か らEDIサ ー ビスに求め

る機能 ・運用の一部 に違 いができる こともあ ります。EDIの 業際化 ・国際化の流れか

らは、 これ らの差異 は極力無 くすべ きですが、EDIユ ーザ ー側のニ ーズとVAN事 業

者側の シーズ との相 関が業者選択 の手掛 になる一面 もあ ります。

5.2稼 働 日

(1)稼 働 日

現在製造業を中心 に広 まって いるCII標 準 によるEDIが 、業際化、更には流通 ・

サー ビス、金融等の異業種まで広 まる ことが予想 され、曜 日や時節 によるVAN稼 働の

制限は、EDI化 進展の障害にな ります。従 ってrCII-EDIサ ー ビス」の標準稼

働 日は原則 として365日/年 とな ってお り、 いつで も利用で きます。 さ らに、VAN

事業者の都合上稼働 を停止す る場合 は、EDIユ ーザーに対 して事前連絡 を行 うことに

なって います。

② 稼働時間帯

製造業 において は、発 注データの元 とな るMRP(資 材所要量計画)等 を夜 間バ ッチ

処理 で行 うことが一般化 してお り、 メ ッセ ージ も夜間に作成 され ることも少な くあ りま

せん。一方、そのメ ッセー ジを受 け取 る側 は、昼間に受信 し、それを営業活動や生産 活

動に結 び付 けることが一般的です。 このよ うな ビジネスサイクルを充分効率 よ く回転 さ

せ るためには、昼夜 を問わ ないVANの 稼働が必要 とな ります。従 ってrCII-ED

Iサ ー ビス」の標準運用時 間帯 は原則 と して24時 間/日 とな ってお り、時刻を気 にせ

ずに利用で きます。 さ らに、VAN事 業者の都合上稼働 を停止す る場合 は、ユーザーに

対 して事前連絡 を行 うことになってい ます。将来、業 際化、異業種での展開が進めば、

24時 間運用 は必須 にな ると考え られ ます。

(3)そ の他

標 準稼働 日および標準運用時間帯 は、VAN事 業者 とEDIユ ーザー との合意 によ り、

別途 設定す ることも可能です。
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5.3メ ッセー ジの保存

(1)「CII-EDIサ ービス」での保持時間

① 配信済みメ ッセージ

原則 と してVANで は配信済みメ ッセー ジは、配信 当 日に限 りメールボ ックス上に

保存 しています。

EDIユ ーザーが受信 したメ ッセー ジを処理す るのは、通常 当 日です。従 って、受

信 や処理 に伴 って、誤 ってデータを紛失 ・破壊 した場合 は、当 日気づ くと考 え られ ま

す。 またVAN側 も、 メールボ ックスか らの配信済みメ ッセー ジの削除 は、当 日のサ

ー ビス時間終了後であることが普通です。従 って、 当日限 りのサポー トがEDIユ ー

ザー側か らもVAN側 か らも妥 当といえます。

② 未配信 メ ッセ ージ

原則 と してVANで は未配信 メ ッセー ジは、VANの 標 準稼働 日に於 いて当 日を含

め15日 間保存 し、当 日を含 め最初の5日 間はメールボ ックス内に保存 されてい ます。

従 って最初の5日 間は、VAN稼 働時にはいつ で も未配信 メ ッセ ージを配信可能な状

態にあ ります。5日 を過 ぎた場合 は、VAN事 業者 もしくはEDIユ ーザーの何 らか

の手続 き処理後 に配信可能にな ります。

現在週休2日 が一般的 にな ってお り、祝祭 日との関係で3連 休の可能性 は大 き く、

この場合 には、取引先に事前連絡を行わな いことが通常です。従 って、5日 あれば休

み前 に送信 した メ ッセージは、休み 明けにEDIユ ーザ ーが確実 に受信で きる ことと

な ります。 また、 ゴールデ ンウィーク、お盆、年末年始の長期休暇 は、取引先 とは事

前連絡す るのが普通ですので、 この 間の配信メ ッセー ジは受信す るための手続 きや処

理 をすれば、長期休暇を遡 って確実 に受信で きることにな ります。

③ さらに、VAN事 業者 とEDIユ ーザーの合 意によ り、保存 日数を別途設定す るこ

とも可能です。

④VANで は、VAN間 接続 の相手側VANの 処理 中の トラブル に対す る リカバ リー

のため、受信メ ッセー ジ及び送信済みメ ッセー ジの再送用 と してバ ックア ップ保存を

原則 としてい ます。VAN事 業者でバ ックア ップ しない場合、EDIユ ーザー もしく

は発信側VAN事 業者 より当該デー タを抽 出 して もらい、再送 して もらうことにな り

ます。

VAN間 渡 りのメ ッセー ジにっいては、 各種 トラブル に対す るEDIユ ーザ ー及 び
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VAN事 業者の運用負担を最小 とす るたあ、各VAN事 業者 とも受信メ ッセ ージ及 び

送信済みメ ッセージの再送用 と してバ ックア ップ保存 を原則 としています。

(2)EDIユ ーザーでのメ ッセー ジの保存

①EDIユ ーザーは、送信 した メ ッセー ジにつ いて、EDIユ ーザー間で保存期間を

取 り決めて下 さい。以下 の理 由で、少 な くとも1ヵ 月程度 は保存 してお く事 を推奨 し

ます。

EDIは 、取 引の電子化 ・ペ ーパ レス化 の流れ に沿 うものです。現行商法 では、取

引に関わ る重要書類(伝 票)の 一定期間保存 を必要 と していますが、 これは後 日起 き

るか も知れないあ らゆ る事態への最小限の備え と しての考 え方が根底 にあ る思 われ ま

す。 この考え方 は同 じ商取 引に用 いるEDIメ ッセー ジで も同様です。現在 の ところ、

商法 などで は電子データを認めて いませんが、少な くとも実運用上起 き得 る トラブル

で再度オ リジナル メッセー ジ(デ ータ)が 必要 とされ る場 合に備えて、最大 限取 引相

手 の月次処理 をク リアす る1ヵ 月の保存が必要です。

②EDIユ ーザーは、送信 した メ ッセー ジの保存で は、な るべ く送信後1日 間は、再

送要求 に即応 できる状態 で保存 しておいて下 さい。5.5項 の(1)に示す よ うに、VA

N間 接続 も含 めて メッセー ジが相手 メールボ ックスに入 るまでの1日 間(24時 間)

の保存が必要 です。

(3)業 界 によるメッセージ保存期間の相違

業界 による取 引商習慣の違 い、 あるいはEDI化 す る業務や メ ッセー ジ種の違いか ら、

必要 とす るメ ッセー ジ保存 期間 に相違 が 出 ることはあ りえ ます。 例えば、大量 の(長

い)メ ッセー ジで相手に届 けばす ぐ処理がな され、月次処理等 は行われない場合、1ヵ

月の保存が必要 とはいえません。すべての業界 のEDIを 共通的 にカバ ーす る 「CII

-EDIサ ー ビス」のメ リッ トは非常 に大 きい ものの
、業界 の特性 にあ った運用を行 う

EDIサ ー ビスが併存す る可能性 は残 って います。

5.4運 用サポー ト窓 口

VAN事 業者 には、通常ユ ーザーか らの各種問 い合わせ、障害発生 時の対応等のユーザ

ー向けの運用サ ポー ト窓 口が設 け られてい るので電話番号、所 在地、担 当セ クシ ョン等 を

記録 してお き間違 いのないよ うに しておいて下 さい。

サポー ト窓口の運用 スケ ジュール は、VAN事 業者個 々の運 用 スケ ジュールに左右 され
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ることが多 々あ りますので、事前 に確認 しておいて下 さい。

5.5シ ステム運用対策

(1)メ ッセージの保存

EDIユ ーザーは送信 したメ ッセ ージについて実運用上でお き得 る トラブルで再度オ

リジナルメ ッセー ジ(デ ータ)が 必要 とされ る場合 に備えて、例えば取 引相手 の月次処

理を ク リアす る1ヵ 月 間あるいは、 メ ッセージ(デ ータ)が 相手 メールボ ックスに入 る

まで(VAN間 接続 を含 めて)の1日 間(24時 間)等 、EDIユ ーザー間で事前に保

存期間を取 り決あ、業務 に支障を きたさないようにメ ッセー ジを保存 しておいて下 さい。

② システム運用 メ ッセー ジの取扱 い

EDIユ ーザー は、 自分宛 に送信 された システム運用電文 は必ず 引き取 って(受 信)

下 さい。 システ ム運用電文 には、受信確認メ ッセー ジ、0件 メ ッセー ジ及びエ ラー情報

メ ッセー ジが あ ります 。

① 受信確認 メ ッセー ジ

EDIユ ーザー(受 信者)は 、原則 と して受信確認 メ ッセー ジを発信者へ返送 して

下 さい。受信者 によ る受信確認メ ッセージの送信 タイ ミングは、原則 として受信者 の

システムでメ ッセー ジを受信後、 トランスレータで変換時 に受信確 認メ ッセー ジを生

成 した時点 として下 さい。

EDIユ ーザ ー(発 信者)は 、受信者か ら自分宛 に返送 されて くる受信確認メ ッセ

ー ジをVANか ら引 き取 って(受 信 して)下 さい
。

発信者は受信確認 メ ッセー ジを用 いて発信メ ッセー ジの送達管理を行 うことを推奨

しますが、行 うか否か、 どのよ うな方法で行 うか は、発信者が決 めて下 さい。

発信者 が、受信者 か ら返送 された受信確認 メ ッセ ー ジのエ ラ ーフラグ 「エラ ーあ

り」を検出 した場合、 その受信者宛のメ ッセー ジグループを再送す るな ど、必要 な処

置を とって下 さい。エ ラー検 出時の必要 な処理は、発信者 ・受信者間の事前協議で取

り決めておいて下 さい。

②0件 メ ッセー ジ

0件 メ ッセー ジは、取引相手(受 信者)に 対 して、その 日に送信す るメ ッセー ジが

無い ことを明確 にす る為のメ ッセー ジです。受信者側 は、 このメ ッセ ージを受信す る

ことにより送信者側の処理遅れ等 によりメ ッセー ジが こない場合等の区別が 明確 にな
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り、 自社の運用スケ ジュール等 に寄与する ことができます。 このよ うに、0件 メ ッセ

ー ジは継続 してEDIユ ーザー間で メ ッセー ジ交換 を行
ってい る場合、 スケ ジュール

調整等効率化 に役立て ることがで きますので、0件 メ ッセ ージを運用す るか否かにつ

いては、 これ等の点を勘案 しEDIユ ーザー間で事前 に決定 し運用 して下 さい。

③ エ ラー情報 メッセージ

VANの 振 り分 け処理で、発信側所属VANコ ー ド及 び発信セ ンター コー ド、受信

側所属VANコ ー ド及 び受信 セ ンターコー ド等の誤 りによ りエ ラーとな った場合、受

信 メ ッセー ジの振 り分 け単位(メ ッセージグループ単位)を エ ラーデータ として破棄

し、エラー情報メ ッセージを作 ります。

上記エラー情報 メ ッセージは、発信側VANに ある発信者 の受信用 メールボ ックス

に、格納 され ますので発信者 は速やか にエ ラー情報 メ ッセー ジを受信 し、回復処理 を

行 って下 さい(該 当メ ッセ ージグループの内容を確認の上 、再度送信す る等)。

(3)VAN事 業者への必要事項の届 け出

CII-EDIサ ー ビスでは、VANが 受信 したメ ッセ ージに対 し、振 り分 け処理 と

相手への送達を確実 にす るために基本事項の チェ ックを行 います。 このたあに、EDI

ユーザーは事前 に利用す るVAN事 業者 に必要事項を届 けてお いて下 さい。 この必要 事

項の届け出は、メ ッセ ージ交換相手先の間違 い防止等 セキ ュ リティ確保 の面か らも、最

重要な手続 きです。必要届け出事項 は下記 のとお りです。

・ 通信手順上必要 なセ ンター コー ド及 びパ スワー ド

・ 相手先セ ンターコー ド(12桁)

・ 所属VANコ ー ド(12桁)

(4)障 害時にお けるVAN事 業者 とEDIユ ーザー との連 絡方法

障害発生時等の連絡方法 は、①電子的 に行 う(パ ソコ ン通信等)②FAX、 電話連絡

等があ りますが、VAN事 業者か らの電話連絡が一般的に多 く利用 されてい ます。VA

N事 業者 によ り連絡方法 も異な っていますので、予 めVAN事 業者 と連絡方法 を確認 し

ておき障害発生時等極力混乱を避 け るよ うに して下 さい。

5.6セ キ ュ リテ ィ対 策

(1)設 備対 策

EDIユ ーザ ー側 の設 備 で も、EDIサ ー ビス に係 わ る設 備 と して 国が 定 め る安 全 ・
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信頼性 基準(通 商産業省 「電子計算機 システ ム安全対策基準」)に 近づ けることが望 ま

しいので、努力 され ることをお薦あ します。

(2)技 術的対策

① 通信回線障害対策(モ デム等含む)

EDIユ ーザー側の通信回線の障害対策 として、ユ ーザー とア クセスポイ ン ト間の

二重化等 が考 え られ ますが、業務の重要性、 コス ト、 トラブル頻度 等を総合的 に勘案

し決定す ることが必要です。

② パ スワー ドの利用

フ ァイル ア クセスパスワー ドは、利用 す る通信 システムに大 き く依存 しますが、一

般的 にVANで 採用 しています。全銀協手順、JCA手 順、F手 順(一 部)等 の汎用

手順で は、 ファイル アクセスパ スワー ドがサポー トされてい ますので、 これを活用す

ることを推奨 いた します。他 のプライベ ー ト手順を使用す る場合で も、 フ ァイルアク

セスパ ス ワー ドを極力利用す ることが望 ま しいので、 これを通信手順選択の条件 とす

べ きです 。

③ パー トナ ーチ ェックの取 り扱い

パ ー トナ ーチ ェックとは、取引相手以外 との メ ッセージ交換を禁止 す るVANの 機

能です。従 って、取引当事者 間でEDI取 引契約を実施す る時 に、利 用す るVAN事

業者 を決 め、 そのVAN事 業者 に、取 引当事者各 々の取引相手を届 け出 して下 さい。

尚、VAN間 接続を利用す る場合 は、取 引当事者各 々が取 引相手の所属す るVAN事

業者名 も届 け出す る必要があ ります。

(3)責 任分界点 の明確化

責任分界 は、問題発生時の責任範 囲の切 り分 けのために設 け られています。 ここで言

う責任分界 とは、問題発生時、誰が責 任を持 って処理す るのかを明確 に させ るための も

のですので、EDIサ ー ビスを利用す る際に予めVAN事 業者、EDIユ ーザーが各 々

の受 々箇所を明確 に し、責任分界点を取 り決めてお く必要があ ります。

(4)運 用上 にお ける損失補償対策

EDIサ ー ビスにおけるセキ ュリテ ィ対策 とは、EDIユ ーザ ー間でのメ ッセー ジを

確実 に交換す る ことですが、回復不能な障害等が発生 しメ ッセ ー ジ交換がで きなか った

ことによ り、取 引当事者の業務上損失が発生 した場合において も、EDIユ ーザーに対

す る損失補償 は行われ ません。 また、VANで は交換で きなか った メ ッセー ジに対す る

サー ビス料金 の課 金は しない ことにな って います。
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5.7料 金負担の考え方

メ ッセージ交換料金 の負担 は 「公平 の原則」 「受益者負担 の原則 」に基づ き実施 され る

のが通常です。

尚、EDIユ ーザー相互間において業務毎 に料金負担を考慮す る可能性 もあ りますので、

予 めその料金管理方法 にっ いて、 当事者 間で しっか り取 り決 めてお く必要があ りますが、

VAN事 業者 と もその方法 にっいて予 め相談 してお く必要が あ ります。(料 金プ ログラム

の修正を伴 う場合があ ります。)

(1)VAN間 接続 な しの場合(発 信者、受信者 同一のVANを 利用す る。)

図5-1に 料金負担の原則 を示 します。

一一 ー 一一 → メ ッセー ジの方 向'

発信者 仁 一[コ ー 仁 一 国 司

←発信者負担→ 発信者
負担

受信者
負担

←受信者負担→

図5-1料 金 負担 の原則

(2)VAN間 接続 の場合

VAN間 接続 にお けるメ ッセー ジの料金負担 は下記を原則 として実施す るのが通常で

す(図5-2参 照)。

・ 発信側 の所属す るVANサ ー ビス料金 は発信者の負担 とします
。

・ 受信側 の所属す るVANサ ー ビス料金 は受信者の負担 とします
。

・VAN間 の通信 サー ビス料金 は発信者 の負担 とします。

-
VAN間 接続 ⌒

APAP

発信者VAN-1VAN-2受 信者

←一ー一 発信者負担i受 信者負担 一 一→

図5-2VAN間 接 続 の 運 用
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5.8ト ラブル補償

(1)物 理行為のみの有限責任 の原則

トラブル補償 につ いてはVAN事 業者 は現在一般的に下記 にて運用 して います。

① メ ッセー ジ内容 に関す る業務上 の損害補償の免責

VAN事 業 者 は、CIIシ ンタ ックスル ールに基づ き送信 されるEDIメ ッセー ジ

にっいて、メ ッセー ジ振 り分 け処理 のため、メ ッセージグループ ・ヘ ッダーの特定部

分のみを参照 しますが、他 のメ ッセー ジ内容 にっ いて は一切 関知 しないたあ、間違 っ

たメ ッセー ジ内容 によ る取 引当事者間の業務上の補償 は しない ことにな ります。

② 交換不能 メ ッセージの非課金

VAN事 業者 の責 によ り交換で きなか ったEDIメ ッセー ジについては、課金 され

ません。

③ メ ッセー ジ交換不能 による業務上 の損害補償の免責

VAN事 業者 は、回復不能障害等によ りEDIメ ッセ ージが 交換で きなか ったため

EDIユ ーザーに生 じた業務上の損害に対す る補償 は、原則 しない ことにな ります。

5.9そ の他

(1)サ ー ビス料金の違 いについて

CII-EDIサ ー ビスは多数のVAN事 業者 によ ってサー ビスされ ます。 それぞれ

のVAN事 業者 のサ ー ビス内容 は後述(2)の ように異な っています し、 また、EDIユ ー

ザ ーには同一の機能 ・サ ー ビスの ように見えて も、 内部の仕組みが異 な ってい る場合が

あ ります。その結果 として、各種サ ー ビス料金 は、通常VAN事 業者毎 に異 なっていま

す。VAN間 接続では、2つ のVANの うちどち らが発信側 にな るかで料金が異な りま

す。 日本か ら米国へ電話 をす る場合 と米国か ら日本へ電話 をす る場合で は、料金が異な

ることと同 じと考えて下 さい。

② その他

EDIメ ッセー ジの伝送状況(伝 送 ステ ータス)のEDIユ ーザーか らの リアルタイ

ム照会機能、伝送状況 ログのユ ーザーへの フ ァイル転送機能等のサポー ト機能 は、個 々

のVAN事 業者によ って異 な ってい ます。 この ようなサ ポー ト機能は大変有効な機能で

すので、EDIユ ーザーはVAN事 業者の選択条件 にす ること も一方法 です。

また、CII-EDIサ ー ビスで は、どのVAN事 業者を選択 して もVAN間 接続に
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よ って、すべ ての取引先 とのメ ッセ ージ(デ ータ)交 換が可能ですか ら、取引先の地域

業界等の分布 とは無関係 に、VAN事 業者 のサー ビス内容(サ ポー ト機能、ア フタケア

等)でVAN事 業者 を選択す ることが得策で しょう。
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一 ーー ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー 一1

参 考 資 料1-1.EDIサ ー ビ ス 利 用 申 込 み 方 法

利用者がEDIサ ー ビスに加入す るにあたって、VAN事 業者 と取 り交わす書類 に は以下

の ものがあ ります。

一 一[動 一 一

坐響 隠
㌫

(1)EDI標 準 データ交換サ ー ビス利用契約書

利用者がVAN事 業者の提供す るEDIサ ー ビスを利用 す るにあた って、VAN事 業者

と取 り交わすEDIサ ー ビス利用契約 です。

各VAN事 業者所定 の契約約款および契約書 によ ります。

・ 用語 の定義 ・ 料金等

・ サー ビスの種類 および内容 ・ 損害賠償の限度

・ 利用契約の締結 ・ 利用停止 および利用契約 の解 約

・ サー ビスの私 用の制限 ・ 機密保持

・ サー ビス用通信 回線の維持責任 等

(2)EDI利 用通知書

利用者がVANに 接続す るために、VAN事 業者 と取 り交 わす接続仕様、運用規約 にっ

いての確認書です。EDI利 用通知書では以下の項 目にっ いての確認を行 います。

■運用窓 口関連情 報

①VAN窓 口 ② 利用者窓 口

・ 呼称(ex .ヘルプデスク)・ 社名/事 業所

・ 所在地 ・ 所在 地

・Te1-No ./FAX-No.・ 担 当部署

・ 受付時間帯 ・ 担 当者

・ 申告方法 ・Te1-No ./FAX-No.
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■利用者設備関連情報

① ホス ト/端 末環境

・ メーカー/機 種

・OS

・ 通信 ソフ ト

■伝送手順関連情報(全 銀手順)

① アクセスポイ ン ト電話番号

② 通信制御電文設定 内容

・ セ ンター確認 コー ド

・ パス ワー ド

・ モー ド

③ 転送方式(一 括or分 割)

■ メ ッセ ー ジ ・グル ー プ ・ヘ ッダ ー設 定 項 目

① 発 信 者情 報

・ 発信 セ ンター コー ド

・ 所 属VANコ ー ド

② 回線 環 境

・ 回線 種 別/伝 送 速度/伝 送 ブ ロ ック長

・ 使 用 モ デ ム 機種(メ ー カ ー)

・ モ デ ム タイ ミン グ(RS→CS)

・ モデ ム タイ ミン グ(キ ャリア→CS)

・ モデ ム ス クラ ン ブ ラ

④ ファイル制御電文設定 内容

・ ファイル名

・ フ ァイルア クセ スキー

・ レコー ドID(標 準 は0:固 定長)

・ レコー ド長(標 準 は251バイD

・ 再送指定区分(フ ァイル単位orテキスト単位)

・ データ圧縮ID

⑤ 処理結果設定 内容(全 銀手順準拠)

⑥ 転送終了判定 タイ ミング

② 受信者情 報

・ 受信セ ンター コー ド

・ 所属VANコ ー ド

③BPID

④ 情報区分
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■運用 関連確認情報

①VAN運 用 時間

②VAN運 用停止 日

③ 再送依頼方法

④ データ保存期 間

・ 配信済 データ

・ 未配信 データ

⑤ データエラー通知方法

⑥ エ ラーデータ処分方法

⑦ 業務別運用 スケ ジュール

・ 業務

・ データの流れ

・ 伝送開始時刻

・ データ発生頻度

・ データ量
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参 考 資 料1-Il.接 続 試 験 の 手 順 と 方 法(例)

接続試験 の方法 については利用す る各VAN事 業者 により異 なりますが、 ここで は一般的

な内容につ いて説 明 します。

(1)疎 通 テス ト

通信 レベルで の接続、テス トデータによる送受信(折 り返 し)テ ス トを行 います。

・VANと の通信 プロ トコル上の接続テス ト

ーモデムの設定あ確認

一自動 ダイヤルの確認

等

・ テ ス トデータ(CIIフ ォーマ ッ ト)の 送受信

一メ ッセー ジグループヘ ッダーの確認

② 連動テ ス ト

取 引先 と連動 した状況でのテス トを行 います。

・ 自社 と取引先の双方向のテス トデータの送受信

一メ ッセ ージグループヘ ッダーの確認

(3)実 データテス ト

・ 実 データによる一連の通信 と前後の処理 テス ト(メ ッセー ジグループヘ ッダー内運

用 モー ドをテ ス トす る)。

一変換 ソフ ト(ト ランス レータ)の テ ス ト

ー業務 プ ログラムのテス ト

(4)並 行運用

実運用 とまった く同一条件で運用を行 います。

従来の形態 もそのまま継続 し、両方の処理結果が一致 し、かっ業務運用全体が スムーズ

に行われ る ことの確認を行 って下 さい。
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発信者VAN受 信者

一
⇔(1)疎 通 テ ス ト

⇔(2)連 動 テ ス ト

くコ(3)実デ ータ テ ス ト

⇔(4)並 行 運 用

一ー
テストデ一夕

)∈

一

⊃ 一
テストデ一夕
ー
ー一

一
テストデータ

)

闇
一一
実データ

)

∈ ' テストデータ
)
一
一
実デーク
)

一

く

運 用 モード

=テ スト
運 用 モード

=テ スト

'

∈ ,

一
実データ

}運 用 モード
=実 運 用

運 用 モード
二実 運 用

i

従来の伝票等[コ

i

図 接続試験の内容
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参 考 資 料1-111.接 続 先(取 引 先)と の 最 低 限 必 要 な 確 認 事 項 一 覧

EDIを 行 う取引先 との間で取 り交わす書類 には、①取 引基本契約書、②取引EDI化 覚

書 、③EDIデ ータ確認書が あ ります。

(1)取 引基本契約書

相互 に取引関係 のあ るユ ーザ企業間に、既 に締結 されてい る契約書です。

尚、まだEDIを 導入 して いな い企業が新規 にCII標 準 によるEDIを 導入す る場合、

本項の取 引基本 契約書 と次項(2)取引EDI化 覚書 とを一 緒に した契約書にす る こと もで き

ます。

(2)取 引EDI化 覚書

資材受発注など取 引関係のあ る企業 間で既 に締結 されてい る取引基本契約 に対 して、C

II標 準 によるEDI化 に必要な補足事項を記述 した もので、下記の様な項 目を含 みます。

・ 目的 ・ 記録 内容の改ざん禁止

・ 適用範囲 ・ 取 引関係情報の保存

・ 用語の定義 ・ 秘密保持

・ 実施手順 ・ 権利義務の譲渡

・ 意思表示の時期 ・ 本契約の解約

・ 個別契約 の成立 および内容 ・ 期限の利益の喪失

・ 個別契約の変更 ・ 本契約お よび個別契約 の解 除

・ 本 システム障害 時の措置 ・ ・ 協議事項

・ 費用負担 ・ 有効期間

・ 装置および通信 回線の整備 等

・ 装置の保守
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一
(3)EDIデ ータ確認書

EDI取 引を行 う企業 間において、接続に先立ち送信す るデータの内容 を確認す るため

の資料 です。

■ メッセー ジ ・グル ープ ・ヘ ッダー及 びデータ内の企業 コー ド

① 発信者情報 ② 受信者情報

・ 発信 セ ンターコー ド ・ 受信セ ンターコー ド

・ 所 属VANコ ー ド ・ 所属VANコ ー ド

・ 発信者 コー ド ・ 受信者 コー ド

③BPID

*複 数 ある時 は、部門 コー ド一覧表を利用

■データ項 目

情報区分毎 に、各項 目No.の 使用有無、意味、桁数、繰 り返 し数、等 を発信者/受 信者

相互 に確認す る。

(4)運 用関連規約

EDI業 務の運用 関連事項 について、確認す るための資料。

・ 業務窓 口

・ データ発生 タイ ミング

・ データエ ラー通知方法(受 信確認電文、等)

・ エラーデータ処分方法

・ デー タ再送依頼方法

・ 受信確認メ ッセー ジおよび0件 メ ッセー ジの運用
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参 考 資 料1-IV. 主 なClI-EDlサ ー ビ ス

サ ポ ー トVAN事 業 者(あ い う え お 順)

1994年3月 現在

以下 にCII-EDIサ ー ビスのサポー ト状況について示 します。下記 に掲載 していない

VAN事 業者 のサポー ト状 況については、該 当VAN事 業者に直接お問 い合わせ下 さい。

1.日 本 ア イ ・ピー ・エ ム ・サ ー ビス 株式 会 社

サ ー ビス名 称:IBM-NMS(サ ー ビス中)

シンタヲクスルール モード:TYPE12分 割 モ ー ド、TYPE12通 常 モ ー ド

通信 システ ム:全 銀手 順 他

2.株 式 会 社 日立 情 報 システ ム ズ(日 立VAN)

サ ー ビス名 称:日 立VAN「CII-EDIサ ー ビス」(サ ー ビス 中)

シンタヲクスルール モード:TYPE12分 割 モ ー ド

通信 システ ム:全 銀 手順 他(F手 順 サ ポ ー ト予 定)

3.株 式 会 社 東 芝

サ ー ビス名 称

シンタヲクスルール モード

通信 シス テ ム

東芝CII-EDIサ ー ビス(94年4月 か ら開始予定)

TYPE12分 割モ ー ド

全銀手順他

4.日 本電 気 株 式 会 社(C&C-VAN)

サ ー ビス名 称:CII-MAXサ ー ビス(サ ー ビス中)

シンタックスルール モード:TYPE12分 割 モ ー ド

通 信 シス テ ム:全 銀 手 順他(F手 順 準 備 中)
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5.富 士 通 株 式 会 社

サ ー ビス名 称

シンタヲクスルール モード

通 信 シス テ ム

FENICS-EDIサ ー ビス(サ ー ビス中)

TYPE12分 割 モ ー ド、TYPE12通 常 モ ー ド

全 銀手 順 、J手 順 、H手 順 他

6.三 菱電機情 報ネ ッ トワー ク株式会社

サ ー ビス名 称

シンタヲクスルール モード

通 信 シス テ ム

:MAIND-VAN(94年7月 か ら開始 予 定)

:TYPE12分 割 モ ー ド、TYPE12通 常 モ ー ド

:全 銀 手 順他
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参 考 資 料1-V.標 準 企 業 コ ー ドの 登 録 と 登 録 窓 口

(1)標 準企業 コー ドの登録方法について

標準企業 コー ドは、(財)日本情報処理 開発協会 産 業情報化 推進セ ンターが管理 して い る

EDIの ための企業 コー ドです。標準企業 コー ドは、下図の よ うに、6桁 のr企 業識別 コー

ド』 と6桁 のr枝 番』で構成 されて います。

C1 C2C3C4 C5 C6 D1 D2 D3 D4 D5 D6

∈ 企業識別 コー ド 枝番〉∈ !

『枝番』につ いて は各企業独 自の管理がで きますが、r企 業識別 コー ド』 につ いて は、登

録が必要です。登録 は、各業界 ごとに、下記の登録窓 口で行 って います。 しか し、 どの登録

窓 口で登録を行 って もr標 準企業 コー ド』であ り、業界を越えて共通に使用す ることがで き

ます。別の業界の窓 口で登録 して も差 し支えあ りません(例:鉄 鋼関連 の会社が電子機器業

界で登録等)。 電子機 器業界(電 子機械工業 会)で は、業 界内用語 としてr統 一企業 コー

ド』 とい う名称が使われていますが、r標 準企業 コー ド』 と同一 の ものです。

登録方法 は、登録窓 口によ っては異な ることもあ りますが 、登録料金等につ いて は共通で

す。詳細 は、直接登録窓 口へ問い合わせて くだ さい。

尚、r標 準企業 コー ド』は、働流通 システム開発 セ ンターが管理 してい る流通業界のr共

通取 引先 コー ド』 とは現在の ところ互換性 はあ りませんので、注意 して下 さい。

〔登 録料 … 一ーーーー一3年 有 効 〕

資本 金1億 円以 下

〃1億 円 を越 え る時

20,600円(消 費 税 込 み)

41,200円(消 費 税 込 み)
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(2)登 録 窓 口(1994年3月31日 現在)

① 電 子 機 器 業 界

閲 日本 竜 子 機 械 工 業会EDIセ ンター

㊦105東 京 都 港 区 西新 橋2-8-11第 七 東 洋 海事 ビル

TELO3-3593-8323FAXO3-3593-8324

② 鉄 鋼 業 界

㈲ 鋼 材 倶 楽 部 鉄 鋼EDIセ ンタ ー

@103東 京 都 中 央 区 日本 橋茅 場 町3-2-10

TELO3-3669-5711FAXO3-3669-5798

③ 建 設 業界

㈱ 建 設業 振 興 基 金 建 設 産 業情 報 化 推進 セ ンター

壱105東 京 都 港 区虎 の 門4-2-12森 ビル2号

TELO3-5473-4573FAXO3-5473-1593

④ 住 宅産 業

働 住 宅産 業 情 報 サ ー ビス

⑥105東 京 都 港 区虎 の 門1-23-7第23森 ビル

丁肌03-3502-8541FAXO3-3503-1339

⑤ そ の他(上 記 以 外)の 業 界

働 日本 情 報 処 理 開発 協 会 産 業 情 報化 推 進 セ ンター

㊦105東 京 都 港 区芝 公 園3-5-8機 械振 興 会館 内

TELO3-3432-9386FAXO3-3432-9389

＼
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(3)「共通 取 引 先 コー ド(DCC管 理)のCll-EDlサ ー ビス」 へ の 応 用 につ いて

働 流通 システ ム 開発 セ ンター で管 理 され て い る 「共 通 取 引 先 コー ド」 をCII-EDIサ

ー ビスに活 用 す る場 合 は
、 下 図 の よ うに します 。 この よ うにすれ ば 、 産 業情 報 化 推 進 セ ンタ

ーの 「標 準 企 業 コー ド」 と い っ しょに運 用 で き ます
。 メ ッセ ー ジグル ー プ ・ヘ ッダ ー に は、

前 後 にゼ ロを追加 した12桁 を セ ッ トして下 さい 。

VAN事 業 者 へ は、 「0」+「 共 通 取 引先 コ ー ド(6桁)」+「 枝 番(2桁)」+「00

0」 の12桁 を 届 け 出て 下 さい。

共通取引先 コー ド

6桁 コー ド
A /チ ェ ッ'/

一

K1 K2 K3 K4 K5 Ch B1 B2

一

≡

↓
↓↓

チ ェ ックデ ジ ッ ト

↓
0 K1 K2 K3 K4 K5 Ch B1 B2 0 0 0

ゼロを追加する

↓ ↓ i
CIIシ ンタヲクスルール n1 n2 n3 n4 n5 n6 m1 m2 皿3 m4 皿5 m6

↑ ↑ ↑
標準企業 コー ド C C C C C C D D D D D D
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参 考 資 料1-Vl.Cll推 奨 トラ ン ス レ ー タ ー
一 覧 表

1994年3月31日 現在

開 発 メ ー カー 問合先 備考(CII推 奨合

(販 売 メ ー カー) 製品名(略 号) 対象マ シン (技術相談) 格 日)

IBM、 日立 03-3235-8702 1994.1.10

蝶理情報 システム DEX-CII 富士通等の 藤野 裕司
㈱ メ イ ンフ レー ム

IBM-AS4 03-3546-3097 1993.11.22

日本IBMサ ー ビ CII/400 00シ リーズ対 大谷 裕紀
ス㈱ 応

IBMメ イ ンフ 03-3546-3097 1993.11.22

日本IBMサ ー ビ CII/MVS レーム対応 大谷 裕紀
ス㈱

NEC-ACO 03-3456-7420 1993.11.22

日本電気㈱ EDITRL S2シ リー ズ 03-5569-7161

/CII(ACOS2) 吉村 政幸

EDIFT/CII 日立のメイ ンフ 045-881-7161 1993.10.29

㈱ 日立製作所 (マ シ ン,OSの 違 い レ ー ム 池田 裕
によ り数種 あ り)

0424-69-6623 1993.6.15

日本DEC VMSGENTR VAXシ リー ズ 高梨 幹範
ANCII

IBMメ イ ンフ 03-3437-7732 1992.12.25

ス タ ー リング ソ フ GENTRAN レー ム,日 立 富 大野 善啓
トウ ェア㈱ －CII 士通等

NEC-ACO 03-3456-7420 1992.12.18

日本電気㈱ EDITRL S4シ リーズ 03-5569-7161

/CII(ACOS4) 吉村 政幸

03-5561-3387 1992.12.15

日本ENS& JeTraCII ユ ニ ッ ク ス ・マ 団野 宗明
AT&T㈱ シンなど

FEDIT 同 社 製 メインフレーム, 03-3437-5111 1992.12.7

富士通㈱ 対 象 マ シ ン,OSに 対 Kシ リーズ,FM一 内2921

応 して数種あり Rシ リーズ 小泉 元春

外販無 し。変換 03-3534-5656 1992.12.1

NTTデ ータ通信 TWIN'ET一 サ ー ビス用 大竹 繁
㈱ DXCII

MS-DOS 03-3865-3347 1992.12.1

㈱ アル ゴテ クノス NTS-400一 パ ソ コ ン 宮田 孝好
21 EDI

ユニックスマシン 及 び 0120-46-3410 1992.12.1

㈱SRA TRANCII MSDOS 岸 伸彦
パ ソ コ ン

日本電気 ソフ トウ PC9801シ リーズ 03-5569-3219 1994.3.31

エア㈱ E-TRADE MS-DOS(Ver3.1 細田 直正
/CII 以上)
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参考資料2 (業界動 向)

1 ● 建設産業 ■.■ ■ ● ■ ■ ● ⑨ ● ■ ● ● ● ■ ■ ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ・. ● ・ ■ 77

E. 住宅産業 ● ● ● ■ ■ ■ ● ■ ● ■ ・ ■ ■ ● ● ● ■ ■ ■ ■ ● ・ ・ ◆ ● ■ ■ ■ 83

皿. 石油化学 ■ ● ■ … ● ● ■ ● ● ■ ■ ■ ■ ● ● ● ● ■ ● ■ ● ■ ■ ● ● ● ● 89

IV. 総合商社 ■ ■ ● ● ■ ● ● ● ・ ● ・ ● ■ ■ 99

V. 鉄鋼業界 ● ■ ■ ■ ■ ・ ■ ■ ■ ● ● ■ ■ ■ ● ■ ● ● ■ ■ ■ … ⑨・・104

VI. 電機業界 ● ■ ■ ● ・ ■ ■ ■ ■ ● ● ● ● ● ・ ・ ● ● ● ■ ■ ● ■ ● ● ● ■ ■ ■ ● ● ■ ● 110

V皿. 電子機器業界 ■ ■ ● ■ ■ ● ■ ● ● ● ■ ■ ●$・ ・ ● ■ 114

v皿. 電線 ・ケーブル業界 ● ● ● ● ● ● ■.・ ● ● ■ ■ ● ●■● ●.● ㊨ ■ ● 121

D(. 電力業界 ● ・ ・ 旬●.・. ● ■ ● ● ● ● ● ● ● ● ■ ● ●.● ・.$ 126





参 考 資 料2-1.建 設 産 業

1.推 進母体

(1)名 称

財団法人 建設業振興基金(昭 和50年7月 設立)

FundforConstructionIndustryPromotion

(2)目 的

建設業の近代化、合理化 を促進 しその体質改善 強化 を図 るたあ、各種事業を行 う。

(3)活 動内容

① 建設業者団体等が行 う共 同事業資金の借入金 につ いての金融機関に対す る債務保証

② 建設業の構造改善 に関する調査 ・研究、指導、助成等

③ 建設業の経営 に関す る改善指導

④ 建設業 にお ける情報化 の推進

⑤ 建設業法 に基づ く建築 ・電気工事施工管理技術検定試験等の実施

⑥ 建設業経理事務士試験 等の実施

⑦ その他

2.EDl推 進組織

(1)機 関名

財団法人 建設業振興基金 建設産業情報化推進セ ンター(平 成4年4月 設立)

CI-NETPromotionCente「

② 目的及び活動 内容

CI-NET(建 設産業情報ネ ッ トワー ク)の 推進。

平成3年12月 に出された 「建設業における電子計算機の連携利用 に関す る指針」(建

設省告示)を 受 け、建設産業情報化推進 セ ンターを設立 し、各種標準化活動を行 ってい る。

(3)建 設産業情報化推進セ ンター会員数(平 成5年 度)

ゼ ネ コン、 サ ブ コン、商社、 コ ンピュー タメーカー、建設関連主要団体等64会 員

(巻末の会員企業 リス ト参照)

一77一



(4)組 織

(5)連 絡 先

〒105東 京 都 港 区虎 ノ門4-2-12虎 ノ門4丁 目森 ビル2号 館3階

財団 法 人 建設 業 振 興基 金 建 設 産 業情 報 化 推 進 セ ンター

TEL:03-5473-4573FAX:03-5473-1593

3.EDlに ついて

(1)EDI標 準化 の経緯

建設業界 は、52万 余の建設会社、GNPの2割 に相当す る建設投資(90兆 円)を 擁

す る基幹産業である。 しか し、 この うち大企業 は5000社 余 りしかな く、99%は 中小

・零細企業で 占め られている。

CI-NETの 検討 は、昭和63年 に考 え られた図表 一1のCI-NET5つ の構想 に

始 まる。 この うち、EDIと いわれ る建設業者 間の情報交換業務、建設費機材業者 との情

報交換に着 目 し、ニーズの高い業務か ら標準化 を行い、CI-NET標 準 ビジネスプロ ト

コルVer .1.0、Ver.1.1を 発表 し、 これ までに建設業界の基本的な取引 に使用す るための

規約を一通 り策定 している。

建設業 の取 引にっ いて説明す ると、まず、 その流れ としては、施主か ら工事を受注 した

ゼネ コンが複数のサブコ ンへ下 請 けさせ る形で重層化 されてお り、標準的な建設現場で も

100社 程度のサブコ ンが関わ り、取 引形態 も複雑化 している。建設業界 と関連が深 い業

界 として は、商社、資機材メーカー等が ある。

取 引上重要 な ものは、見積業務 であ り、工事の段階に応 じて い くっ もの見積(契 約前 に

行 う下見積 も含む)が 行われ る。 見積 は帳票 にす ると数百ペ ージとい う膨 大な もの も少 な

くない(見 積内訳書を含む)。 現時点 では、サ ブコンがゼネ コンに見積回答を提出す る場
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図表 一1Cl-NET構 想

① 建設業者 間の情報交換業務
総合工事業者、専門工事業者間 における見積、注文、出来高、請求、支払、CAD

データな どの商取 引及びそれに付随 した情報交換業務。

② 建設費機材業者 との情報交換業務

生 コン、鉄筋、機材 リースな ど主要機材 に係わ る見積、注文、出荷 ・入荷、請求、

支払、CADデ ータなどの商取引及 びそれに付随 した情報交換業務。

③ 処理代行業務

ネ ットワー クを通 じて、各種の事務計算、積算事務 、技術計算 などの業務処理 の代

行を行 う業務。

④地域型情報交換業務
労務情報や残土廃材情報、通達 ・案内など地域性の高い情報を電子掲示板やメール

BOXを 利用して相互交換する業務。

⑤官公庁に対する届け出等情報交換業務
道路使用許可や労務 ・安全情報など、官公庁との情報交換を行 う業務。

合 に、サブコ ン社内の コンピュータで出力 した帳票 をゼネ コンの書式 にあわせて転記 し、

持参 または郵送 し、受 け取 ったゼネ コ ンも自社 システムに再入 力 している。

CI-NETで 既 に実用化 されて いるあるゼネコ ンの1部 門での例をあげ ると、 「標準

的な見積書1件(約250頁)の 再入力 に約20時 間かか ってい るものがゼ ロになる。 ま

た、専門のパ ンチ ャー6人 が不要 にな る。また、サブコ ンに とって もゼネ コ ンの書式 に合

わせ る必要がな くな る。 」等 の効果が報告されてい る。業務 の一 部か らみて もこの ような

メ リッ トが あ り、標 準的な工事 にお いて、EDI取 引を考え ると図表 一2の よ うにな る。

(2)EDI標 準化の内容

CI-NETで は、まず 、平成3年 にCI-NET標 準 ビジネ スプロ トコルVer.1.0、

平成4年 にCI-NET標 準 ビジネ スプロ トコルVer.1.1を 策定 している。 また、平成6

年度中にCI-NET標 準 ビジネスプロ トコルVer.1.2を 策定 し、CADデ ータ伝送用 メ

ッセ ージ、CI-NET標 準単位 コー ド等を追加 す ることと して いる。

以下、プロ トコルの概要 を ご紹介す る。

① 情 報伝達規約

CI-NETの 通信手順 は、 当面、全銀協手順(全 銀手順)を 採用。

現在開発が行 われているF手 順等(高 速データ伝送用)が 市販 された段階で移行を検

討。

② 情報表現規約

・構文規則(CIIシ ンタ ックスルール)

一79一



図表 一2工 事段階別のEDI取 引例

[=コEDIで 実 施 可 能 な 取 引 等(CI-NET標 準 ビ ジ ネスフ。ロトコル1.1で標準メッセージ を雛 済み)[

=]必 要 に 応 じ随 時 行 わ れ る 。

工事段階 取 引等の 種類 発注者等 三
門

ゼ ネ コ ン サ ブ コ ン等

入札公告 下(概 略)見 積 条件等提示 →

企

画 建築見積依頼 ⇔ 建築見積回答
下(概 略)見 積 条件等提示 → 部 設備見積依頼 ⇔ 設備見積回答
設計図書 設計図面 → 門 CADテ ㌧ タ ⇔ CADデ ータ

↓

入 札

↓

落札 工事契約 契約締結

←

⇔

亘
業

部

札入れ

契約締結
各種事前届 各種事前届 ⇔ ■ 各種事前届
(契 約付 随、着工 見 (契 約付 随、着工

届等) 積

部

届等)

き
↓ ※

実行予算 各工事現場詳細 建築見積依頼 ⇔ 建築見積 回答

書作成 見積 実 設備見積依頼 ⇔ 設備見積 回答

行 購買見積依頼 ⇔ 購買見積回答
設計図書 設計図面 → 部 CADテ ㌔ タ ⇔ CADテ ㌧ タ

門
(

施工計画書眉 受領 ← 工 施工計画書報告 ← 施工計画書

工事契約
務
部 確定注文 ⇔ 注文請け

↓
●

着工 作
※ 業

各工事詳細見積 所 建築見積依頼 ⇔ 建築見積回答
■ 設備見積依頼 ⇔ 設備見積回答
経 購買見積依頼 ⇔ 購買見積回答

施 工図 理 CADテ ㌧ タ ⇔ CADデ ータ

工事等発注 部 確定注文 ⇔ 注文請け

資材出入荷管理 等 入荷情報 ⇔ 出荷情報
出来高管理

)

出来高確認 ⇔ 出来高報告

請求支払 出来高支払 ⇔ 出来高請求

労務 ・安 全等 届 受領 ← 取りまとめ ・報 告 ← 報告

出来高報告等 受領 ← 取りまとめ ・報 告 ← 報告
↓

竣 工 竣工検査 竣工検査 竣工届
(竣 工届 等) 受領 ← 報告

竣 工図面 設計図面 ← CADテ ㌧ タ ⇔ CADデ ータ

※ 各 工 事 と は 、 仮 設 、地 業 、躯 体 、仕 上 、設 備 等 工 事 を 示 す 。
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CI-NETで は、開発 当初か らCIIシ ンタ ックスルール(可 変長 レコー ド)を 採

用。

・標準 メ ッセ ージ(帳 票)

建設業界の基本的な取引にっ いて、下記5業 務11メ ッセー ジを公表。

見積業務(見 積依頼情報/見 積回答情報)

注文業務(確 定注文情報/注 文請 け情報)

納入業務(出 荷情報/入 荷情報)

出来高業務(出 来高報告情報/出 来高確認情報)

請求業務(請 求情報/請 求確認情報/支 払通知情報)

*CADデ ータ伝送用メ ッセー ジは平成6年 度中 に公表予定。

③ 業務運用 規約

ユ ーザー とVAN会 社が守 らなければな らないルールに関す る規約。

(統 一企業 コー ドの使用、伝送授受の確認方法、責任分界、障害が発生 した場合の対

処方法等)

④ 取 引基本規約

EDI取 引を行 う当事者同志の基本的な契約書の参考例。

(3)CI-NETの 進捗状況及び今後の予定

① トライアル実施状況

CI-NETの 実用化 に向けて、現在、実用化推進委員会で は、 トライアル(セ ンタ

ー会員企業を 中心 に実際の取引にCI-NETを 適用す ることを前提 と した試行)を 実

施。現在の トライアル対象業務 は、図表 一2の うち、建築見積依頼/回 答情報、設備見

積依頼/回 答情報、購買見積/回 答情報、請求/支 払情報。

② 今後 の予定

・CI-NET実 用化推進

大規模公共工事現場にCI-NETを 適用 し、そのメ リッ トをモニ タ リングす る調査

事業の実施等

・発注者 も含 あた新 たなCI-NETビ ジョンの策定

・国際標準(EDIFACT 、STEP等)の 調査

・CI-NET標 準 ビジネスプロ トコルVer .1.2の 策定等
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建設産業情報化推進センター会員企業 リス ト

(五十音順)

㈱青木建設

㈱新井組

安藤建設㈱

㈱内田洋行

NTTデ ータ通信㈱

㈱大林組

㈱奥村組

鹿島建設㈱

㈱関電工

北保証サービス㈱

共立建設㈱

㈱きんでん

㈱熊谷組

㈱建設経営サービス

㈱建設総合サービス

㈱建設電算センター

㈱鴻池組

五洋建設㈱

佐藤工業㈱

㈱佐藤工務店

((社)全 国鉄筋工事業協会推薦)

三機工業㈱

((社)日 本空調衛生工事業協会推薦)

清水建設㈱

シャープ㈱

スター リングソフ トウェア㈱

住友建設㈱

住友商事㈱

住友電設㈱

セコムネ ット㈱

㈱銭高組

(社)全 国中小建設業協会

全国生コンフリー ト工業組合連合会

大成建設㈱

㈱ダイテ ック

㈱竹中工務店

多田建設㈱

東急建設㈱

㈱東芝

戸田建設㈱

飛島建設㈱

長野県セメ ント卸協同組合

西松建設㈱

日本アイ ・ピー ・エム㈱

日本建工㈱

((社)全 国建設室内工事業協会推薦)

(社)日 本建設業経営協会中央技術研究所

(社)日 本建築積算協会

日本国土開発㈱

日本ディジタルイクイ ップメント㈱

日本電気㈱

㈱間組

㈱ 日立製作所

㈱藤木工務店

不二サ ッシ㈱

㈱フジタ

富士通㈱

不動建設㈱

前田建設工業㈱

前田道路㈱

丸藤 シー トパイル㈱

三井建設㈱

三菱建設㈱

三菱電機㈱

㈱山口工務店

((社)日 本建設躯体工事業団体連合会推薦)

山崎建設㈱

((社)日 本機械土工協会推薦)

㈱雄電社

((社)日 本電設工業協会推薦)
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参 考 資 料2-11.住 宅 産 業

1.団 体の概要

(1)名 称

財団法人 住宅産業情報サー ビス

(英 文名:HousingIndustryInformationService)

② 所在地等

〒105東 京都港区虎 ノ門1丁 目23番7号 第23森 ビル

電 話:03-3502-8541

FAX:03-3503-1339

(3)設 立

昭和46年11月(通 商産業省、建設省両省の共管の もとに設立)

(4)目 的

両省の強力な支援 を得なが ら、活発な委員会活動や調査 ・研究を行い、 タイム リーな情

報収集 に努 め、適時 ・的確 にこれ らの情報を伝達す るとともに、関係各位 に閲覧サー ビス

を実施す ることによ り、住宅産業の発展 に寄与す ることを 目的 とす る。

(5)事 業内容

① 住宅情報提供事業

住宅生産 、資材流通、経営管理 に役立っ 内外のカ レン ト情報、 あるいは住宅産 業に関

連す る広範 な最新 データを収録 した資料を定期的に発行 し、提供す る。

(月 間 「住生活」、年間 「住宅産業ハ ン ドブック」等)

② 工業生産住宅品質向上対策事業

工業生産住宅等品質管理優良工場等認定規程 に基づ き、優良 な工場の認定を行 う。

(通商産業大 臣に登録 した認定事業)

③ 住宅産業 のあ り方 に関す る調査研究事業

技術革新、高度情報化のめざま しく進展す る国際化社会 の中にあ って、 ライ フスタイ

ルの変化 に対応す る諸 問題 を学識経験者及 び業界関係者か らなる委員会を設置 し、調査

研究 を行 う。

④HIIS-NET情 報事業

通商産業省告示第172号(住 宅設備機器等流適業 にお ける電子 計算 機の連携利用に
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関 す る指 針)の 実 施機 関 と して 、 住 宅 産 業界 にお け る電 子 デ ー タ交 換 シス テ ムの ネ ッ ト

ワー ク化 によ る情 報事 業 を行 う。

(注)HIIS-NET:HousingIndustryInformationSyste皿NETwork

2.EDlに ついて

(1)業 界の特徴

『住 宅設備 機器 、イ ンテ リア用 品及 び土 木建築 材料(以 下 「住 宅設 備機器 等」 とい

う。)の 流通 は、その種類別 、メーカー系列別、戸建 ・集合住宅別 に経路が異 なってお り、

流通 に関与す る主体 もメーカー、商社、流通店、施工業者等広範 にわたっている。 このた

あ、住宅設備機器等 の流通 は著 しく複雑 な ものとな っている。

また、経済社会の高度情報化の進展 の中にあって、一部の大手メーカー等は単独で情 報

化を進めているが、業界全体でみ ると情報 ネ ッ トワー クの構築 は未だ初期の段階にあ る。

この ことによる流通の合理化の遅れによ り、住 まい手 の多様化、高度化 したニーズに対 し

十分対応で きない状況にあ る。

こうした状況の下で、住 まい手ニ ーズの多様化、高度化 に対応 しっっ、効率的に住宅設

備機器等の供給 を行 うためには、住宅設備機器等の流通 におけるオ ープ ンな情報ネ ッ トワ

ークを構築 し、流通の高度化 、合理化を推進す る必要があ る。』

以上 は、住宅産業 におけ る連携指針の一部であ るが、 この ように住宅産業は多数の業種

の集合体であ り、商品の品 目も無数 に存在す る業界で ある。従 って業界の範囲 も、そめ周

辺 はとい うと非常 に不明瞭であ り商習慣 もさまざまで、 しか も相対 的に遅れているといわ

ざ るをえない。

(2)HIIS-NET(住 宅産業におけ るEDI)実 現の経緯

昭和62年4月

平成2年3月

平成4年3月

・住宅産業 にお ける情報 システムネ ッ トワー ク構築に向けて、住宅産

業の製造 、流通業等関連企業27社 を中心 に検討委員会 を設置。

委員会名:「 住宅産業 に係わ る高度情報化調査研究委員会」

・オ ープ ンネ ッ トワー クとしての機能 を重視 し、委員会において 「C

IIシ ンタ ックスルール」の採用を決定。

・通商産業省の指導の もとに、委員会における5年 間の調査研究活動

の結果、住宅産業界のEDI標 準 「HIIS-NET標 準 ビジネス
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平成4年4月

平成4年7月

平成4年9月

平成4年11月

平成4年12月

平成5年7月

平成5年9月

平成5年11月

平成5年12月

平成6年2月

プ ロ トコルVER1.0」 を完成。

・住宅産業 におけ る連携指針 「住宅設備機器等流適業 における電子計

算機の連携利用 に関す る指針」が通 商産業省 よ り告示 され る。

・HIIS-NET情 報事業の展開に関す る企画完 了。

・HIIS-NET案 内書 「HIIS-NET情 報 事業 にっいて」第

1版 完成。

・業界 内企業に対 し、普及 ・啓蒙活動開始。

・前記委員会参加企業の経営 トップ層 に対す るHIIS-NET説 明、

及 び意見交換のための懇談会を開催。

11月12日rHIIS-NETに 関す る流通関係企業懇談会 」

参加(商 社 ・卸売業 計11社)

11月12日rHIIS-NETに 関す る製造関係企業懇談会」

参加(製 造業 計8社)

・懇談 会参加企業の中か らHIIS-NET利 用意 向の強い8社(製

造業3社 、卸売業5社)に よ って、実稼働 に向けての検討会 を結成、

運用の具体的マニ ュアル作 りを開始。

・出荷データ と請求 データに関 し実稼働のための運用 マニュアルが完

成。

・出荷デ ータ交換の トライアルを、製造業1社 と卸売業1社 の間で開

始。

・住宅資材 に関す る主要販売店7社 に対す るHIIS-NET説 明及

び意見交換のための懇談会を開催。

HIIS-NETを メーカー→卸売業→販売店へ と広 げるための素

地作 りに着手。

・上記2社 による出荷データ交換 の実稼働 に入 る。

・受発注及 び納期確 認データ交換 の実稼働 に向けて運用 マニ ュアル作

成に着手。

・新たにメーカー1社 、卸売業1社 が実施を決定。

実施に向けて社内 システム整備及 び相互 打合せ作業 を開始。
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(4)標 準化 の内容

① 情報伝達規約

通信プ ロ トコル は全銀手順(フ ァイル転送方式)を 採用'

② 情報表現規約

a.構 文規則(シ ンタ ックスルール)

「CIIシ ンタックスルール」を採用

b.標 準 メ ッセー ジ

次の14情 報 について標準 メ ッセー ジの作成が完了 している。

1 見積依頼情報 8 検収情報

2 見積回答情報 9 入荷情報

3 確定注文情報 10卜 返品情報

4 注文請け情報 11 売掛明細情報

5 納期確認情報 12 買掛明細情報

6 納期回答情報 13 請求情報

7 出荷情報 14 支払通知情報

③ 業務運用規約

「HIIS-NET標 準 ビジネスプ ロ トコル」にて規程

④ 取引基本規約

「HIIS-NET標 準 ビジネス プロ トコル」 にて契約案を提示
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(5)標 準化検討体制

参加企業数

(19社)

(31社)

CADデ ー タ
ベース部会

(8社)

働
住
宅
産

業
情
報
サ
ー
ビ
ス

住 借
宅 報
産 化
業 調
に 査

係 研
わ 究
る 委
高 員
度 会

一

(16社)

ハ ウ ジングデータ

ベ ース部会「

主
査

会

技術WG
(24社)

(12社)

EDI

スタ ンダー ド部会 標 準 メヲセージWG
一

(10社) (10社)

運用基準WG

連絡先=〒105東 京都 港区虎の門1丁 目23番7号 第23森 ビル

財団法 人 住宅産業情報サー ビス 業務第2部

TELO3-3502-8541FAXO3-3503-1339

(6)今 後の課題

① 大手メーカー等が垂直VANを 展 開 してお り、 このために流通段階で多端末現象が発

生 しているわ けだが、 これ らとの関連 をどの ようにっ けなが らHIIS-NETを 拡張

して い くか。

② 現在 は住宅資材の流通面 にお いてEDIを 普及 させてい こうと しているが、次にメー

カー等 による資材購買面への適用 を具体化 しなければな らな い。

③ 流通企業 においては、受発注、納 期確認 につ いて リアル タイム型EDIの 要望が非常

に強い。 これをどのよ うに実現 してい くか。
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参 考 資 料2一 川.石 油 化 学

1.推 進 団体

(1)団 体名称

石油化学工業協会

JapanPetro-ChemicalIndustryAssociation(昭 和33年6月 設立)

② 団体の 目的

石油化学工業協会会員相互 の親睦、連絡、協調を図 り、石油化学工業 の健全 な発達 と国

民経済の発展 に寄与す ることを 目的 としている。

(3)活 動 内容

・石油化学工業 の調査研究、統計の作成、資料及び情報の収集頒布

・石油化学工業に関す る知識の啓発および普及宣伝

・石油化学工業 に関す る意見の発表および建議

・石油化学工業関連業界 との連絡

(4)会 員数

32社(平 成6年1月 現在)

住友化学工業

三菱石油

日本ゼオ ン

日本ユニカー

三井デュポンポリケミカル

日曹油化 工業

新 日鉄化 学
クラ レ

日本石油化学
三菱油化
三菱化成
チッソ

出光石油化学
電気化学工業
大阪石油化学
丸善ポ リマー

丸善石油化学
日本合成ゴム
三井東圧化学

昭和電工
旭化成工業

宇部興産
大日本インキ化学工業
三菱瓦斯化学

三井石油化学工業

日本触媒
東燃化学
日東化学工業
ダイセル化学工業
東ソー
徳山曹達

協和発酵工業

(5)連 絡先

〒100

電話

FAX

東 京 都 中央 区 内 幸 町2の1の1飯 野 ビル

(03)3501-2151

(03)3501-3895

2.EDl推 進組織

(1)名 称

情報通信委員会

一89一



(2)目 的お よび活動内容

高度情報化社会への移行 に対応 した、業界共通の情報化問題 にっ いての調査検討。主 な

事業 として は石油化学メーカー と商社 間の電子取引業務(契 約受注か ら代金回収 まで)に

関す る石化協標準 ビジネスプロ トコル(以 下:JPCA-BP)の 普及促進や石油化学 関

連統計等石化協データベースの拡充 とこれ らデータのパ ソコンによる協会 と会員間の集配

信業務を行 ってい る。

(3)EDI推 進の具体的組織およびその活動 内容

プ ロモ ー シ ョ ングル ー プ

テ クニ カル グル ー プ

(32社)

(6社)

(24社)

(12社)

(9社)

① ビジネスプロ トコル小委員会

情 報通信委員会加入会社か らの代表者、石化協職員 によるプ ロモー ション ・グル ープ、

テ クニカル ・グループの2グ ループか らな り、両 グル ープの活動決定機関である。 また、

決定 については上位組織の情報通信委員会の承認を得 ることとす る。

② プ ロモーシ ョン ・グループ

JPCA-BPの 推進にっいて企画管理面を担 当す るグループ と し、具体的には次の

項 目を担 当す る。

・JPCA-BP普 及のための広報活動を企画
、運営す る。

・JPCA-BPに 関す る受付管理
、回答管理、文書管理を行 い、更 にr石 油化学工業

協会 ビジネスプ ロ トコル標準書』を修正、発行す る。

・JPCA-BPの 実運用 を支援す るための企画を行 う。

③ テ クニカル ・グループ

JPCA-BPの 技術面 を担 当す るグル ープとす る。

・利 用に当た ってのテクニカル コンサル タ ン トとして問 い合わせ
、改善要求に対応す る。

・プ ロ トコル及 び石化協が管理す るコー ド体系 とコー ド値の追加 ・変更 に関わ る技術的
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な検討 をす る。

・上記に関す る検討結果 に基づ き原案を作成 し、 ビジネ スプロ トコル小委員会へ提案す

る。

3.EDlに ついて

(1)業 界 の特徴

① 石油化学工業 とは

石油化学工業は、石油や天然 ガスを出発原料 として さまざまな生産工程 を経て、合成

樹脂、合成繊維原料、合成 ゴムなど多種多様 な化学製品を製造す る産業である。

石油化学製品は、 日常生活のあ らゆる分野 に使われ、国民生活の向上 に大 いに貢献 し

てお り・ とりわけ今 日・わが国の産業が 自動車・ コンピュータ・電子 ・電 気機器など高

度組立産業を中心に世界的に高 く評価 されている背景 にはす ぐれた品質 と機能を もった

石油化学製品が重要な役割を果た して いる。

このよ うにわが国石油化学工業 は、基礎素材を提供す る産業 として重大な使命を担 っ

てお り、今後 と も多様化 しっっあ る社会経済の新 しいニ ーズに対応 したより高度な素材

を提供すべ く、その研究開発 にたゆまぬ努力を続 けてい る。

② 製品の用途

嗣
石油化学工業

巨]⇒

プラスチック

合成繊維原料

合成ゴム ⇒

染料原料 ・溶剤

合成洗剤界面活性剤

用途

プラスチ ック加工業

(自動車/家 電/雑 貨等)

繊維工業
(衣料/イ ンテ リアなど)
ゴム工業

(自動車/日 用品など)
塗料工業
(自動車/建 築/電 気等)

洗剤 ・界面活性剤工業
(家庭用/工 業用など)

③ 業界お よび取引の特徴

・基礎原料 の供給

各製造業に対 して基礎素材を提供 す る産業であるため、製品価格 よりも安定 した納入

(品 質 ・量 ・納期)を 求め られ る。 そ こで製品納入後、決済条件が決まるケース もた

まにあ る。(取 引におけるバ ックオーダー処理)

・継続取引
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基礎原料であるため、製品/販 売ル ー ト(商 社 ・顧 客 ・製品な ど)が 頻繁 に変わ るこ

とは少ない。 そこで、今回のBPと して契約情報の交換 と契約をベースと した受発注

処理が考案 された。

・在庫販売

受注生産でな く販売予測生産 であ るため、商社 の発注(注 文)情 報 は納入指示情報 と

同一であ ることが一般的であ る。 また、注文確認情報(納 期回答情報)は 在庫量や生

産計画 とチ ェック後、商社 に返送 している。 このへんの処理は各 メーカーに任 されて

いる。

(2)石 化業界でのEDI標 準化 について

① 標準化の経緯

高度情報化社会が進展す る中で、近年産業界の情報化が要請 され、石油化学工業協会

(石化協)で は昭和59年7月 に情報通信委員会が組織 された。以後、昭和60年8月

に企業間デ ータ交換 に対 しての具体的な施策 の検討を行 うビジネスプロ トコル小委員会

が設置され標準化の検討を開始 した。

昭和61年 には他業界の状況調査 および会員各社 に ビジネスプ ロ トコル標準化の必要

性を認識 させ るためと会員各社 の詳細 な実態把握 のため にア ンケー ト調査を実施 した。

その結果、大手商社 ・専門商社 との企業 間データ交換 にっ いて ビジネスプロ トコルの標

準化を要望す る会社が多か った。 理由 としては、運輸倉庫会社や生産子会社 と異 な り、

商社 との企業 間データ交換 は自社 システムの延長 では相互 に対等な システムとはな らず、

早期のニーズに対応 できないため実施、拡大に困難 な ことが挙 げ られ る。 また ビジネス

プ ロ トコルの範囲 と しては、 メーカー側 の効果を顕現す るために、契約 ・受発注業務か

ら支払 までの一連の業務の実施が期待 された。

昭和62年 か らデータ交換を既 に実施 している会社や実 施予定会社の実務担当者によ

り構成 され るワーキ ンググループを組織 し、具体的モデル作成を行 った。その活動の結

果 「石化協標準 ビジネ スプロ トコル」(初 版)が 作成 され、平成2年2月 石化協理事会

に於いて、 これを業界標準 とす ることが決定 された。 また、小委員会 の下 にプ ロモ ー シ

ョン ・テ クニ カルの2っ の グループを組織 し、それぞれ本 ビジネ スプロ トコルの普及 と

維持 ・改善 につ とめ ることとな った。主 な活動 と しては次の とお りであ る。

ア.日 本貿易 と共同で実用に向けての検討 を平成3年5月 よ り行 い、 また平成4年7月

か らは代表会社 による試行が 開始 された。 この活動を通 して得 た結果を第2版 と して
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標準 ビジネ スプロ トコルに反映 し改訂 ・発表 した。

イ.専 門商社への普及 を図るため、本 ビジネスプロ トコルを前提 と した商社向 けの受発

注業務用 のパ ッケー ジソフ ト(JPCA－ 受発注パ ッケージ、パ ソコン用)を 平成5

年9月 に完成 させ、専門商社に無料で配布 を開始 した。

ウ.国 際標 準化 の動 向を踏 まえた国内標準化 の動 き も具体化 しているが、その推進母 体

である産 業情 報化推進 セ ンターが提唱 しているCIIシ ンタ ックスル ールを本 ビジネ

スプロ トコル に導入 した。

② 標準化の 目的

ア.商 社 との データ交換 を普及促進 し、石化協加 盟会社の 自社情報 システムだけで は実

現できない多 くの効果(業 務合理化、迅速化、正確化 など)の 顕現を期す る。

イ.デ ータ交換実用化 に当 り、石化協加盟会社の開発負担(時 間、費用)を 削減す る。

ウ.用 語定義 の標準化を行い当事者 の意思疎通を 円滑 にす る。

③ 標準化の基本 的な考え方

ア.当 ビジネス プロ トコル は各社で実施す る場合 の標準 と して有効な もの とす る。 また

石化協標 準 と しての強制力 は別 と し、個別企業に実用可能な もの とす る。従 って個 々

の企業の立場を尊重 し、公正取引を阻害す るもので はない。

イ.契 約、受注か ら代金回収 までの商社 との一貫 した販売業務サイクルを対象 とす る。

ウ.デ ータ交換 の実施 に必要 とする双方のイ ンターフェースを設定す る もの とし、各社

の固有 の システムを否定す るもの とは しない。

エ.当 ビジネスプ ロ トコル は現在実施 されている商慣習、契約条件等の営業条件 を変 更

せず対応 で きるもの とす る。

オ.ビ ジネス プロ トコル設定を 目的 としているため、通信 プロ トコル につ いて は、標 準

的 に行われてい る通信プロ トコルを利用す ることとす る。現時点で は実用性の観点か

ら全銀協 プロ トコルを想定 し、OSIに 基づ く新手順の製品化、実用化が実現 した段

階で新 プロ トコルの移行を考えることとす る。

(3)標 準化の具体的 な内容

① 情 報伝達規約

全銀協手順(但 し、F手 順利用環境が整えばF手 順 を採用す る。)
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② 情報表現規約

く業務処理概要 〉

本 ビジネスプロ トコルにおける対象業務 と交換情報を業務処理面か ら具体化 した もの

として、受注者 と発注者の関係 にあ る企業聞及び各企業サイ ドの標準的 な業務処理を

「基本業務 フロー」に示 した。 これ は両者の事務処理方法を規定 した もので はな く完結

した業務処理 システムのモ デル と して提示 した もので ある。

ア.契 約

販売条件が決まると受注者 は販売 条件を自 らの システム に登録 し、取 引条件 データ

を発注者 に送る。発注者 は取引条件 データを参照 して、 自 らの システムに取引条件 を

登録す る。(契 約内容の一元化 、発 注時に契約の選定可能化)

イ.納 入先

新規 の納入先が発生 した場合、受 注者は納入先を自 らの システムに登録 し、納入先

デー タを発注者 に送 る。発注者 は納入先データか ら自らの システムで検索可能な納入

先マスターに登録する。(納 入先の一元化、発注時に納入先 の選定可能化)

ウ.注 文

(発 注)発 注者 は発注内容(発 注先、商品、数量、納期等)入 力時 に、検索

システムまた はシステ ム条件 によ り、事前 に登録 された契約及び納 入

先の選定を行 い、注文データを受注者 に送 る とともに、発注DB(デ

ータベ ース)に 記録す る。

(注文 エラー)受 注者 は注文 データを システム条件 によ りチ ェック し、誤 りまた は

不備が判 明 した注文 データは、注文エラーデータ として発注者 に返却

す る。発注者 は発注エ ラー リス ト等によ り内容 を確認 して発注DBを

修正の うえ、修正 した注文データを受 注者へ送 る。

(受注確認)

(出荷 指示)

受注者が注文エ ラーと しなか った注文データにつ いて は、随時 に画

面で確認 して、不完全 なデータ項 目があれば補足、修正 して受注DB

に記録 し、必要で あれ ば受注確認情報 と して注文確認 データを発注者

に送 る。

受注者 は受注DBに 記録 した注文デ ータに基づ き出荷指図を作成 し

て出荷指 図DBに 記録 し、出荷予定情報 と して注文確認 データを発注

者 に送 る。また、受 注者は出荷指図を 出荷現場(工 場、加工場、営業
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倉庫)に 送 って出荷 を指示する。

(発注確認)発 注者 は注文確認データに基づ き、受注者 の注文処理状況を反映 さ

せて、画面 か ら発注確認照会を可能 にす る。

エ.出 荷請求

(出荷請求)

(請求確認)

受注者 は出荷現場か らの出荷報告に基づ き出荷指図DBを 参照 して、

出荷請求デー タを作成 して発注者に送 る。併せ て売上計上処理を行い

売掛金DBに 記録す る。

発注者 は出荷請求データを発注DBと 関連づけて発注請求対比DB

に記録す る。発注請求対比DBは 確認指示画面 また はシステム条件 に

よ って取 引条件マ スターと照合の上、支払要件 と一致 したか不一致で

あ ったか を受注者 に通知す る。(不 一致 データは必ず伝送で通知す る。

一致データを明確 にデータ として伝送す るか ど うか は当事者間での取

り決めによ る。)一 致 したデータに関 して は、支払 明細素 データと し

て管理 し、支払処理へ連携 させ る。

不一致の場 合には、差異の生 じたデータに対す る発注者側 のデータ

内容及び原 因を付加 して通知す る。

受注者 は一 致 と して通知 され た請求デー タ、あ るいは不一致で通知

され なか った ことによ り一致 として認識 された請求データに関 して は

売掛金 と して扱い、不一致 と して通知 された請求デ ータに関 してはそ

の レポー トを作成 して、受注者側の誤 りにつ いて は出荷請求データを

訂正す る。

オ.支 払

発注者 は支払締切 日まで に支払明細素 データに基づ き支払 明細 データと支払データ

を作成 し、受注者 に送 る。受注者 はこのデータに基づ き入金予定DBを 作成 し、入金

時の売掛代金の消込 を可能 にす る。

③ 業務運用規約 ・取 引基本規約

電子取引を実施す るにあた り、 メーカー商社間に於 いて覚書 を取 り交わす場合の参考

として、次を作成 した。(な お、個 々の条項 にっいては両者 間における協議 ・決定事項

とす る。)

ア.「 企業間データ交換 に関す る覚書(案)」
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イ.「 企業間デ ータ交換に関す る覚書」 に関す るシステム運営の取決事項

ウ.「 企業間デ ータ交換に関す る覚書」に関す る支払方法 の取決事項

(4)標 準EDIの 導入状況

① 総合商社 とのEDI化 推進 の現状

1993年3月 に取 ったア ンケー トによれば、1989年 と比較 したEDIを 推 進 し

て いる会員企業数が2倍 、 また延べ接続商社数は3倍 と着実 に増加 している。 また標準

BPの 使 用社 数 も2社 と少 な いが、 同 じア ンケ ー トによれ ば1995年 に は60%

(18社)に 達す る見込であ る。

(単位:社 数)

ア ンケー ト

対象会社数 実施会員社数
接続商社数
(重複あり)

標準BPを
利用 している会社数

93年3月 31 18 136 2→18('95年 末)

89年 当時 28 9 43 0

ネ ッ トワークでの接続形 態 と しては、専用線接続及 びVAN接 続の両形態 とも実現 、

利用 している。

② 専門商社向 け受発注パ ッケー ジ

石化協はEDI化 を推進 し効果を高め るため、平成5年9月 に専門商社向 け受 発注パ

ッケ ージを開発 し配布を開始 した。 この ソフ トは商社での標準的な受発注 ・仕入管理機

能を備えてお り、業務の効率化が期待で きるため商社での普及が望め る。 またJPCA

-BP 、CIIシ ンタ ックスルールを使用 しているため、専 門商社 はパ ソコ ンをオ ンラ

イ ン接続すれ ば石化協加盟各社 とのEDIが 容易 に可能 とな る。
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口
取引条件情報

納入先情報

(注文エ ラー情報)

注文確認情報

出荷請求情報

受発注パ ッケー ジの送受信 データ と主要な機能

口
取 引条件マ スター作成

納入先マスター作成

仕入 ・売上請求業務
仕入売上データ作成

一
(5)今 後の予定

① 標準BPの 他業界利用推進

石化協 に於 いて設定 した この標準BPの 利用 は、石化業界(石 油化学工 業製品)に 限

定 されない。広 く標準BPの 内容を公開 して いるので、他業界で も使え る もの と考 えて

いる。化 成品協会や塩 ビ協会等へ も利用を働 きか けたいと考 えている。

② 業際EDI化 の働 きか け

今回 は商社を対象 として推進 して きたが、 今後、 日本 自動車工業会等石化協 メーカー

に とり大手需要家 との業際EDI化 について も推進 していきたい と考えて い る。

③ 標準BPの 浸透/EDIの 拡大

標準BPを 利用 した会員会社/商 社 間のEDI化 をよ り拡大 してい く。
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参 考 資 料2-IV.総 合 商 社

1.団 体

(1)名 称

② 目 的

㈲ 活動内容

EDI標 準化 に関連す る活動 は、

い う業界 に位置す ると同時に多 くの業界に対面 して いるため、実際に は石油化学工業協

会 とEDI化 にっ いて共同プ ロジェク トと して推進 した り、鋼材倶楽部 と連携で鉄鋼E

DIセ ンターに参加す るな ど してEDI化 を推進 して いるとい うよ うに、他業界のED

I推 進 団体 と連携 して活動 している。

(4)会 員数:正 会員102賛 助会員193(平 成5年8月 現在)

社団法人 日本貿易会(昭 和22年5月 設立)

わが国の貿易及び貿易業界の健全な発展を図り、 もってわが国経済の繁

栄と国際経済社会の発展に寄与することを目的とする。

①政府関係当局に建議 ・要望などの政策提言を行い、貿易環境の改善 ・

整備に努める

②政府関係当局との多段階に渡る意見交換を通 じて貿易業界の諸問題の

共通認識の醸成を図る

③貿易活動に際 し、貿易業界 としての自主的な行動指針を定め、内外経

済社会との調和のとれた円滑な貿易の発展を推進

④海外への ミッションの派遣、海外か らの ミッションの受入れ、あるい

は民間ベース二国間協議により、対外経済交流と相互理解の向上を図

る

⑤わが国の貿易や貿易業界にっいての正 しい姿を伝え、また海外におけ

る対 日理解増進に役立てるための広報活動

⑥情報収集 ・調査研究活動を進め、その成果を刊行物にて発表

⑦講演会、セ ミナーを開催す るなどの情報サービス活動

r情報 システム部会』で検討されるが、総合商社と

2.EDlに ついて

(1)業 界の特徴

商社の基本 的機能 は、客先か ら買 った商品を他の客 先へ売 ることであるが、単な る売

買取引 に止 まらず、時代の要請を先取 りして金融 ・投 資 ・オ ーガナイズ ・情報 とい った
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価値を取引 に付加す ることで成 り立 ってい る。

これ ら個 々の売買が複数集 まって タイ ミングよ く行われて はじめて意味のある一つの取

引を形成す るケース も多 い。

売手、買手 の他に運輸、保険、金融関係 の企業 との連携 も必要であ り、 これを可能な

らしめ るのが情報の交換であ る。又、個 々の情報 その もの も商品であ り、サー ビス対象

であると同時に、多 くの情報を総合 して価値 を高め、社内外での利用 に供する こと も広

が ってい る。

総合商社 は対面す る業界が多岐にわた る。各社 においては業界毎に対面す る営業部門

を設け営業活動を行 ってお り、それをサポー トす るEDIに おいて も幅広い業界 との接

点を持 っている。

すなわち総合商社 という業界のみな らず、 あ らゆ る業界 に参加 していると考えた方 が

よい。例えば、鋼材の取引で言え ば鉄鋼業界の、石油 化学製品の取 引で は石油化学業界

の一員 と言え るので はないだろ うか。

(2)EDIの 導入状況

① 連結企業数

9大 商社EDl連 結企業数

伝 送 媒 体 TLX,FAX 合 計

92年4月 2,174 674 1,187 4,035

93年4月 2,425 742 1,430 4,597

伝 送 ・ ・ ・ … 電 子 デ ー タ交換 に よ る もの

媒体 ・ ・ ◆ … 磁 気 テ ー プ、 フ ロ ッ ピー等 を 搬送 す る もの

TLX,FAX・ ・ ・ … コ ン ピ ュー タ と左 記 の手 段 の 連動

② 接 続 方 法

厳 密 な意 味 でのEDIと は 言 え な いが 、 相 手 取 引 先 のOA化 状 況 に合 わ せ た連 結 方 法

と して コ ン ピュー タ処 理 デ ー タ か らテ レ ックスや フ ァク シ ミ リ等 へ の メ デ ィア交 換 の シ

ステ ム も開 発 して い る。
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これ らは、FDやMTに よるデータ交換 と共 に将来 はPC通 信 も含めたEDIへ と移行

して い く。

③ ネ ッ トワーク

総合商社の多 くは、デ ィジタル統合網 を自社で構築 してお り、 これを補完す る場 合や

連絡先の事情 によ って一般 のVANサ ー ビスの利用 も多 い。更に、取引先 との交換デー

タ量が多 い場合 、データ専用回線 を利用す るケース もある。又、海外 との伝送 ににおい

ては時差を考慮 し、情報ネ ッ トワークサー ビス業者 のメールボ ックス機能を利用す るケ

ースが多 い。

④ 通 話手順

全 銀協 およびJ手 順が主力であ るが、一部の取 引先 とは従来か らの 自社開発手順を使

用 してい る。

⑤ 交 換データ

引合か ら契約、受/発 注、入/出 荷、在庫、検収、請求/支 払等 、取引全般 に渡 って

デー タ交換 を行 って いる。 その中で大 きな比率を 占め るの は、受/発 注及び請求データ

のや りとりである。 この他 に、最近では種 々の流通 マーケテ ィング支援事情 をデー タベ

ース化 して客先 に提供す るサー ビス も拡大 している。

⑥ ネ ッ トワー ク

デ ータ伝送量 および伝送の頻度 は従来に も増 して増大す る傾向 にあ り、さ らに一取引

先 との伝送間隔は縮まる一方であ り、障害が発生す ればその影響 は自社だけでな く広範

囲 に及ぶ ことにな る。 このため、各商社 とも安定運用 に注力 しネ ッ トワーク管理 システ

ム構築 に熱心であ る。

3.EDlの 標準化 について

① 標準化 の経緯

商社の取引全体を統合 した標準 フ ォーマ ッ トは存在 しな いので、対面す る業界の標準に

対応す ることとなる。 しか し、取 引先の業界で はメ ッセ ージ標準化 の動 きが活発 にな りっ

つあ る ものの、それ らはまだ一部 を除 き確立 されていな い為、現実 に は取 引先 との個別 フ

ォーマ ッ トが ほとん どで ある。但 し、社内アプ リケー ションとのイ ンターフェイスにお い

て標準 フ ォーマ ッ トを設定 している ことが多 い。

国内外の標準化動 向に対応す るため、EDIFACT日 本委員会の活動 に参加す る他、
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業界標準化組織、例えば鉄鋼 ネ ッ トワーク研究会や流通EDIの 研究会への参加 も行 って

い る。

② 標準EDIの 導入状況

具体的な標準EDIの 導入 としては、先ず石油化学工業協会 と日本貿易会 との共同プロ

ジェク トとして、平成3年5月 よ り検討を行 い、平成4年7月 よ り代表会社 による 「石化

協標準 ビジネスプロ トコル」(JPCA)の 試行を開始 した。 この結果を反映 して石化標

準 ビジネスプロ トコル第2版 が制定 された。

又、鉄鋼EDIと して、鉄鋼 メーカーとジョイ ン トで鉄鋼 ネ ッ トワーク研究会お よび鉄

鋼流通情報化委員会 との連携によ り、平成5年4月 に 「造船厚板 出荷サー ビス情報」のC

II標 準に基づ くEDIを 実施 している。

海外 との取 引に関 して は既に北米 の取引先相手 にANSIX.12標 準 に基づ くEDI

も実施 している。

4.今 後の課題

①EDIで 取 り扱 う情 報の高付加価値化

従来、交換データの内容 は取引上の事務処理遂行のための情報が大 部分 を占めて きた。

省力化 による迅速化、正確化への寄与 とい う点で は多大 な貢献を果た して来 たわ けであ る

が、今後 はこれに加えて情報の集中す る商社 とい う特性 を活か して取 引先に役立つ形での

情報提供を拡大 してい くこととなろ う。

②EDI相 手先の拡大

総合商社の活動が川下分野へ も広が るにっれ て、かっての ように大手企業 との取 引に と

どま らず 中小規模の企業 との取 引が増大 している。 これ ら取引先 のOA化 の進捗度合 いは

様 々であ り、大手取 引先 とのEDIと は異な るアプ ローチ、即ち取引先が システム専任者

な しで も運用で き、低 コス トで、多 岐にわた るメニ ューを備えた木 目細か いサー ビスを実

現することによ りEDIパ ー トナーの拡大に努 め ることと してい る。

③ 国際EDIへ の対応

海外取引先のみな らず、海外の支店 、現地法 人、子会社、 あるいは事業投資先を通 して、

ANSI及 びUN/EDIFACTで のEDI実 施要請が寄せ られ るよ うになった。海外

において は取 引先 との間で既 に多 く実施 してい るが、今後 は本邦 との国際EDIへ も拡大

してい く必要が ある。
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④ 標準化活動

統一的な日本国内標準が存在 しない現段階においては、標準化を推進 している業界に対

してその活動に協力 していくことが必要である。更に、今後は各業界の標準への個別対応

だけでなく、業際取引の増大を踏まえ多 くの業界と接点を持つ総合商社として業界別標準

の調整 ・統合に寄与 していく必要がある。
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参 考 資 料2-V.鉄 鋼 業 界

1.推 進 団 体

(1)名 称

② 目 的

(3)活 動内容

社団法人 鋼材倶楽部(昭 和22年12月 設立)

(THEKOZAICLUB)

主要な鉄鋼 メーカー ・商社で構成 され、鉄鋼 の需要 ・流通に関す る調査

・分析 ・統計資料の作成 ・整備並びに情報 の収集を通 じて鉄鋼 需給 の円滑

化 ・適性化 に努め るとともに、建築 ・土木 ・海洋開発等の分野における鉄

鋼の新市場開発 とその有効 な利用促進 を図ることによ り、国民経済の健全

な発展 に貢献す る。

① 調査業務(鉄 鋼需給 動向の調査 ・分析等)

② 市場開発業務(鉄 を使用 した建築 ・土木構造物 の普及 ・促進、等)

③PR業 務(都 市開発セ ミナー等開催、PR映 画等 の製作)

④ 統計作成 ・整備(普 通鋼鋼材の各種統計の作 成 ・整備)

⑤ 鉄鋼EDI化 推進業務(鉄 鋼EDI標 準の開発 ・維持 ・管理 ・普及

・啓蒙)

⑥ 鉄鋼情報 ・資料セ ンター業務(鉄 鋼需給 に関す る資料並 びに一般経

済 に関す る資料等の収集 ・整備)

⑦ その他

2.EDI推 進 組織

(1)名 称

(2)目 的

(3)事 業 内容

鉄鋼流通情報化委員会 「鉄鋼EDIセ ンター」

鉄鋼業 に関わる産業分野(鉄 鋼 メーカー、商社、加工 セ ンター、中継地

・倉庫 を含む鉄鋼流通分野 、鉄鋼需要業界)に またが る鉄鋼製品の販売 ・

流通 に関す るEDI標 準の整備を通 じて、EDIを 促進す る。

①r鉄 鋼EDI標 準』の開発 ・制定、維持 ・管理

② 標準化 に関す る調査 ・研究

③CII標 準企業 コー ドの登録 ・管理

④ 鉄鋼EDIの 啓蒙 ・普及 促進 な らびに広報

⑤ その他 、鉄鋼EDI標 準 の整備 に必要 とされ る事業
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(4)鉄 鋼流通情報化委員会 「鉄鋼EDIセ ンター」

参加企業

〔鉄鋼 メーカー〕

〔 商 社 〕

⑤ 組 織

新 日本製鉄㈱、NKK、 川崎製鉄㈱ 、住友金属工業㈱、

㈱神戸製鋼所、 日新製鋼㈱(以 上 高炉6社)

伊藤忠商事㈱、住友商事㈱、㈱ トーメン、 日商岩井㈱、

丸紅㈱、三井物産㈱ 、三菱商事㈱(以 上 商社7社)

㈲ 鋼材倶楽部

理事会

鉄鋼流通情報化委員会

鉄 鋼EDIセ ン タ ー

1企画運営幹事会1

1事務局(EDI縫 課)1

【標準実用化 グループ】

1自 動車 ・流通対応チーム1

1造 船対応チーム

【標準開発管理 グル ープ】

1物 流 ・バ ー コー ドWGI

商流WG

品質WG

1シ ステム技術検討会1

商社検討会

1業 際EDI研 究開発委員会

(6)連 絡 先 住 所 ⑰103東 京 都 中 央 区 日本 橋 茅場 町3-2-10

(鉄 鋼会 館2階)

㈲ 鋼材 倶 楽 部 情 報 開発 部EDI推 進課

口(03)3669-4811Fax(03)3639-5249
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3.標 準化 の内容

(1)鉄 鋼業 の業務特性

鉄鋼業は、需要家の指定 に基づ く受注生産方式 の比重が高 く、その製品種類 は、寸法 ・

成分 ・機械的性質等の違 いで、何万種類に も細分化 され る。 このため、各鉄鋼 メーカーで

は、膨大 な注文明細を もとに、各需要家毎 の仕様 ・納期を保証 しっっ、生産計画を組んで

いる。

また、鉄鋼製品の国内販売 は、鉄鋼 メーカーか ら商社経 由で需要家に販売 され るものが

主流であるが、下図の とお り取引相手および製 品の流通経路 は多岐にわた ってお り、それ

に伴 う情報経路 も、かな り輻接 した もの とな っている。
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(2)標 準化の経緯

以上の流通経路 の複雑 さ、及 び輻接 した企業間情報授受 といった環境 の下で、よ り効率

的 な情報 処理を行 うため、昭和43年 に帳票 コー ド委員会(鉄 鋼流通情 報化委員会の前

身)を 発足させ、鉄鋼 メーカー ・商社 間にお ける受発注、送状兼請求情報等の標準化を行

い、一定の成果をあげて きた。

その後、通信回線の 自由化 を契機 として、各業界 で もオ ンライ ン伝送 による情報交換が

普及 してい ったが、鉄鋼メーカー ・商社間 にお いて も既標準化項 目をベ ースと してEDI

化 は徐 々に浸透 した。

その間、鉄鋼需要業界か らのデータ伝送要請 もい くつか寄せ られ るよ うになり、従来以
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上 の情報化支援が必要 とな ったため、平成2年(10月)に は通商産業省の支援の もとに

組織化 された 「鉄鋼 ネ ッ トワーク研究会」と 「鉄鋼流通情報化 委員会」 との連携の下 に、

業際EDI化 の活動 を推 進す る こととな った。

(3)業 際EDI化 の進 め方(基 本方針)

①EDI事 業の推進 に 当た って は、その内容が鉄鋼業界のみに とどま らず、広 く業界横

断的に合意で き、 また どの企業 も自由に使用できるよ うな開放的、かっ公平な標準を実

現す る。

② 通信 プロ トコルお よび シンタ ックスルール は、国内 ・外を問わず将来的 に も発展が期

待で き、普及度が高い と考え られる諸規則の中か ら、鉄鋼EDIに 適 して いると思われ

る ものを標準 と して活用す る。

③ 従来よ り需要業界か らデータ提供の要請があ り、 また鉄鋼業界 として も効果が期待で

きる情報(標 準化ニ ーズの高い情報)の 標準化を優先的 に取 り上げ、スモールサ クセス

を積 み上 げなが らEDI化 を拡大す る。

(4)EDI標 準の概要

帳票 コー ド委員会時代 に実施 したEDI化 は、現在 も鉄鋼 メーカー ・商社 間で固定長 フ

ォーマ ッ トのまま継続 して行われているが、新規 にスター トした業際EDI活 動 によ り取

り決めた事項 は、以下の とお りである。

① 情報伝達規約

通信 プロ トコル は、 当面全銀手順(フ ァイル転送方式)を 使用 し、将 来OSIが 使用

可能 とな った段階で移行す る。

なお、 回線の選択時の留意事項 として、デ ータ伝送量 ・伝送時間 ・伝送 費用 または回

線 の汎用性等があ り、デ ータの交換対象 ・拠点数およびシステ ム ・通 信環境等 を考慮 し

て当事者 間で協議 し決定す る。

② 情報表現規約

a.構 文規則(シ ンタ ックスル ール)

CIIシ ンタ ックスルール(可 変長 レコー ド)を 使用 す る。従 って、 トラ ンス レー

ター も 「CII標 準」に準拠 した ものを使用す る。

b.標 準 メ ッセー ジ

下記18情 報 の標準 メ ッセ ージを作成(*印 は実施済、無印 は原案 レベル),

出荷現品情 報、入庫報告情報、出庫報告情報、在庫 明細情報、納入指示情 報、
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納入回答情報、 出荷指示情報、 出荷 回答情報、加工指示情報、加工報告情報、

*造 船厚板出荷サ ー ビス情報 、造船厚板購入明細情報、

*注 文情報A、*注 文受付確認 情報A、*注 文請情報A、 注文請情報B、

*送 状兼請求情報A、 母材 ・製 品請求情報

c.項 目辞書(デ ータエ レメ ン ト・デ ィレク トリー)

上記標準 メッセージで使用 され る商流 ・物流項 目(約200項 目)お よび、品質情

報項 目(約1830項 目)の 項 目定義、桁数、属性、使用 コー ド等 の標準化

③ 業務運用規約 ・取 引基本規約

鋼材取引に伴い適切 にデー タを交換 し、 また受発信者双方が 目的どお りの処理を行 う

たあの基本 的運用事項(障 害発生の対処、責任分界、運用 スケ ジュール、モデル契約書

等)の ガイ ドライ ンを作成中であ る。

④ バ ーコー ド・ラベル

AIAG(AutomotiveIndustryActionGroup自 動車産業 アクシ ョングループ)へ

の準拠をベースと し、 そ こに鉄鋼 事情、国内事情 を加味 して、下記の3様 式を策定 した。

・様式A:鉄 鋼標準 の基本様式

・様式B:様 式Aの バ リエ ーシ ョン

・様式C:棒 線材 への対応様式

(5)業 際EDIの 検討 ・実施状況

① 造船業界

CIIシ ンタ ックスルールによる.r造 船厚板出荷 サー ビス情報」の標 準メ ッセー ジ交

換につ いて合意 を行 い、既に実行段 階に入 ってい る。

引 き続 き、 「造船厚板購入 明細情報 」にっ いて検討 中で あ り、平成6年4月 には一部

造船メーカーで実施 スター トの見込 みである。

② コイルセ ンター ・倉庫業界

通産省 ・CIIの 業際EDIパ イ ロ ッ ト・モデル開発事業 として、承認 を受 け、現在、

出荷現品情報、入出庫 ・在庫情報等の標準メ ッセー ジおよび標準バ ー コー ドラベルを検

討 中。

なお、平成6年 度中 には、一部 コイルセ ンターで実施の運び とな る予定 。

③ 自動車業界

納入関連情報 ・バ ーコー ドおよび品質情報 につ いて、現在共同研究を行 ってい る。
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(6)今 後 の予定

① 業 際EDIの 展開

上 記(5)に記載の通 り、造船 業界 との間で は扱 い情報の追加を行 い、 コイルセ ンター ・

倉庫業界 との間で は業際EDIの パ イロ ッ トモデルと して各種 メ ッセ ー ジの交換をおこ

な う。 さ らに、 自動車業界 との間では共同研究を進めてい く。

② 鉄鋼EDI標 準の確立

現在 は未だ原案 レベルで あるが、 これを平成6年6月 以降には第1版 として刊行す る。

③ その他 と して、鉄鋼EDI標 準の維持 管理体制を確立す る作業等があ る。
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参 考 資 料2-Vl.電 機 業 界

1.推 進団体

(1)団 体 名 称 社団法人 日本電機 工業会(略 称JEMA・1948年 設立)

TheJapanElectricalManufacturers'Association

② 事 業 内 容 電気機械器具,発 電 用原動機及び原子力機器の製造並 びにこれ らに関

連す る事業の総合 的な進歩を図 り、 これを通 じてわが国の繁栄 と国民

生活の向上 は もとよ り、世界経済の一層の発展 に貢献す る ことを事 業

としてい る。

(3)活 動 内 容 ・電機産業振興のたあの対策の立案 と推進

・企業経 営に関す る調査研究

・技術研究開発への支援/協 力

・電気製品の安全使用の普及/啓 蒙

・工業標準化活動の推進

・国際協力,海 外関連諸機 関との交流等国際化への対応

・電機産業に関連す る環境保護の ための対策の検討 と推進

・その他

(4)取 扱 製 品 電力 ・公共施設 ・産業設備 に使用 され る重電機器及び家庭電器の うち

白物 といわれる冷蔵庫 ・洗濯機な ど並びにソフ トウエア ・エ ンジニア

リングと幅広 く担当 してお り、その製品数 は1,000種 以上 に及ん

でいる。

(5)会 員 数:総 計263社(94年4月 現在)

正会員170社

賛助会員93社
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2.EDl推 進 組 織

(1)名 称:EDI推 進 委員 会(91年9月 設 置)

② 組 織

〔平成5年 度推進体制〕

EDI推 進主査会議

一 資材取引WG事 前検討会議

資材取引標準 メ ッセージ検 討WG一

EDI推 進委員会

一 電線取引EDIト ライアル部会

一

一 電力取引標準メッセージ検討WG 柱上変圧器取 引EDIト ライアル部会

－EDIシ ステム運 用検討WG EDI運 用検討GL会 議

(3)参 加 企 業

(4)連 絡

:(合 計22社 ・敬称略,順 不同)

愛知電機(株)大 崎電気工業(株)

九州変圧器(株)四 変 テ ック(株)

(株)ダ イヘ ン(株)高 岳製作所

東光電気(株)(株)東 芝

(株)日 幸電機製造 日本電気精器(株)

(株)日 立製作所 富士電機(株)

松下電器産業(株)三 菱電機(株)

(株)安 川電機

先:社 団法人 日本電機工業会 重電部EDI担 当

〒100東 京都千代 田区永 田町2-4-15

TEL(03)3581-4842

FAX(03)3581-4859

3.EDI推 進 状 況

(1)経 緯

JEMAで は、 「電線製造業, 電 子 機 器 製 造 業,
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北芝電機(株)

神鋼電機(株)

中国電機製造(株)

東洋電機製造(株)

日新電機(株)

北陸電機製造(株)

(株)明 電舎

電機工業会館

電気機器製造業及び電気事業の4業 界



間 におけ る電子計算機の連携利用 に関す る指針」を受 けて、91年9月 に前出EDI推 進

委員会を設置 し、(1).電 気4業 界 間の業 際EDIの 推進(2).JEMA会 員が売 り側 と買

い側の立場での併行推進(3).JEMAと して使用す るビジネスプ ロ トコル に関す る標準

の検討を開始 した。

② 進め方(基 本方針)

イ.シ ンタックスルールについては、産業情 報化推進セ ンタが提唱 してい るCII標 準を

採用す る。

ロ.通 信 プロ トコルについて は、現時点での実用性 の観点か ら全銀協標準を採用す る。

ハ.標 準 メ ッセー ジは、委員会 にお ける検討の結果、JEMA標 準 と して新たに制定す る

ことを避け、

a.売 り側の立場、特に電力会社 との取 引で は、電気事業連合会(以 下、電事連)制 定の

「資材発注業務 ビジネスプロ トコル標準(以 下、電事連標準)」

b.買 い側の立場で は、社団法人 日本電子機械工業会 ・EDIセ ンター(以 下、EIAJ)

制定 「EIAJ取 引情報化対応標準(以 下、EIAJ標 準)」

の適用検討を行い、JEMA会 員 の取 引に固有 なデータ項 目の追加が必要 な場合 は、そ

れぞれの標準の修正を要請す る。

(3)標 準 メ ッセ ージの検討

当面 は受発注業務を主体 に、対象品 目及び対象分野を順次拡大す る ことと し、

イ.92年 度 は電力会社 との柱上 変圧器及 び電線メーカとの電線 の取 引にっ いて実施 し

た。

ロ.93年 度 か らは、売 り側の立場 で電 力向け配電用機器を、買い側 の立場で購入素材

及 び購入部品を対象に検討 を進 めてい る。

(4)EDIの 普及

JEMA柱 上変 圧器 メー カ と東京電 力 との 間で、配電用機器取 引を対象 に以下 の通 り

93年10月 か ら開始 した。

イ.実 施 メーカ

・第1次 … 高岳製作所,三 菱電機

・第2次 … 日立製作所

・第3次 … ダイヘ ン,愛 知電機,松 下電器産業
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ロ.対 象情報

・第1次 … 所要計画情報(1回/半 期) ,納 入依頼情報(3回/月),

検収書情報(1回/月)

・第2次 … 在庫確認情報(随 時)

*情 報の流れ は、第1次 は東京電力 → メーカ、第2次 はメーカ → 東京電力で

ある。

(5)今 後の予定

イ.標 準化活動

a.標 準 メ ッセージ検討対象品目 ・分野の拡大

b.納 品書 とバ ーコー ド検討

ロ.EDIの 普及

a.普 及拡大

・電線取 引の実施及 び東京電力 との間の交換情報 の拡大

・EIAJ会 員 メーカ及び商社 との間のEDI検 討

・JEMA会 員相互取引のEDI検 討

b.関 係業界 との調整

ハ.啓 蒙普及活動

a.JEMA会 員向けrEDI導 入 ガイ ド」の発行

b.JEMA会 員に対す るセ ミナー開催

二.国 際標準対応

以 上
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参 考 資 料2-Vll.電 子 機 器 業 界

1.団 体の概要

1)団 体名称:社 団法人 日本電子機械工業会(昭 和23年 設立)

ElectronicIndustriesAssociationofJapan

所 在 地:東 京都千代 田区丸の 内3-2-2

2)団 体の 目的

民生用電子機器、産業用電子機器及 び電子部品の メーカー等約600社 で構成 され、活

発 な技術革新 と高い生産性 に基づ く優れ た製品の安定的な供給 によ り、今や我が国主要産

業 の一つ として経済の発展 に重要 な役割 を担 っています。

この ような発展に伴 い、電子業界 に対す る社会的要請 も多様 かっ高度 な もの とな ってい

ます。 なかで も、環境問題 への対応 、国際的 な標準化の推進、次世 代製 品の開発 ・普及推

進、円滑 な国際関係 の確立な どが 当面 の大 きな課題 となってい ます。

このよ うな問題 に取 り組むために、関係団体 との密接な連携の もとに幅広 い活動を展開

しています。

3)活 動 内容

●情 報 ・統計の収集 ・分析、報告書 ・資料の作成及び提供

●電子機器、電子部品に関す る規格の作成及び標準化 の推進

●政府への業界意見の反映

●内外における市場創出 ・育成 のための環境整備、通商問題へ の対応

●国際会議の開催 ・参加 、海外 の業界団体 との交流、 ミッシ ョンの派遣 ・受入れ

●機関誌の発行等の広報活動及 び展示会 ・講演会 ・セ ミナーの開催

●電子機器及 び電子部品の内外 の技術動 向の調査研究、新技術分野への取 り組み

●政府施策の会員への周知

2.EDlに つ い て

1)EDI推 進組 織

名 称:EIAJ/EDIセ ンタ ー

所 在地:東 京 都 港 区西 新 橋2-8-11第7東 洋 海事 ビル

Tel:03-3593-8323Fax:03-3593-8324
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目 的

組 織

電子業界 におけ るEDI標 準化作業 とその普及活動

・国内取 引に用い るEDI標 準の開発 ・普及 ・維持管理

・EDIの アプ リケーシ ョンの開発 ・普及 ・維持管理(標 準納品 システム、

バー コー ド・ラベルな ど)

・業際EDIの 開発 ・普及 ・維 持管理

・国際EDIの 開発 ・普及 ・維持管理

・EDI推 進のための環境整備

図表 一1参 照

2)事 業内容

● 「EIAJ取 引情報化対応標準」の開発 ・維持管理

・標準 メ ッセー ジの開発 ・維持管理

・シンタ ックスルールの制定 ・維持管理

・運用諸規則の制定 ・維持管理

・標準納品 システ ムの制定 ・維持管理

・バ ー コー ド・ラベル ・システムの制定 ・維持管理

●EIAJ-EDI標 準の普及 推進

● 日欧米電子業界EDI標 準 の開発 ・維持管理

●関係 団体 との連携

●統一企業 コー ドの登録 ・維持管理

●広報活動

3)電 子業界の特徴

① 業界の特徴

当業界の企業 にはセ ッ トメーカー と部品 メーカー とが あ り、会員企業間相互の取引が

活発 に行 われてい る。 また、世界的規模の メーカーが多数存在す る。

また、 コ ンピュータメーカーが揃 って いる し、VAN事 業 も自社 または関連企業で手

掛けている。

このよ うに、独 自EDIが いち早 く広が り、多端末現 象が発生す る環境が整 っていた

ことか ら、業界標準EDIの ニーズが他 に先駆けて盛 り上 が ったといえよ う。

② 製品の特徴

我が国の電子機器製品 は高い品質 水準 と適正な価格 水準を背景 に国内は もとよ り海外
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図表 一1EDIセ ンター組織図(平 成5年10月 現在)

[≡]lL .

ll審議磯馴

=㍊ 曇員

会 長1名
副会長3名 以内
幹 事 若干名
会計監査2名 以内
事務局長1名

総 会

1

正副会長会議

1

運営幹事会

1
企画会議

情報化対応運営委員会

1 主査会議

標準 メ ッセー ジWG

納 品書 レス化WG

法 規WG

バ ー コ ー ドWG

物 流WG

技 術WG

VAN運 営WG

国際EDI開 発WG

国際EDI運 用WG

EDI推 進WG

賛 助会 員 ・研 究会

EIAJと の関係ll

EIAJ
理事会

EIAJ
(情報化推進室)

EDIセ ン ター

一116一



において も高 い評価を受 け、広 く普及 してい る。 しか し、その背景 には設計 ・生産管理

・製造 ・販売 ・回収を通 じた企業の合理化努力が あることは申すまで もない。即 ち、事

業のサイ クルは非常 に短 く、市場ニーズに合 った製品を短期間 に開発 し販売 して いる。

③ 取引の特 徴

業界及び製品の特徴か ら、取 引の形態に も自ずか ら特徴が現れてい る。

・1オ ーダー1品 目の発注

・繰 り返 し発注

・期間見積(一 定期間有効な単価契約)

・コック制度

・短納期

・計画情報 の重視

・納入情報 の多用

・変更情報 の多用

・委託検査(検 収時無検査)が 多 い

4)EDI取 引の形態

当業界 のEDI取 引の形態 は、 当業界 の発注者が発注す る部品 ・材料 の大 部分 をEDI

化 出来 るよ うに配慮 されて いる。即ち、受注側企業 は電子業界 に限 らず 、発 注者 と取 引の

ある様々の業界 に属す る企業 に及んでい る。受注側の業界を特定す る事 は 出来ない。

また、1994年 版 か ら登場 した物 流EDIは 、電子業界(荷 主)と 運送業界 との間の

オーダーエ ン トリー システムとい う業際EDIで ある。

5)業 界でのEDI標 準化 につ いて

① 標準化の経 緯

EIAJに は会員企業間の取引が多 くあ り、 コンピュータメーカーが揃 って いる こと

か ら、主要発注者 は独 自EDIを 開発 し、多端末現象が発生 した。受注側 の部品 メーカ

ーと して は業界標準EDIの 必要性を強 く意識 し、EIAJ内 に 「情報化対応運営委員

会」を設置 し、製造業 と しての初 の業界標準EDIの 開発 に着手 した。

1987年 情報化対応運営委員会設 置

rEIAJ取 引情報化対応標準1」 発行

1988年9月EDI推 進セ ンター設立

10月 ～12月8社 による トライアル実施
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1989年5月

1990年5月

1991年4月

1991年6月

1993年4月

1994年1月

1994年1月

② 標準化の内容

rEIAJ取 引情報化対応標準1A」 発行

EIAJ-EDI標 準実用化

rEIAJ取 引情報化対応標準1B」 発行

初のEDIミ ッシ ョン

米国EDIXな ど訪 問,UN/JRTへ 参加(以 後継続的 に参加)

rEIAJ取 引情 報化対応標準1C」 発行

当初計画 した情 報の種類 をすべ て標準化

「EDI推 進セ ンター」か らrEDIセ ンター」へ改称

(新 発足)

rEIAJ取 引情 報化対応標準1994年 版」発行

物流EDI・ 標準納品 システムの導入、

日本電線工業会 ・日本電機工業会か らの要望のデータ項 目を追

加、 自由使用欄 ・備考欄 の標準化 データ項 目の追加

統一企業 コー ド登録社数1120社

a.情 報伝達規約

通信プロ トコルは当面全銀手順 を使用す る。.将 来、OSIが 使用可能 にな った時、

FTAM等 上位手順を導入す る。

b.情 報表現規約

・シ ンタックスルール

i)EIAJシ ンタ ックスルール及 びCIIシ ンタ ックスルールを使用す る。

五)標 準 メ ッセー ジ

・商流線

面

積

給

文

計

見

支

注

(所要計画情報 、 コック引当計画情報、予約注文情報)

(見積依頼情報 、見積回答情報)

(支給予定情報 、支給実績情報)

(内 示注文情報 、確定注文情報、変更注文情報、注文取消情報、

注文打切 り情報 、注文請 け情報)

契約状況確認(注 文残 高確 認情 報、単価確認情報)

納入(納 期確認情 報、納期回答情報、納入指示情報、出荷情報、
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入荷情報)

検査(検 査情報)

検収(検 収情報)

返品(返 品情報)

支払(買 掛 明細情報、売掛明細情報、照合確認情報、相殺 内容通知

情 報)

の27種 類の標準メ ッセー ジを公表。

・物流編

輸送依頼(運 送依頼情報)

集荷(集 荷確認情報)

の2種 類 の標準 メ ッセー ジを公表。

苗)デ ータ項 目定義

・商流編

上記南流 メ ッセー ジに使用す る197項 目の項 目名 、共通 コー ド化項 目、項

目内容、属性桁数を公表。

・物流編

上記物流 メ ッセ・一一ジに使用す る75項 目の項 目名、共通 コー ド化項 目、項 目

内容、属性桁数を公表。

c.業 務運用規約

・データ交換 の運用ル ールの公表。

・データ レコー ドの作成方法の公表。

d.取 引基本契約

rEDI取 引基本契約書(標 準版)」 の公表。

e.標 準納品 システム

標準納品荷札、標準納品書の作成、公表 と運用 システ ムの明文化。

f.バ ーコー ドラベル システム

様式A、 様式B、 様式C-3、 様式Dの4種 類の ラベルの制定。

g.そ の他

メ ッセー ジの設計基準、CIIシ ンタックスルール導入ガイ ド、CII推 奨 トラン

ス レータの基準の作成。
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6)今 後の課題

・標準メ ッセー ジの維持管理

・EIAJ-EDI標 準の普及推進

・CIIシ ンタ ックスルールへの対応

・新技術への対応

・業際EDIの 開発 ・維持管理 ・普及推進

・国際EDIの 開発 ・維持管理

・アプ リケー ションの開発 ・維持管理

・普及推進のための環境整備

・中小企業へ普及のための環境整備 と啓蒙活動

・広報活動

一120一



参 考 資 料2-VIII.電 線 ・ケ ー ブ ル 業 界

1.団 体の概要

(1)団 体名称

(2)

社 団 法 人 日本 電線 工業 会

TheJapaneseElectricWire&CableMaker'sAssociation

電 線 製 造 業者 を もって構 成 す る全 国的 組織 体 で、 昭和20年 に 日本 電線

協 会 と して 戦後 の電 線 事業 の再 建 、復 興 を 図 るた めに創 立 し、 その 後 、 昭

和32年 今 の名 称 に改 称 し、 現在 に至 る。

所 在 地 〒104東 京都 中央 区 築 地1丁 目12番22号(コ ンワ ビル6階)

電 言舌:03-3542-6031

FAX:03-3542-6037

団体 の 目的:わ が 国電 線 製 造工 業 の 健 全 な発達 を図 り、 もって 日本 経 済 の 隆盛 と公 共

の 福 祉 の増 進 に寄与 す る。

活動内容

(3)会 員数

1.関 係諸法令の趣 旨の普及及び徹底

2.電 線 に関す る知識の普及

3.電 線の品質の検査及 び証明

4.電 線の規格の設定及 び研究

5.電 線及 び電線の製造 に関す る調査研究

6.行 政庁等 に対す る意見 の具申及 び答申

7.関 係資料の収集及 び作成並びに配付

8.そ の他 目的を達成す るために必要 な事業

162社

2.EDl推 進組織

(1)名 称:産 業情報化対応委員会

(2)目 的:1.EDIの 利用促進

2.他 業界 との連携(業 際化、国際化)

3.EDIに よ る業務改善

理事会の下 に設置 されている29の 委員会活動で、電線事業にかか わ る種 々の課題 に取

り組んでお り、 この うちEDIに 対す る取 り組みは、1984年10月 に発足 した産業情
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報化対応委員会が、高度情報化への対 応の一環 として活動 している。

理事会

産業情報化対応委員会 一 ワーキンググループ

(各種委員会)

3.EDlに つ いて

(1)業 界の特徴

① 電線 は、電力、通信、電気機械 、 自動車 、建設等の広範な需要業界を支え る素材 であ

り、 これを用途別 にみ ると、発電所 か ら工場 、事務所、住宅等までの送電線(高 圧及 び

低圧電力用)、 それ らの屋 内配線 と して用い られ る電線(建 設 ・流通用)、 電話 ・海底

ケーブル等情報伝達 を行 う通信ケー ブル(通 信用)、 コイル状に巻かれて いる電動 機や

変圧器等 に使用 されるエナメル等で被覆 された電線(巻 線)、 コンピュータ、家電 製品

等の電子 ・電気機器等の機内配線(機 器用)等 に大別 される。

② 電線 の流通構造は、下の図に示す通 り、電 力、通信等の大 口需要 家に対す るメー カー

の直売 を除 けば、代理店、専業問屋 、電材店等の流通業者が多岐の段 階にわた り混在 し

ている。加えて、件名先物契約や切 り分 け配送サ ー ビス等 にみ られ る電線特有の商慣行

が存在 し、その業態を一層複雑な もの に している。

線

共
販
会
社

電力
NTT

電機

自動車

鉄鋼

石油化学

他

気

事

者

電

工

業
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(2)EDIの 導入状 況

会員社 に対 し、EDIに 関す る実態調査 く回答率70%〉 を行 った(平 成5年11月)。

この うち、EDIの 導入状況に関す る調査で は、以下の結果が得 られた。

①EDIの 実施状況 につ いて

「実施 している」が60社 で半数以上を 占め、 「1年 以 内に実施す る予定が ある」を

合わせ ると70社(63%)に な り、 当業界でのEDIは 広 く普及途上の段 階にあ る。

②EDIの 相手先 について

「顧客」が54件(74%)と 最 も多 く、次いで発注先が18件(26%)、 「系列

企業」が17件(24%)と 、 当業界 では 目下、受注者の立場 によ るEDIが 多 い。

③EDIで 実施 している業務 の種類について

一番多 いのは 「注文書」、次 いで 「検収情報」 「出荷情報」 「納期回答」が多か った。

④EDIの 利用環境 について

r処 理 コ ンピュータの機種』 では、パ ソコン、オ フコン、汎用 コンピュータの順 で多

く、未だ ワークステー ションの使用 は少数 であ った。

r接 続形態』では、 「直接接続」か 「VAN利 用」かでは2=1の 割合で 直接接続が

多 く、 「公衆回線」か 「専用回線」かで は4:1で 公衆回線利用 となっている。

r変 換 ソフ ト』にっいて は、 「自社開発」が33件 、 「パ ッケージ利用」が53件 と

パ ッケージ利用が多 くな ってい る。

(3)業 界でのEDI標 準化につ いて

① 標準化活動の経緯

1984年10月 産業情報化対応委員会を設置(産 業情 報化の必要性 、課題の検討)

i産 構法関連の グル ープの情報 システム化

ti共通得意先 とのデ ータ交換

逝鉄鋼業界等の システム調査研究

1986年3月 共通取引先(NTT、 電力、JR)と のデータ交換の可能性の検

討

1988年7月 電力9社 との取 引書類の統一化の検討

1989年3月 「EIAJ取 引情報化対応標準(1A版)」 の検討

電子機械工業会(EIAJ)/電 線工業会(JCMA)合 同WG

の発足
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1990年8月

1991年3月

1991年10月

1992年2月

1992年4月

1993年4月

② 標 準 化 の 内容

電気事業連合会 「資材発注業務 ビジネスプロ トコル標準」の説明

電気関係4業 界 によ る業界間EDIの 検討 開始(連 携指針)

電力業界(東 京電力殿)対 電線業界 とのEDI開 始

「EIAJ取 引情報化対応標準(1C版)」 へ の要望書提 出

電機工業会(JEMA)/JCMA合 同WGの 発足

CII標 準移行 に向けての検討 開始(電 事連、JEMA)

EDI標 準化の基本姿勢 は、取引関係の強い電力業界、電子機械業界が、それぞれ業

界標準 と して発行 された 「資材業務 ビジネ スプ ロ トコル標準 」rEIAJ取 引対応標

準」を電線取 引に利用 した場合の問題点を実 際に使用 してい る伝票 や各社の処理 内容 を

もとに要望事項、質問事項 に整理 し、それ らを両業界に投げかけ る方法を取 ってお り、

電機業界 との検討 もこれ と同一 の方法 を取 って きた。.

具体 的な内容 としては、電子機械業界 との合同WGで 検討の結果、 当工業会か らの要

望 によ り 「EIAJ取 引情報化対応標準1994年 版 」に追加 されたデータ項 目は以下

の13項 目であ る。

条長、条長個数、条長単位、工事件名 、主材料 コー ド、主材料 ベース、主材料単位 、

試験成績書要否区分、試験成績書検査区分、試験成績 書提 出方法、市 町村 コー ド、納入

時連絡先、単価スライ ド区分、

同様 の検討を電気事業連合会、 日本電機工業会 と行 った。

③ 標準EDIの 導入状況

全体 ではないが、前記 の電力業界、電子機械業界、電機業界 については業界標 準 によ

るEDIを 実施 して いる。

電気4業 界の連携指針に もとづ きCII標 準への移行を進めて いる。

④ 今後 の課題 ・予定

1.標 準化の検討 と実施

1)関 連業界 との検討及 び実施

2)電 線取引標準の検討(位 置付 け、サ ブセ ッ トと して の内容)

2.普 及啓蒙活動の促進

1)電 線取 引EDIセ ミナーの継続的実施

2)調 査、研究活動の実施(ハ ー ド・ソフ ト・法制度 ・国際化等)
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3)EDI推 進協議会へ の積極的な参加

3.EDIに よる業務改善

物流業務(共 同配送計 画)と の連携 による業務効率化の促進
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参 考 資 料2-IX.電 力 業 界

1.推 進 団体

(1)団 体 名 称:電 気事 業 連 合 会(昭 和27年11月 設 立)

(英 文:TheFederationofElectricPowerCompanies)

団 体の 目的:電 力 会 社相 互 間の連 絡 を緊 密 に して 、電 気 事 業 の 健全 な発展 を期 す こ と(2)

(3) 活動内容

(4)会 員数

・電気事業の重要施策に関する方針の確立

・電気事業者に共通または相互に関係ある事項の協議または処理

・電気事業に関する建議、啓発または広報

・電気事業に関する資料、情報等の収集および頒布

・電気事業に関する調査研究および統計の作成

・その他
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:情 報高度化推進委員会

:電 気事業 と しての情報高度化に関す る事項の審議

・EDIの 推進

・ソフ トウ ェアの流通、共同開発の推進

・業界 共同データベースの構築

・電子計算機処理に係 わ る個人情報保護 の対応

・その他

(3)EDIに 関す る具体的活動 内容(EDI推 進専門委員会)

・EDIの 動向調査

・EDIの 標準化の推進(標 準の制定、維持管理)

・EDIの 普及、啓蒙

・EDI推 進上の課題検討

・その他
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(4)組 織(平 成5年 度)

情報高度化推進委員会(各 社役員)

情報高度化小委員会

推 進 専 門 委 員 会 資材発注業務BP標 準改定WG

請負工事発注BP標 準策定WG

〔事務局:電 気事 業連合会 情報 システム部〕

(5)連 絡先 住 所@100東 京都千代 田区大手町1-9-4

経団連会館(郵 便物)

事務所KDD大 手町 ビル16階

名 称 電気事業連合会 情報 システム部

ft(03)3279-3744Fax(03)3270-8085

3.EDlに ついて

(1)電 力にお ける取 引の特性

電気をお届 け しているお客 さま とは、電気の使用契約や電気料金請求 ・収納業務 に係わ

る情報のや りとりが あ る。使用契約 は契約書で請求 は請求書の紙ベースで実施 してお り、

収納 については殆 ど口座振替 にな って いる。その収納結果にっ いては、金融機関 と磁気テ

ープにより情報交換 している場合が多 い。

一方、発注(資 材購入、工事発注)と いう面 では、発電所建設に係 わる ものか ら、配電

工事用機 器の購入 など大規模な請負工事や単価契約な どが あ り、取 引先 は、幅広 い業種に

及んでそれぞれの業務特性 に応 じて取引形態 も異な っている。

(2)標 準化 の経緯

電力会社 は、 日本全国約7千 万 のお客 さまに安定 した電気をお届 けす るため、膨大 な設

備の建設 ・保守を して お り、 これ に係わ る電気料金計算、資材 ・経理や設備 管理業務 など

膨大な事務処理の効率化のため、昭和30年 代の初めか ら、各社 それぞれ、 システム化を

進めて きた。電力各社 システムのオ ンライ ン化 は、昭和50年 代後半には、ほぼ完成 の域
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に達 し、社外 とのオ ンライ ン連携 について も関係会社等を対象 に開始 してい る。

昭和60年 代初 めには、業界 と して一層の情報高度化の必要性が高 ま り、昭和62年 の

「電気事業 におけ る電子計算機の連携利用に関す る指針」の告示 と時期を同 じくして、電

気事業連合会の体制を整備 した。 この体制の もと、業界 内の取 り組 み として、 ビジネ スプ

ロ トコルの標準化、業界共同データベ ースの構築及びソフ トウェアの流通 ・共同 開発等、

共通課題の解決 に取 り組んで きた。 なかで も、資材調達業務 にお けるEDIを 重点課題 と

して、 ビジネスプロ トコル標準 の作 成に取 り組み、平成2年 には、 「資材発注業務 ビジネ

スプロ トコル」 「電気料金収納業務 ビジネスプロ トコル」の2つ の業界標準を作 成 した。

その後、平成3年10月 の東京電力 と電線 メーカのEDI実 施 にあわせ、 「資材発注業

務 ビジネスプロ トコル」をEIAJ標 準 に準拠 した1A版 に改定 した。 また、平成3年 の

電気四業界間連携指針の告示を受 け、CII標 準の採用 とデータ項 目のEIAJ標 準 との

整合を図 るため、 日本電線工業会、 日本電子機械工業会、 日本電機工 業会 と調整 し2B版

を作成 中で ある。

なお、 「EDIシ ステム運用 ガイ ドライ ン」rEDI導 入 マニ ュアル」な ども、業界 と

して定めている。

(3)標 準の概要

資材発注業務 ビジネスプロ トコル標準の1A版 の概要 は、以下の とお りである。

① 情報伝達規約

通信 プロ トコルは、特に業界 として定 めて いない。

接続形態 について は、データ量 やデータ交換頻度等を考慮 の上、通信手順、回線 種類、

VAN利 用な どを検討す ることと してい る。

② 情報 表現規約

a.構 文規則

rEIAJ標 準」準拠
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b.業 務単位 と情報の種類(標 準 メ ッセ ージは全て作成済)

業務単位 情 報 の 種 類 業務単位 情 報 の 種 類

計 画 所要計画情報 納入依頼 納入依頼書情報

見 積 見積依頼書情報 検 収 検収書情報(注文)

見積書情報 検収書情報(納入依頼)

注 文 注文書情報 検収書情報(加工銅精算)

注文請書情報 状況確認 在庫確認情報

c.デ ータ項 目

データ項 目数:105項 目

共通 コー ド:22項 目(デ ータ項 目数 の内数)

③ 業務運用規約 ・取引基本規約(EDIシ ステム運 用ガイ ドライ ン)

伝送授受の確認 方法、費用負担の考え方、運用スケ ジュール等 の運用上の取 り決め に

関す る標準的な考 え方 と電子 データ交換契約書(ひ な型)を 作成 している。

(4)EDIの 実施状況

東京電力が、電線 メーカ ・柱上変圧器 メーカとEDIを 実施 している。交換 してい る情

報の種類 は 「所要計 画」 「納入依頼」 「検収書」 「在 庫確認 」である。なお、柱上変圧 器

メーカとのEDIは 現在作成 中のCII標 準を採用 した2B(暫 定版)で 実施 してい る。

その実施状況 は、図 一1の とお りであ る。

また、電力数社が 平成6年 度以降EDIの 実施を計 画 してい る。

(5)今 後 の予定

① 標準の整備

・資材発注業務 ビジネスプ ロ トコル標準2B制 定(平 成6年 度)

・請負工事発注業 務 ビジネスプロ トコル標準制定(平 成6年 度)

・電気料金請求業 務 ビジネスプロ トコル標準検討

(数百件の個別 の需給契約 を一括支払をする契約者 向け)

② 普及 ・促進

・EDIの 実施、拡大

・関連業界 との調整 等
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